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Climate Action 100+を支援する 
5つの投資家ネットワーク 

注 :

特に明記のない限り、金額はすべて米国ドル（USD）です。
特に明記のない限り、報告の対象期間（「本年」）は 2019年 10月 1日～ 2020年 11月 30日を指します。 
2019年のデータについては 2019年進捗報告書をご覧ください。

本報告書に 
ついて
本報告書は、Climate Action 100+イニシアチブが発行する第 2回目の進捗報告書です。 
評価およびベンチマーキングの進捗状況、イニシアチブの目標に向けた主な対象企業のコミットメント、 
参加投資家数の増加状況、本イニシアチブの目標に沿った一連の指標に対する企業の取り組み状況の 
セクター別進捗状況など、イニシアチブの進捗状況全般について概要を報告します。

謝辞：Climate Action 100+出資者様
5つの投資家ネットワークから、慈善パートナー様（Bloomberg Philanthropies、Children’s 
Investment Fund Foundation (UK)、ClimateWorks Foundationおよび IKEA Foundation、 
The Grantham Foundation for the Protection of the Environment、KR Foundation、
New York Community Trust ̶ Lise Strickler and Mark Gallogly Charitable Fund、 
Sea Change Foundation International、Martha Records様および Richard Rainaldi様、
Wellspring Climate Initiative、その他の匿名の支援者様）のご支援に感謝申し上げます。
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報告書の概要および 
ハイライト

Climate Action 100+とは

Climate Action 100+は、2017
年に発足した、気候変動に関する
世界最大の投資家エンゲージメント
イニシアチブです。本イニシアチブ
の主な内容は、大量の温室効果ガス
（GHG）を排出しており、排出量実
質ゼロへの移行やパリ協定の目標
達成において極めて重要な存在であ
る世界 160社を対象に、投資家が
行うエンゲージメント活動です。

Climate Action 100+の参加投資家は、
これらの対象企業へのエンゲージメント活
動を通して、排出量実質ゼロへの将来的な
移行を促進し、気候変動に対する世界経済
のレジリエンスを高める役割を果たしてい
ます。 

詳しくは、www.ClimateAction100.orgをご
覧いただくか、または@ActOnClimate100
をフォローしてください。

イニシアチブのサポート 
体制 

イニシアチブは参加投資家によって構築・
主導されています。参加投資家は対象企業
ごとにエンゲージメント戦略を決定し、エン
ゲージメントの進捗状況をイニシアチブに
報告しています。

イニシアチブの運営および投資家のエン
ゲージメントは、Asia Investor Group 
on Climate Change (AIGCC)、Ceres、
Investor Group on Climate Change 
(IGCC)、Institutional Investor Group 
on Climate Change (IIGCC)、Principles 
for Responsible Investment (PRI) の5
つの投資家ネットワークが支援しています。

これらの投資家ネットワークは、投資家に
対する事務的なサポートや、会議のファシ
リテーション、技術的な支援、エンゲージ
メントスキル向上の機会提供などを行って
います。また、世界の各地域で対象企業の
エンゲージメントが効果的に行われるよう
サポートする地域に特化したワーキンググ
ループを主導する役割も担っています。 

イニシアチブのガバナンスおよび運営体
制の詳細については、Climate Action 
100+のウェブサイト、および 2019年進捗
報告書をご覧ください。

1 2020年 11月 30日現在。
2 2019年および 2020年に実際にエンゲージメント対象となった企業。 
新たに Climate Action 100+対象リストに追加された企業は含まない。2020年に対象リストに追加された企業についての詳細は、85ページを参照。 

3 Climate Action 100+の全対象企業の 2018年総排出量（CDPデータ）と、全世界の 2018年総排出量（Global Carbon Projectデータ）との 
比較に基づく。

4 Bloombergデータ、2020年 11月 30日現在。

一目でわかるClimate Action 100+

545
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参加投資家の運用資産総額 1  

52兆ドル

参加投資家の市場範囲 

32市場

32市場 2に 160社
の対象企業

世界全体の産業排出量のおよそ

80%以上
がイニシアチブのエンゲージメント 
対象企業によるもの 3

対象企業の時価総額合計

8.4兆ドル4
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ハイライト：2020年の 
企業コミットメント

BP ENEOSホールディングス株式会社 OCCIDENTAL PETROLEUM 
CORPORATION

PETROCHINA CO. LTD

BPは、販売する製品の二酸化炭素排出原単
位を遅くとも 2050年までに 50%削減し、
2050年までにスコープ 1、2、3を対象に排
出実質ゼロ企業となることを目指す新たな意
欲的目標を打ち出しました。また、同社は石
油メジャーで初めて、生産量を 2030年まで
に 40%削減すると発表しました。

ENEOSは「2040年長期ビジョン」を更
新し、新しい経営計画と2040年にカーボ
ンニュートラルを達成する方針を発表しまし
た。社会・環境の目標達成と役員報酬との連
動、事業移行計画への 140億ドルの投資な
どが盛り込まれています。 

Occidental Petroleumは、2040年まで
に自社の事業活動によって生じる排出量を実
質ゼロとする目標と、2050年までに同社の
製品の利用に関連する排出量を実質ゼロに
するという意欲的目標を発表しました。 

PetroChinaは、2050年までに排出量をほ
ぼゼロにする目標と、天然ガスパイプライン
の売却益 380億ドルの一部を使用して、風
力および太陽光発電に注力する計画を発表
しました。

RELIANCE INDUSTRIES REPSOL ROYAL DUTCH SHELL SK INNOVATION CO LTD

Reliance Industriesは、2035年までに
実質カーボンゼロを達成する目標を発表しま
した。

Repsolは、石油・ガスのグローバル企業で
は初めてとなる、2050年までにスコープ 1、
2、3で排出量実質ゼロを達成するという意
欲的目標を発表しました。

Shellは、同社のエネルギー製品のネット
カーボンフットプリントを 2035年までに
30%、2050年までに 65%削減するという
長期的な意欲的目標を新たに設定しました。
全面的な排出量実質ゼロを達成するため、
同社の実質ゼロ目標と整合する顧客企業に
サービスの軸足を移す計画です。  

SK Innovationは、2030年までにグリーン
バランス2030を達成するというコミットメン
トを再確認しました。最終的には 2050年に
おいて排出量実質ゼロを達成することをめざ
しています。

2020年の企業コミットメントの一部を紹介します。

各セクターの 
対象企業 1

26
運輸関連企業

39
石油・ガス関連企業

26
工業関連企業

31
公益事業関連企業

23
採鉱・金属関連企業

14
消費財関連企業

1 対象リストには「その他」に分類されている企業が 
1社ありますが、本リストには含まれていません。

石油・ガス
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https://www.repsol.com/en/press-room/press-releases/2019/repsol-will-be-a-net-zero-emissions-company-by-2050.cshtml
https://www.shell.com/energy-and-innovation/the-energy-future/shells-ambition-to-be-a-net-zero-emissions-energy-business.html
https://skinnonews.com/global/archives/1279
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BHP AGL ENERGY LTD PGE POLSKA GRUPA 
ENERGETYCZNA S.A. (PGE)

THE SOUTHERN COMPANY UNILEVER PLC

BHPは、同社が加盟している業界団体の気
候関連政策に対する立場を確実に改善し、方
針ずれについての情報開示やエスカレーショ
ンをリアルタイムに進めるため、業界団体や
気候変動に関するロビー活動などへの取り
組みを大幅に強化しました。また、自社の事
業活動によって生じる排出量を2030年まで
に 30%削減するという中期目標を策定しま
した。

AGLは、2050年までに排出量実質ゼロを
目指して、再生可能エネルギーへの投資を拡
大する計画に着手し、1.5℃シナリオに照らし
てこの計画のレジリエンスを検証しました。 

PGEは、2050年までにカーボンニュート
ラルを実現するなど、さまざまなコミットメン
トを含む新しい戦略を発表しました。長期的
戦略目標は、PGEが販売するエネルギーの
100%を、2050年までに再生可能資源によ
るエネルギーとすることです。また、同社は石
炭への投資を削減します。さらに、PGEは中
間目標およびマイルストーンも設定していま
す。具体的には、2030年までに同社のポー
トフォリオにおける再生可能エネルギーの割
合を 50%まで増やし、二酸化炭素排出量を
85%削減する計画です。

Southern Company は、2030 年 ま で
にGHG排出量を 50%削減するという中期
目標を再確認し、2050年までに排出量実
質ゼロ達成という長期目標を新たに設定しま
した。同社のこのコミットメントは、レポート
「Implementation and action toward 
net-zero」（実質ゼロの実現と取り組み）に詳
しい解説があります。この目標には、スコー
プ 3の排出量は含まれていません。

Unileverは、2030年までにスコープ 1、2
の排出量を 100%削減するという、従来の
Science-Based Target（科学的根拠に基
づく目標、SBT）に加え、2039年までに全
製品で排出量実質ゼロを達成するという新
たな目標を発表しました。同社では、森林再
生、炭素隔離、自然保護などのプロジェクトへ
の投資として、10億ユーロの Climate and 
Nature Fund（気候＆自然基金）を設立する
意向です。

XCEL ENERGY INC. WEC ENERGY GROUP, INC. WOOLWORTHS GROUP LIMITED

Xcel Energyは「Electric Vehicle Vision」
（電気自動車のビジョン）を公開し、2030年
までに同社のサービスエリアで 150万台の
電気自動車（EV）に電力を供給する意向であ
ることと、EVの採用を加速させるために 3
億ドルの投資を行うことを発表しました。

WEC Energyは、2030年の排出削減目
標を 40%から 70%に、2050年の排出削
減目標を 80%から実質的なカーボンニュー
トラルの達成に更新しました。この目標には、
現時点ではスコープ 3の排出量は含まれて
いません。

Woolworthsは、2030年までに自社の事
業活動によって生じる排出量を 63%、スコー
プ 3の排出量を 19%削減するという科学的
根拠に基づく中期目標を設定しました。この
目標はScience Based Targets Initiative
（SBTイニシアチブ）の認定を取得してい
ます。

ハイライト：2020年の 
企業コミットメント 

採鉱・金属 公益事業 消費財
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https://www.bhp.com/our-approach/operating-with-integrity/industry-associations-bhps-approach/
https://www.southerncompany.com/corporate-responsibility/environment/air-and-climate.html
https://www.southerncompany.com/corporate-responsibility/environment/air-and-climate.html
https://www.southerncompany.com/content/dam/southern-company/pdf/public/Net-zero-report.pdf
https://www.southerncompany.com/content/dam/southern-company/pdf/public/Net-zero-report.pdf
https://www.unilever.com/news/press-releases/2020/unilever-sets-out-new-actions-to-fight-climate-change-and-protect-and-regenerate-nature-to-preserve-resources-for-future-generations.html
https://www.unilever.com/news/press-releases/2020/unilever-sets-out-new-actions-to-fight-climate-change-and-protect-and-regenerate-nature-to-preserve-resources-for-future-generations.html
https://www.xcelenergy.com/staticfiles/xe-responsive/Marketing/EV%20Vision%20Brochure.pdf
https://investor.wecenergygroup.com/investors/news-releases/press-release-details/2020/WEC-Energy-Group-aims-for-carbon-neutral-electric-generation-by-2050/default.aspx
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CEMEX S.A.B. DE C.V. HON HAI PRECISION INDUSTRY AMERICAN AIRLINES CROUP INC. DELTA AIR LINES, INC. FORD MOTOR COMPANY 

Cemexは、2050年までに二酸化炭素
（CO2）排出量実質ゼロのコンクリートの提
供を実現し、目標 /業績連動型の役員報酬を
導入することを表明しました。また、2030
年の SBTを設定することも予定しています。

Hon Haiは、同社のバリューチェーン全体の
GHG排出量に関するポリシーをパリ協定の
目標に一致させ、2050年までにGHG排出
量実質ゼロを達成することを目指すと表明し
ました。また、Climate Action 100+が掲げ
る目標への対応についても言及しています。

American Airlinesは、2020年 10月に新
たな ESG（環境・社会・ガバナンス）レポート
を発行し、2050年までに排出量実質ゼロを
達成することを公式に表明しました。燃料効
率および運航効率の改善、機材のリニューア
ル、新型の航空機の導入、持続可能な航空
燃料の使用、カーボンオフセット、施設での
再生可能エネルギーの利用など、さまざまな
手段を組み合わせて、この目標を達成する計
画です。 

Delta Air Linesは、カーボンニュートラル
を実現し 2020年 3月以降の全排出量をオ
フセットするというコミットメントを発表しま
した。また、この新たな目標を達成するた
め、10億ドルの投資を行うことも明らかにし
ました。

Fordは、2050年までにカーボンニュート
ラルを達成するという意欲的目標を発表しま
した。また、カリフォルニア州との和解合意書
（カリフォルニア協定）に署名し、トランプ政
権の排ガス規制よりも厳しい基準に従うこと
に同意しました。

CUMMINS INC. LAFARGEHOLCIM LTD QANTAS AIRWAYS LIMITED ROLLS-ROYCE

Cumminsは、2050年までに自社の事業
活動によって生じる排出量を実質ゼロにする
ことを目指す、新たなサステナビリティ戦略
を発表しました。また、SBTを含む新たな排
出量削減目標を設定しました。この目標はス
コープ 3の排出量までカバーし、新たに販売
する製品で 25%の排出量削減を行うほか、
顧客との連携により2030年までに 5,500
万トンの排出量削減を目指します。

LafargeHolcimは、2050年までに排出量
実質ゼロの目標を掲げました。また、2030
年に向け、SBTを設定することも表明しま
した。さらに、Science Based Targets 
Initiativeと連携し、セメント業界で他社に先
駆けて 1.5℃の未来に向けた気候目標を設定
することを発表しました。

Qantasは、航空会社としては世界で初めて、
2050年までに実質ゼロを目指すことを表明
しました。これにより、排出量を 2019年の
水準以内に抑えます。また、優れたバイオ燃
料の研究開発に 5,000万ドルを投じ、オフ
セットプログラムを 2倍に増やしました。 

Rolls-Royceは、2030年までに自社の事業
活動によって生じる排出量を実質ゼロにし、
2050年までに同社が事業を展開する業界
で排出量実質ゼロを達成するために主導的
な役割を果たすとするコミットメントを発表
しました。これらの目標を達成するため、中
間目標を含めたロードマップを2020年末ま
でに公開する予定です。 

工業 運輸

ハイライト：2020年の 
企業コミットメント 
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世界がコロナ禍からの回復の道
を手探りで進んでいる今、企業は
人々や地球にとって最も差し迫っ
た問題に目を向け、戦略の方向転
換を行うことを強く期待されていま
す。実際、コロナ禍によって、気候
変動を考慮した持続可能な未来
を求める社会の要請は強まってい
ます。温室効果ガス排出量実質ゼ
ロへの移行は、気候物理学的な急
務であると同時に、126カ国に及
ぶ国々のコミットメントでもありま
す。したがって、ビジネス界全体が
戦略のリセットを迫られている今こ
そ、実質ゼロの未来につながる戦
略を導入することが極めて重要な
のです。

気候変動と、それに対する社会の反応
は、かつてないほどのリスクと機会とを
生み出しています。気候変動解決の一端
を担い、実質ゼロへの移行に取り組んで
いる企業は、成功の機会を手に入れ、株
主に莫大な価値をもたらすことでしょう。
一方、そうでない企業は次第に競争力を
失い、ソーシャルライセンスを得られな
くなる可能性があります。2021年にグラ
スゴーで COP26（第 26回国連気候変
動枠組条約締約国会議）が開催される頃
には、大企業にとって実質ゼロへの移行
計画はあって当たり前で、もしもないと
したら、数年以内に事業をたたむつもり
か、あるいは事業とその活動の場である
社会とは別物だと考えているか、どちらか
ということになるでしょう。前者はまだ納
得できますが、後者であればとても容認
できることではありません。 

投資家は、気候変動の歴史の流れに乗っ
ている企業と流れに逆行している企業と
を見極め、そこから気候変動と実質ゼロ
への移行に対する企業の姿勢を評価す
ることを、ますます重視するようになって
います。Climate Action 100+はその
先頭に立って機運を作り出し、スチュワー
ドシップや分析を提供することによって、

世界で最も排出量が多い企業の戦略リ
セットをサポートしてきました。企業の
意識は明らかに高まっています。この進
捗報告書で述べる通り、2020年は実質
ゼロの表明が相次ぎました。それらのコ
ミットメントの多くは投資家のエンゲー
ジメントを受けてのものです。この 1年だ
けでこれだけ機運が高まったことは実に
大きな驚きでした。新型コロナウイルス
の世界的大流行という状況を考えれば
なおさらです。

しかし、ゴールまではまだ距離がありま
す。今こそ、すべての企業がこの議論に
加わるときです。この進捗報告書では、
バリューチェーン全体の排出量を対象と
する実質ゼロ目標と中間目標を設定し、
適切なレベルの意欲的目標からスタート
することの必要性を強く訴えています。ま
た、企業が言行を一致させるために何を
すべきかについても触れています。たと
えば、企業の戦略と投資パイプラインの
あらゆる局面に実質ゼロを組み込む、業
界団体の名前で行われた気候関連のロ
ビー活動に関して団体の責任を問う、と
いったことです。 

実質ゼロへと向かって歩を進めるうち
に、企業やポートフォリオが移行の道筋
のどこに位置するかを評価する方法も
進歩していきますし、移行計画に対する
人々の期待も徐々に高まっていくでしょ
う。投資家も、そういった企業の戦略をま
すます求めるようになりますから、「Say 
on Climate」を導入してみるのも良い
かもしれません。一部の国で「Say on 
Pay」が導入されているのと同様に、移
行計画に対して年に一度、自動的に勧告
的投票を行えるようにするわけです。そう
すれば、遂行責任、持続性、結果責任が
しっかりと結び付くに違いありません。 

新たに開発された Climate Action 
100+ネットゼロ企業ベンチマークは、主
要な投資家が企業に求める事項を、極め
て明瞭で透明性の高いかたちで表した
指標です。しかし、投資家が企業を移行
計画だけで評価する時期がいつまでも
続くことはないでしょう。投資家自身の計
画や、実質ゼロへの整合性も評価される
ことになります。企業や金融機関が持続
的に移行にフォーカスしていくことによっ
て、我々市民の願いであり、後の世代が
手にするべき、実質ゼロの未来を築くこ
とができるのです。

MARK CARNEY 
国連気候変動問題および 
ファイナンス担当特使、 
COP26金融担当英国首相顧問
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ここに、Climate Action 100+
第 2 回進捗報告書を発表し、
2019 年 10月から 2020 年 11
月までのイニシアチブに関する最
新の成果についてご報告いたしま
す。本報告書では、最近リリースし
たClimate Action 100+ネット
ゼロ企業ベンチマークについて詳
細に解説します。また、企業の進
捗状況の概要をセクターごとに紹
介し、イニシアチブの今後の優先
課題を示します。

2020年が全世界的に極めて困難な 1年
であったことは疑いようがありません。新
型コロナウイルスの世界的大流行、経済
の悪化と、それに伴う失業率の増加と財
政の逼迫、一部の地域で広がっている社
会の混乱により、人々は依然として恐怖
と不安に直面しています。しかし、こうし
た困難の中にあっても、気候変動の問題
が企業や投資家にとって喫緊の課題で
あることに変わりはありません。 

排出量実質ゼロが達成された豊かな世
界は、手を伸ばせば届くところまで来て
います。経済規模上位 15カ国のうち9カ
国が実質ゼロの目標を現在掲げており、
さらに、本報告書が示す通り、世界最大
の排出企業の多くが、今世紀半ばまでに
脱炭素化を達成するという意欲的目標を
設定しています。ゼロ炭素または低炭素
の業界、技術、インフラに対する新たな
投資を刺激すれば、経済が活性化し、成
長が促進され、新たな雇用が生まれると
いう認識が高まり、持続可能な回復（サ
ステナブル・リカバリー）を求める声が広
がっています。 

今すぐ対策が必要であることは明らかで
す。オーストラリア、米国、アマゾン、シ
ベリアで起きた前例のない規模の山火
事、アジアで発生した記録的な洪水や台
風、過去最悪となった大西洋のハリケー
ンシーズン、海面上昇を加速させる極地
の氷床の急速な融解は、いずれも気候
変動の物理的影響の存在をまざまざと
思い知らせてくれます。脱炭素化に向け
たすべての答えを私たちはまだ手にして
いません。しかし、私たちが共有する熱
意を今こそ高めるべきであることは確か
です。

気候変動リスクに対する企業の取り組み
を評価するための一貫した指標を求め
る投資家の声を受け、このたび新たに
Climate Action 100+ネットゼロ企業
ベンチマークをリリースしました。このベ
ンチマークは、企業にとっては具体的な
情報開示や目標を明確化するための指
針となり、投資家にとっては企業の取り
組みを評価・比較するための有益なツー
ルとなります。2020年 8月にClimate 
Action 100+がネットゼロ企業ベンチ
マークを対象企業に向けて発表したとこ
ろ、大きな反響がありました。これまで
に 117社の企業から、歓迎の声や、この
枠組みに沿って情報開示を行いたいと
の回答が寄せられています。 

気候変動リスクへの私たちの取り組みに
対する、参加投資家の皆様、取りまとめを
担当する投資家ネットワークの Climate 
Action 100+スタッフの皆様、出資者
の皆様の継続的なご支援に、心より感謝
申し上げます。 

世界最大の排出企業の多くが
今世紀半ばまでに脱炭素化を達成するという 
意欲的な目標を設定しています。

Climate Action 100+ 
運営委員会

Andrew Gray, Director ESG and Stewardship, 
AustralianSuper 

Anne Simpson, Managing Investment Director, 
Board Governance and Sustainability, CalPERS 

Emma Herd, CEO, Investor Group on Climate 
Change 

Fiona Reynolds, CEO, Principles for Responsible 
Investment

Laetitia Tankwe, Advisor to President Jean-Pierre 
Costes, Groupe Caisse des Dépôts, Ircantec 

Mindy Lubber, CEO and President, Ceres 

Rebecca Mikula Wright, Executive Director, Asia 
Investor Group on Climate Change 

川添 誠司、シニアスチュワードシップオフィサー、 
三井住友トラスト・アセットマネジメント（SMTAM）

Stephanie Maier, Director of Responsible 
Investment, HSBC Global Asset Management 

Stephanie Pfeifer, CEO, Institutional Investors 
Group on Climate Change 
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報告内容の 
エグゼクティブサマリー

Climate Action 100+ 2020
年進捗報告書では、イニシアチブ
とその活動内容全般の進捗状況
を提供します。また、対象企業の
進捗状況について、一連のベンチ
マーク指標に基づくセクター別の
評価を報告します。

参加投資家の増加 

Climate Action 100+は拡大を続けて
います。現在 545の参加投資家がイニ
シアチブに携わっており、中でも注目す
べきは、資産運用会社の世界第一位と第
三位であるBlackrockとState Street 
Global Asset Managementが新た
に加わったことです。Climate Action 
100+参加投資家の運用資産総額は 52
兆ドルにのぼります。

企業の進捗状況評価のための 
新たな手法 

イニシアチブは 2020年に、Climate 
Action 100+ネットゼロ企業ベンチ
マークを開発しました。こちらを用いて、
対象企業の公式な評価を行います。最初
の企業スコアカードは 2021年前半に公
開する予定です。ベンチマークは以下の
指標で構成されています。 

• 2050年実質ゼロの野心的目標 

• 温室効果ガス（GHG）排出量削減の短
期・中期・長期的ターゲットの設定と、
1.5℃シナリオとの整合性 1

• 脱炭素化戦略

• 資本配分の整合性

• 気候政策エンゲージメント

• ガバナンス（気候変動目標と連動する
役員報酬など）

• 公正な移行

• シナリオ分析を含む気候変動関連財務
情報開示タスクフォース（TCFD）報告
書の作成 

本報告書では、これらの指標の一部を用
いてセクター別に企業の達成状況評価
を行いました。ベンチマークのすべての
指標を用いた企業別の評価は現在実施
中であり、2021年前半に企業スコアカー
ドとして公表する予定です。

いくつかの企業が一つの地域でまとまっ
てこれらの指標に沿った取り組みの改善
を行うには、政府や政策立案者による対
策の主導やインセンティブが重要となり
ます。イニシアチブのエンゲージメント
を受ける多くの企業にとって、政策決定
が移行を推進する上での鍵となります。 

一部の指標で見る企業の進捗状況

Climate Action 100+イニシアチブの
エンゲージメント対象となっている 160
社の企業 2は、世界全体の産業排出量の
80%以上を占めています。これらの企
業にグループとして、あるいは個別にエ
ンゲージメントを行うことは、世界経済
が 2050年までに排出量実質ゼロを達
成する上で極めて重要です。IPCC3によ
れば、世界の平均気温上昇を工業化前
に比べて 1.5℃に抑え、気候変動による
最悪の影響を回避するためには、このレ
ベルの意欲的目標が必要になります。 

本報告書に向けて、新しい Climate 
Action 100+ネットゼロ企業ベンチマー
クの一部の指標（Transition Pathway 
Initiativeによる開示情報評価、Carbon 
Tracker Initiative および 2 Degree 
Investing Initiativeによる資本配分評
価など）を使用し、企業の評価を実施し
ました。

その結果、一部の企業は 2050年まで
に排出量実質ゼロという道筋に沿って着
実に脱炭素化を進めているものの、まだ
道のりは長いことがわかりました。

半分近く（43%）の企業が、何らかの形で
2050年までに実質ゼロ達成というター
ゲットあるいは意欲的目標を設定してい
ます。これは投資家にとって、その企業が
移行の意義を理解し準備を進めているこ
とを示す重要なシグナルになります。し
かし、企業にとって最も重要なスコープ3
の排出量を明確に含めた実質ゼロ目標
を設定しているのは対象企業の 10%に
すぎませんでした。 

同様に、半分以上（51%）の対象企業が
排出量削減の短期目標（2025年まで）
を、半分よりやや少ない（38%）企業が
中期目標（2026年～ 2035年）を設定
していますが、自社の事業活動における
排出量に当たるスコープ 1と2と最も重
要な上流および下流の排出量に当たる
スコープ 3を共に含めている企業も多く
はありませんでした。 

評価指標を用いてセクター別に見ると、
石油・ガス、公益事業、運輸（自動車）
セクターでは、企業が計画している資本
配分や技術構成に目標とのギャップが
見られました。たとえば、石油・ガスの
対象企業の約半分（54%）が何らかの形
で 2050年までに実質ゼロ達成の目標
を掲げているにもかかわらず、Carbon 
Trackerの分析では、本年認可された
石油・ガスの新規プロジェクトのうち 194
件が 1.75℃未満の気候シナリオに整合し
ていませんでした。 

Climate Action 100+ 2020年進捗報告書では、 
一部の企業は 2050年までに排出量実質ゼロという
道筋に沿って着実に脱炭素化を進めているものの、 
まだ道のりは長いことがわかりました。

 1  Climate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマーク
による初回の評価では、対象企業の温室効果ガス排出
量削減目標を、2℃を十分に下回る気候シナリオを用い
て評価します。今後、1.5℃シナリオが利用可能になれ
ば、それを用いて評価を行います。 

2  2020年 11月、Climate Action 100+の対象リスト
に新たに 9社が追加され、2社が削除されました。追
加された 9社の進捗状況報告は、本報告書の範囲に含
まれていません。

3  1.5℃の地球温暖化の影響に関するIPCCの特別報告書
（https://www.ipcc.ch/sr15/）を参照。 
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また、Carbon Trackerは、石油・ガス
の資本支出の大部分（68%）がこの気候
シナリオに沿っていないという評価を下
しています。さらに、Carbon Tracker
の分析で、電力・公益事業セクターの対
象企業のうち、1.75℃未満の気候シナリ
オに整合する石炭発電縮小計画がある
のは、たったの 26%であることが示され
ました（2019年の 13%よりは増加してい
ます）。

同様に、2 Degree Investing Initiative
の分析から、自動車企業では、内燃エン
ジン（ICE）からハイブリッド車や電気自
動車への技術の転換を適度なペースで
行うために必要な投資が不足しているこ
とがわかりました。 

2050年までに実質ゼロを達成するた
めのターゲットあるいは意欲的目標を掲
げることは非常に重要であるものの、具
体的目標のカバーする範囲、意欲的目
標、資本支出、長期目標に沿った戦略や
計画は、明らかに不十分です。

2020年の主な課題

本報告書では、2020年の企業エンゲー
ジメントで投資家によって提起された重
要な課題についても、まとめて掲載して
います。主なものは以下の通りです。

• 排出量実質ゼロの意欲的目標、さらに
は、資本支出と、短期・中期の具体的

目標、実質ゼロに向けた長期の移行の
ための企業の戦略および計画策定を
整合させる必要性。

• 公正な移行、および、従業員や地域の
ための適切な移行計画策定について
の、企業に対する投資家からの期待。
移行計画は、ベストプラクティスに従
い、さまざまな協議の結果を反映し、
明確に情報公開されること。

• 業界団体によるロビー活動。2020年
のClimate Action 100+のエンゲー
ジメントによるこの問題の世界的な進
展と、新型コロナウイルスの影響で景
気回復策として化石燃料のロビー活動
が増加したことに関する分析。

対象企業の新規追加

Climate Action 100+の対象リスト
は、9社の戦略的追加と2社の削除が行
われ、現在 167社となっています。本報告
書は、2019年～ 2020年にイニシアチ
ブのエンゲージメント対象となった 160
社の評価について述べていますが、これ
には、現在リストからは削除されている2
社（Southern Copper Corporation
およびWesfarmers）も含まれていま
す。本年対象リストに追加された 9社の
評価は、2021年の進捗報告書で報告し
ます。

今後の優先事項

2021年にイニシアチブが重点的に取り
組む主な優先事項は以下の通りです。

• Climate Action 100+ネットゼロ企
業ベンチマークに基づく企業エンゲー
ジメントと、企業スコアカードの初公表

• 世界全体でのセクター別脱炭素化に
関するポジションペーパーの作成

• Climate Action 100+ネットゼロ企
業ベンチマークの指標の開発継続（ロ
ビー活動や公正な移行など）

• 参加投資家の経験的知識の向上と、イ
ニシアチブにおける参加投資家の説
明責任の強化 

地域ごとのワーキンググループの優先事
項やプロジェクト、世界中の対象企業に
対して参加投資家が現在実施しているエ
ンゲージメントに加えて、上記の優先事
項に取り組みます。

報告内容の 
エグゼクティブサマリー
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進捗状況の評価方法

Climate Action 100+イニシアチブの主な目標とは

Climate Action 100+は、グローバル経済の脱炭素化は複雑であり、企業、
地域、セクターによって独自の戦略とアプローチが必要であると考えています。
しかし投資家は、企業の取締役会と経営陣に以下についてのコミットメントを
求める共通のグローバルなエンゲージメントアジェンダが必要だという認識で
一致しています。

Climate Action 100+運営委
員会と、それを支援する投資家ネッ
トワークは、企業のエンゲージメン
トを行う投資家が最良のデータと
調査結果を入手し、企業が投資家
の期待やイニシアチブの目標に整
合しているかどうかを、十分な情報
に基づいて評価できるよう取り組
みました。

2020 年、Climate Action 100+ イ
ニシアチブは、Climate Action 100+
ネットゼロ企業ベンチマークを開発しま
した。このベンチマークは、まったく異
なる 2つの分析手法とデータセットを利
用しています。いずれも、企業の取り組
み状況を評価し、投資家に高い透明性を
提供することを目的としています。

開示情報評価 

このフレームワークは、イニシアチブの
全体的な目標を反映した 10の指標で構
成されています。パリ協定の目標に沿っ
た野心的目標、GHG排出量削減ター
ゲット、脱炭素化戦略、資本配分の整合
性、気候政策の支持、ガバナンス、公正
な移行、情報開示などの具体的な項目
について、企業の整合性を評価します。
Transition Pathway Initiative（TPI）
が企業の開示情報の調査・分析を実施
し、それに基づいて企業のスコアを算出
します。

資本配分評価

Carbon Tracker Initiative と 2 
Degree Investing Initiativeは、さま
ざまな気候変動シナリオと関連付けて企
業の資本支出（CAPEX）と生産高を分
析し、パリ協定目標と照らし合わせた企
業活動の妥当性や整合性について、よ
り詳しい知見を投資家に提供します。第
三者によるこれらの追加分析は、ベンチ
マークの指標 6に関連する企業の開示
情報に対応するもので、上流の石油・ガ

ス関連企業、電力・公益事業（石炭およ
びガスの発電資産）関連企業、および自
動車関連企業が対象となります。その他
のセクターの企業に対する同様の分析
は今後追加されます。 

新しいベンチマークと、対象企業の
整合性を評価するためのさまざまな
手 法 の 策 定 は、Carbon Tracker 
Initiative（CTI）、 InfluenceMap
（IM）、Transition Pathway Initiative
（TPI）、2 Degree Investing Initiative
（2DII）で構成されるClimate Action 
100+ Technical Advisory Groupが
中心となって行いました。 気候変動のリスクと

機会のガバナンス
向上

パリ協定の 
目標に一致する
GHG排出量削減 

気候変動関連 
財務情報開示 
タスクフォース
（TCFD）の提言に
沿った情報開示の
強化
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Climate Action 100+ 
ネットゼロ企業ベンチマーク 

Climate Action 100+ネットゼ
ロ企業ベンチマークは、2020年
に、50近くの参加投資家や、投
資家ネットワークの専門家、気候
問題の研究やデータを扱う大手
NGO、企業関係者などから、協
力や意見を得て開発されたもの
で、各地域の市場やあらゆるセク
ターに適用できる堅実かつ公正な
指標を定めています。

ベンチマークの目的 

Climate Action 100+ は、バリュー
チェーン全体での排出を含めたGHG排
出量が世界で最も多い企業や、投資家
のポートフォリオに気候関連リスクを最
も多くもたらしている企業、より広範な実
質ゼロ経済への移行を前進させるため
の大きな機会を有する企業に対する投
資家のアクションに重点的に取り組むこ
とを目指しています。Climate Action 
100+ネットゼロ企業ベンチマークは、対
象企業へのエンゲージメントを円滑化す
るための堅実で透明性の高いツールを
投資家に提供することで、この取り組み
をサポートします。ベンチマークは以下
の目的で使用されます。

• 継続的なエンゲージメント：ベンチマー
クは、イニシアチブの目的に整合する
ため企業が何をすべきかを見直し、明
確化します。また、進捗状況を追跡す
るためのメカニズムを提供します。

• エンゲージメントの展開：対象企業の
評価結果は、Climate Action 100+
対象企業について、次の展開の判断
（議決権行使など）に役立つ情報を提
供します。

• 意思決定：参加投資家は、イニシア
チブ活動期間の 5年目に、特に反応
の鈍い企業や取組状況の芳しくない企
業に対して、企業の評価結果を判断材
料として今後のアクションを検討します
（Climate Action 100+は当初より
活動期間を 5年に設定しています）。

• イニシアチブの透明性と報告書作成：
企業の評価結果はイニシアチブの進
捗報告書のもととなり、またイニシアチ
ブの全般的な有効性を判断するため
に使用されます。

• 整合・不整合の評価：企業が表明して
いる意欲的目標と、計画している投資、
活動、プロジェクトなどとの間の整合性
を評価します。 

CLIMATE ACTION 100+  2020年 進捗報告書
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開示情報指標 データ提供元

1 2050年まで（またはもっと早期）にGHG排出量実質ゼロとする野心的目標 1

1.1 当該企業は、2050年まで（またはもっと早期）にGHG排出量実質ゼロを達成するための野心的目標を設定している。 TPI

1.1a 当該企業は、スコープ 1および 2の 95%以上を明確に含めた、GHG排出量実質ゼロの定性的な野心的目標を表明している。 TPI

1.1b 当該企業の GHG排出量実質ゼロ目標は、その企業のセクターにとって最も重要なスコープ 3の GHG排出カテゴリー（該当する場合）を対象としている。 TPI

2 長期的（2036年～ 2050年）GHG削減ターゲット

2.1 当該企業は、明確に定義されたスコープの排出に関し、自社の GHG排出削減に向けた長期的（2036年～ 2050年）ターゲットを設定している。 TPI

2.2
長期的（2036年～ 2050年）GHG削減ターゲットは、スコープ 1および 2の排出量の 95%以上、ならびに、最も重要なスコープ 3の排出量（該当する
場合）を対象としている。 

TPI

2.2a 当該企業は、このターゲットがスコープ 1および 2の排出量全体の 95%以上を対象とすることを明示している。 TPI

2.2b
当該企業がスコープ 3の GHG排出量削減ターゲットを設定している場合、その企業のセクター（該当するセクター）にとって最も重要なスコープ 3の排出カ
テゴリーを対象とし、当該企業はスコープ 3ターゲットの設定に使用した手法を開示している。 

TPI

2.3
長期的ターゲットは、世界の気温上昇を、低オーバーシュートもしくはオーバーシュートなしで 1.5℃2に抑えるというパリ協定の目標を達成するための経路
（IPCC 1.5℃特別報告書の経路 P1または 2050年排出量実質ゼロに相当）に整合している。3 TPI

3 中期的（2026年～ 2035年）GHG削減ターゲット

3.1 当該企業は、明確に定義されたスコープの排出に関し、自社の GHG排出削減に向けた中期的（2026年～ 2035年）ターゲットを設定している。 TPI

3.2
中期的（2026年～ 2035年）GHG削減ターゲットは、スコープ 1および 2の排出量の 95%以上、ならびに、最も重要なスコープ 3の排出量（該当する場
合）を対象としている。

TPI

3.2a 当該企業は、このターゲットがスコープ 1および 2の排出量全体の 95%以上を対象とすることを明示している。 TPI

3.2b
当該企業がスコープ 3の GHG排出量削減ターゲットを設定している場合、その企業のセクター（該当するセクター）にとって最も重要なスコープ 3の排出カ
テゴリーを対象とし、当該企業はスコープ 3ターゲットの設定に使用した手法を開示している。

TPI

3.3
中期的ターゲットは、世界の気温上昇を、低オーバーシュートもしくはオーバーシュートなしで 1.5℃2に抑えるというパリ協定の目標を達成するための経路
（IPCC 1.5℃特別報告書の経路 P1または 2050年排出量実質ゼロに相当）に整合している。3 TPI

開示情報指標

開示情報指標は、企業による開
示情報に基づく指標です。全部で
10の指標があり、各指標に 1つま
たは複数のサブ指標があります。 

Climate Action 100+ネットゼロ企 
業ベンチマークの開示情報指標に企
業データを提供する調査機関には、
Transition Pathway Initiative（TPI）
が任命されました。TPIの調査および
データ収集には、London School 
of Economics（LSE）の Grantham 
Research Institute on Climate 
Change and the Environmentと、
FTSE Russellが協力しています。企
業が開示する公開情報を TPIが収集
し、これを開示情報指標と照らし合わせ
ることによって、各対象企業の評価を行
い、スコアを決定します。調査結果およ
びスコアは、2021年前半に Climate 
Action 100+のウェブサイトで公開さ
れる予定です。本報告書では、開示情
報指標の一部を使用したセクター別の
評価について報告します。
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開示情報指標 データ提供元

4 短期的（2020年～ 2025年）GHG削減ターゲット

4.1 当該企業は、明確に定義されたスコープの排出に関し、自社の GHG排出削減に向けた短期的（2020年～ 2025年）ターゲットを設定している。 TPI

4.2
短期的（2020年～ 2025年）GHG削減ターゲットは、スコープ 1および 2の排出量の 95%以上、ならびに、最も重要なスコープ 3の排出量（該当する
場合）を対象としている。

TPI

4.2a 当該企業は、このターゲットがスコープ 1および 2の排出量全体の 95%以上を対象とすることを明示している。 TPI

4.2b
当該企業がスコープ 3の GHG排出量削減ターゲットを設定している場合、その企業のセクター（該当するセクター）にとって最も重要なスコープ 3の排出カ
テゴリーを対象とし、当該企業はスコープ 3ターゲットの設定に使用した手法を開示している。

TPI

4.3
短期的ターゲットは、世界の気温上昇を、低オーバーシュートもしくはオーバーシュートなしで 1.5℃2に抑えるというパリ協定の目標を達成するための経路
（IPCC 1.5℃特別報告書の経路 P1または 2050年排出量実質ゼロに相当）に整合している。3 TPI

5 脱炭素化戦略 4

5.1 当該企業は、自社の長期・中期・短期的な GHG削減ターゲットを達成するための脱炭素化戦略を有している。 TPI

5.1a
当該企業は、対象期間内に自社の GHG削減ターゲットを達成するために、実施する一連のアクションを特定している。これらの対策では、GHGの主な排
出源（該当する場合、スコープ 3も含む）について明確に言及している。

TPI

5.1b
当該企業は、自社の主な排出源（該当する場合、スコープ 3も含む）に関連する戦略の重要な要素を数値化している（技術構成や製品構成の変更、サプライ
チェーン対策、研究開発支出など）。

TPI

5.2 当該企業の脱炭素化戦略には、低炭素製品およびサービスから得られる「グリーン収益」へのコミットメントが含まれている。5 TPI

5.2a 当該企業は、すでに「グリーン収益」を生み出しており、売上全体に占めるグリーン収益の割合を開示している。 TPI

5.2b
当該企業は売上全体に占めるグリーン収益の割合を増やすためのターゲットを設定しているか、または、セクター平均を上回るグリーン収益の割合を開示し
ている。

TPI

企業が開示する 
公開情報を TPIが収集し、 
これを開示情報指標と 
照らし合わせることによって、
各対象企業の評価を行い、
スコアを決定します。 
調査結果およびスコアは、
2021年前半に公開される
予定です。

開示情報指標
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開示情報指標 データ提供元

6 資本配分の整合性 6

6.1 当該企業は、将来の資本支出の脱炭素化に取り組んでいる。 TPI

6.1a 当該企業は、将来の資本支出を、自社の長期的な GHG削減ターゲットと整合させることへの明確なコミットメントを行っている。 TPI

6.1b 当該企業は、将来の資本支出を、パリ協定の世界の気温上昇を 1.5℃に抑えるという目標と整合させることへの明確なコミットメントを行っている。 TPI

6.2 当該企業は、自社の将来の資本支出がパリ協定と整合しているかを判断するために使用した手法を開示している。 TPI

6.2a
当該企業は、自社の将来の資本支出を、自社の低炭素化目標と整合させるために使用した手法を、主要な前提および重要業績評価指標（KPI）を含めて開示
している。

TPI

6.2b 当該手法では、1.5℃シナリオと整合する将来の資本支出の割合や、炭素集約型資産への資本支出が最大となる年度を含む、主な成果が数値化されている。 TPI

7 気候政策エンゲージメント 7

7.1 当該企業は、気候変動関連のロビー活動に関してパリ協定に整合した立場をとり、その直接的なロビー活動はすべてこの立場に整合している。 TPI

7.1a 当該企業は、自社のすべてのロビー活動をパリ協定の目標に整合させて実施するという具体的なコミットメントや立場の表明を行っている。 TPI

7.1b 当該企業は、実施している気候変動関連ロビー活動（会合、政策提案など）を列挙している。 TPI

7.2 当該企業は、所属する業界団体がパリ協定に整合するロビー活動を行うことを期待し、業界団体への所属状況を開示している。 TPI

7.2a 当該企業は、所属する業界団体がパリ協定に整合するロビー活動を行うようにするという具体的なコミットメントを行っている。 TPI

7.2b 当該企業は、自社の業界団体への所属状況を開示している。 TPI

7.3 当該企業は、所属する業界団体がパリ協定に整合するロビー活動を行うようにするためのプロセスを有している。 TPI

7.3a 当該企業は、所属する業界団体の気候変動に対する立場またはパリ協定との整合性のレビューを実施し、公表している。 TPI

7.3b 当該企業は、レビューの結果を受け、どのような措置を講じたかについて説明している。 TPI

開示情報指標
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開示情報指標 データ提供元

8 気候ガバナンス

8.1 当該企業の取締役会は、気候変動の監督を明確に実施している。 TPI

8.1a

当該企業は、気候変動リスクの管理に対して、取締役会または取締役会委員会が監督を行っている証拠を、次のうち 1つ以上によって開示している。

• （サステナビリティの成果だけでなく）気候変動に対して明確な責任を負う経営役員または経営委員会委員が存在し、当該役員か委員が取締役会または取締
役会レベルの委員会に報告を行っている。 

• CEOが気候変動に対して責任を負い、なおかつ、気候変動問題に関して取締役会に報告を行っている。 

• （サステナビリティの成果だけでなく）気候変動に対して責任を負う委員会（取締役会レベルの委員会でなくてもよい）が存在し、当該委員会が取締役会また
は取締役会レベルの委員会に報告を行っている。

TPI

8.1b

当該企業は、以下のいずれかにより、気候変動に対して責任を負う取締役会レベルの役職を設けている。 

• 気候変動に対して明確な責任を負う取締役会の役職、または 

• CEOが取締役会の一員である場合は、CEOが気候変動に対して責任を負う

TPI

8.2 当該企業の役員報酬体系に気候変動に関する成果の要素が組み込まれている。 TPI

8.2a
当該企業の CEOまたは他の上級役員 1名以上の報酬についての取り決めに、業績連動報酬を決定するKPIとして、気候変動に関する成果が明確に組み込
まれている（「ESG」や「サステナビリティの成果」と言及するのみでは不十分）。

TPI

8.2b
当該企業の CEOまたは他の上級役員 1名以上の報酬についての取り決めに、業績連動報酬を決定するKPIとして、企業の GHG削減ターゲット達成に向
けた進捗状況が組み込まれている（関連する指標 2、3、または 4のターゲットを達成する必要がある）。

TPI

8.3 取締役会は、気候変動関連のリスクと機会を評価し管理するための十分な能力を有している。 TPI

8.3a 当該企業は、自社の取締役会の気候リスク管理能力を評価し、その評価結果を開示している。 TPI

8.3b
当該企業は、取締役会の気候リスク管理能力を評価するために用いる基準またはそれらの能力を向上させるために実施している施策についての詳細を開示
している。

TPI

開示情報指標
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開示情報指標 データ提供元

9 公正な移行 8 

9.1 当該企業は、低炭素ビジネスモデルへの移行が自社の従業員およびコミュニティに及ぼす影響について考慮している。 TPI

10 TCFD開示

10.1 当該企業は、気候変動関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言を実施することへのコミットメントを行っている。 TPI

10.1a
当該企業は、自社の開示を TCFD提言と整合させることへの明確なコミットメントを行っているか、または、TCFDのウェブサイトに賛同企業として掲載さ
れている。

TPI

10.1b 当該企業は、TCFDと整合する開示を自社の年次報告書に明確に記載するか、または、TCFD報告書でそうした開示内容を公表している。 TPI

10.2 当該企業は、気候シナリオ計画を用いて自社の戦略および事業のレジリエンスを検証している。 TPI

10.2a 当該企業は、定量的要素を含む気候関連シナリオ分析を実施し、その結果を開示している。 TPI

10.2b
定量的シナリオ分析は、1.5℃シナリオを明確に含み、全社を対象とし、使用した主要な前提および変数を開示し、特定された重要なリスクおよび機会につ
いて報告している。

TPI

1  企業に求められるGHG排出量実質ゼロの達成期限はセクターによって異なります。電力・公益事業など一部のセクターに属する企業は、GHG排出量実質ゼロを 2040年、あるいはそれより早く達成するという、さらに意欲的な目標の設定を求められ
る可能性があります。こうしたセクターによる相違は、ネットゼロ企業ベンチマークの更新版にて今後反映される予定です。

2  サブ指標 2.3、3.3、4.3は、Transition Pathway Initiativeの Carbon Performance方法論に基づくものです。Sectoral Decarbonisation Approach（SDA）という、気温上昇を工業化前に比べて 2℃未満に抑えるために必要な GHG削減
目標を企業が設定するための科学的根拠に基づく手法を利用しています。

3  信頼できる 1.5℃シナリオがない場合は、2℃未満シナリオに沿って企業の評価が行われます。1.5℃シナリオが利用可能となった時点で、企業の評価を調整します（次回の報告時に可能となる見込み）。
4  カーボンオフセットやカーボンクレジットの利用は避けるか、適用するとしても限定的でなければなりません。実行可能な脱炭素化技術が存在するセクターの企業は、カーボンオフセットや「二酸化炭素除去」を利用すべきではありません。たとえば、石
炭火力発電所の排出を相殺するためのカーボンオフセットは評価できるものとは見なされません。なぜなら、石炭火力発電所には実行可能な代替技術が存在するからです。 

5  この評価では、EU域内に本社を置く企業の売上高（または収益）については EUのグリーンタクソノミー基準を利用します。EU域外に本社を置く企業については、2021年第 1四半期版のベンチマークでの評価を行いません。非 EU企業の評価基準
は、グリーン収益の分類体系や各地域のタクソノミーの利用について幅広く議論しながら開発を継続します。

6  指標 6に関して、Carbon Tracker（CT）と2 Degree Investing Initiative（2DII）が提供する別の資本配分指標が企業スコアカードに追加されます。CTと2DIIは、幅広い気候変動シナリオに照らし合わせながら対象企業の最近の CAPEXと生産
高を分析し、企業の資本配分計画に関して、より詳しい知見を投資家に提供します。これらは、まずは上流の石油・ガスセクター、電力・公益事業セクター、自動車セクターの対象企業に適用されます。 

7  現在のベンチマーク指標、中でも気候政策エンゲージメントに関する指標 7は改良予定であり、次回の評価サイクルまでのアップデート完了を目途に今後も開発を継続します。
8  この指標は今後も開発を継続する予定であり、2021年の企業スコアカードではこの指標による企業の評価を行いません。

開示情報指標

CLIMATE ACTION 100+  2020年 進捗報告書
2020



2進捗状況の評価方法

3企業の進捗状況

5

はじめに 1

4地域ごとの進捗状況

Climate Action 100+ネットゼロ企業 
ベンチマーク 

開示情報指標

資本配分指標

2020年の主な課題

6Climate Action 100+のガバナンス

付録 7

資本配分指標

資本配分指標は開示情報指標を補完
するもので、これにより投資家は、企
業の資本配分計画の妥当性や、企
業の表明する排出削減目標との整
合性について、より詳しい知見を得
ることができます。これらの指標は、
Carbon Tracker（CTI）と2 Degree 
Investing Initiative（2DII）の提供に
よるもので、現在は Climate Action 
100+の一部の対象企業に適用され
ています 1。

資本配分指標 

本報告書に記載している資本配分
指標は、CTIと2DIIが開発した指
標の一部です 2。

これらの指標では、International 
Energy Agency（IEA）が提供する
以下の気候シナリオ3を利用して企
業の評価を行います。

• IEAの Beyond 2 Degrees 
Scenario（B2DS）

• IEAの Stated Policies 
Scenario（STEPS）

• IEAの Sustainable 
Development Scenario
（SDS） 

上流の石油・ガス関連企業

指標 データ提供元

2019年に対象企業で認可された従来型・非従来型の石油・ガスプロジェクトのうち、IEA B2DSに整合していないもの
が何件あるか。

CTI

当該企業が減損価格の見通しを公表している場合、現状維持、下降、上昇のいずれか。 CTI

石油、ガス、および全体に関し、潜在的資本支出総額（STEPSの上限以下）のうちB2DSに整合しているのは何%か。 CTI

石油、ガスに関し、潜在的資本支出総額（STEPSの上限以下）のうちB2DSに整合していないのは何%か。 CTI

電力・公益事業

指標 データ提供元

企業の現在および将来の資本ストックおよび資本支出と、気候シナリオとの整合性。 2DII

企業の将来（2025年）の技術構成の、市場平均との比較。 2DII

当該企業は、CTIによる IEA B2DSシナリオの解釈に沿って、2040年までに石炭火力発電所を全廃することを表明し
ているか。

CTI

当該企業は、CTIによる IEA B2DSシナリオの解釈に沿って、2040年までにガス火力発電所を全廃することを表明し
ているか。

CTI

自動車関連企業（運輸セクター）

指標 データ提供元

企業の現在および将来の資本ストックおよび資本支出と、気候シナリオとの整合性。 2DII

企業の将来（2025年）の技術構成の、市場平均との比較。 2DII

1 CTIの指標は上流の石油・ガスおよび電力・公益事業、2DIIの指標は自動車と電力・公益事業を対象としています。 
2 2 Degrees Investing InitiativeによるClimate Action 100+対象企業の分析の詳細は、https://2degrees-investing.org/resource/pacta-company-profiles-engaging-with-companies-to-pursue-climate-action/を参照してくだ
さい。Carbon TrackerによるClimate Action 100+対象企業の分析の詳細は、https://carbontracker.org/reports/making-it-mainstream-ca100-power-utility-profiles/を参照してください。 

3 Climate Action 100+は、2050年までに排出量実質ゼロを求める 1.5℃シナリオを用いて企業の評価を行う予定です。2020年 10月、IEAは、気候変動に関する政府間パネルによる「1.5℃特別報告書」（IPCC SR1.5）の道筋に沿って、2050年ま
でに排出量実質ゼロのシナリオを発表しました。IEAは、様々なセクターで企業の整合性を評価するために必要なセクターレベルでの詳細な実質ゼロ分析はまだ公表していません。 
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ネットゼロ企業 
ベンチマークの 
次のステップ 

ネットゼロ企業ベンチマークは、リリース
後、初回の企業評価を行った後も、投資
家の優先事項に基づいて引き続きアッ
プデートや見直しを行い、企業の移行へ
の取り組み状況を評価するために必要
な最新の情報や手法を採り入れていき
ます。特に、以下の 5つのテーマは、将
来版のネットゼロ企業ベンチマークに最
優先で組み込まれる予定です。

• 1.5℃シナリオ：IEAの 1.5℃シナリオ
が存在しないため、Climate Action 
100+と調査機関Transition Pathway 
Initiativeは利用可能な選択肢を検討
し、必要に応じて別の手法の開発に着手
します。

• 整合性評価手法の適用セクター拡大：
現時点では、化学、消費財、その他
の工業およびサービスなど一部のセ
クターの企業については、GHG削減
ターゲットの整合性を評価するための
十分な手法が存在しません。Climate 
Action 100+とTPIは、将来版に向
けて、これらのベンチマーク開発に取り
組みます。

• 気候を考慮した会計処理：企業の会計
処理や関連情報の開示が、さまざまな
気候シナリオに関連する移行リスクを
考慮した結果を反映しているかどうか
を評価するため、新たな開示情報指標
の開発に最優先で取り組みます。 

• 公正な移行：2021年は企業に対して
公正な移行に関する評価を行いませ
んが、Climate Action 100+では公
正な移行の主な支持者や専門家らを
交えて適切な情報開示の要求事項や
スコアリング手法を策定し、次回のレ
ポートから適用する予定です。

• グリーン収益指標の拡大：現在の指標
5.2は、EU域内に本社を置く企業の売
上高または（収益）に対し、EUのグリー
ンタクソノミー基準を適用しています。
したがって、EU域外に本社を置く企業
については、2021年版のベンチマー
クでの評価を行いません。将来版の指
標では、適切なグリーン収益の分類体
系や、利用可能であれば各地域のタク
ソノミーを利用し、非 EU企業の評価
を行う予定です。

これらの新しい手法や指標は、2022年
のベンチマークまでに開発される予定
です。

新しいベンチマークのフレームワークは、 
どのようにして対象企業に伝えられたのか 

2020年 9月、ネットゼロ企業ベンチマークは、対象企業の最高経営責任者、
取締役会長、またはしかるべき窓口に宛てた書簡によって、正式に対象企業に
通知されました。多くの企業が事業を行っている国では、政府が国別約束草案
（NDC）の目標の上方修正を求められており、現時点では 1.5℃または 2℃を十
分に下回る目標を達成する軌道上にないとして、書簡は企業に対して以下のこと
を求めました。 

1.  新しいClimate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマークに沿った情報開示
（TCFD提言に基づく開示を含む）を行い、企業の長期的価値のポテンシャ
ルを投資家が評価できるようにすること。

2.  企業が現行の NDCを上回る戦略を大筋でまとめるか、2050年までにすべ
ての重要な GHGの排出量実質ゼロを達成するための適切な資本投資を実
施することを確認し、2030年までに世界全体の排出量を 2010年比で 45%
削減するという目標 1に沿った中期目標を設定すること。 

3.  Climate Action 100+の参加投資家による実質ゼロ移行アクションプラン
の策定および実施に参加し、企業のセクターもしくはバリューチェーン全体
での排出量実質ゼロ達成に向けた道筋を示すこと。

1 2018年 10月に発表された IPCCの「1.5℃特別報告書」は、地球温暖化を 1.5℃に抑えるためには、土地、エ
ネルギー、工業、建物、運輸、都市における「急速かつ広範囲な」移行が必要であるとしています。また、人間
活動による世界の二酸化炭素（CO2）排出量を、2030年までに 2010年の水準から約 45%削減し、2050年
には「実質ゼロ」にする必要があります。この成果を達成するために必要な 2030年GHG排出量削減目標はセ
クターによって異なります。詳しくは、こちらを参照してください。  

117社
の対象企業が 
書簡に公式に回答

進捗状況の評価方法
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ベンチマークは、国別約束草案（NDC）や、その他の情報開示フレームワーク
や目標設定手法と、いかにして整合しているのか

国別約束草案（NDC） 

一部の対象企業は、上場している国の国別約束草案（NDC）に沿った排出削減目標を設定しています。
NDCはUNFCCCの手続きに沿って上方修正が行われます。Climate Action 100+ネットゼロ企業
ベンチマークは、企業の掲げる目標やその他の指標を、2050年までの実質ゼロ達成に向けた信頼で
きる道筋（地球温暖化を 1.5℃に抑えることを目指す）と比較することによって企業の評価を行うものであ
り、所属するセクターや地域においてこの問題に対処するために必要な道筋を明らかにするよう企業に
求めています。企業の目標がその国の NDC1に整合していても、ベンチマークの評価では 1.5℃の道筋
に整合していないと判断されるケースもあり得ます。 

セクターによっては脱炭素化への妥当な道筋が十分に示されておらず、そのため排出量実質ゼロの道
筋が実際にどのようなものなのかを理解することは、企業と投資家の双方にとって困難でした。投資家
は、企業が GHG目標の選択にどの道筋を用いているか、そしてそれがどの程度投資家の期待に沿っ
ているかを見極めるため、今後も企業へのエンゲージメントを継続していきます。

その他の主なフレームワークおよびメカニズム 

TCFD以外にも、さまざまな気候変動報告の仕組み（CDPなど）や、目標設定の仕組み（Science 
Based Targets Initiativeなど）、企業の低炭素化への取り組みを評価するためのフレームワーク（TPI
など）が存在します。Climate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマークは、そうしたイニシアチブや
メカニズム、フレームワークを補完することを目的に開発されました。企業の報告内容の中で、特に投
資家が求める開示について詳細な情報を提供することを意図して作られており、将来的な排出量実質ゼ
ロに向けた企業の移行計画に特に重点を置いています。

1 パリ協定に基づき、より意欲的な NDCが UNFCCCの手続きを経て 2020年 11月の COP26で発表されることになっていましたが、 
新型コロナウイルス感染拡大により2021年に延期されました。

進捗状況の評価方法
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企業の 
進捗状況

本報告書が示す通り、2050年実質ゼロの目標を掲げる対象
企業の数は急激に増え、意欲も非常に高まっていますが、その
一方で、目標の対象範囲、とりわけスコープ 3の排出量に関し
ては、明らかに不十分です。また、企業は自社の資本支出や戦
略を実質ゼロ目標に整合させるため、一層の努力が必要です。

43%
Climate Action 100+ 
イニシアチブのエンゲージ 
メントを受けている対象企業
のうち、実質ゼロの目標を
設定している企業の割合

10%
CLIMATE ACTION 100+ 
イニシアチブのエンゲージ 
メントを受けている対象企業
のうち、企業の最も重要な 
スコープ 3の排出量を対象に
含めた 2050年実質ゼロの目
標を設定している企業の割合

3
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Climate Action 100+のガバナンス

付録

はじめに 1

企業の進捗レビュー 

ここでは、TPIの提供による開示情
報指標を用いたレビューの結果を
まとめました。Climate Action 
100+ネットゼロ企業ベンチマー
クの一部の指標に基づき、全対
象企業の取り組み状況を報告し
ます。

2050年までにGHG排出量を実質ゼロとするターゲットまたは意欲的目標を設定している企業

0

20

40

60

80

100

31%

消費財
(14社 )

スコープ 1および 2の排出量を対象とする 2050年実質ゼロのターゲットまたは意欲的目標を設定している企業

工業
(26社 )

採鉱・金属
(23社 )

石油・ガス
(39社 )

運輸
(26社 )

公益事業
(31社 )

合計

12%

38%

8%
4%

12%

19%

8% 10%

31%

54%

38%

69%

43%

最も重要なスコープ 3の排出量を対象とする 2050年実質ゼロのターゲットまたは意欲的目標を設定している企業

実質ゼロ目標：2020年 11月、 
TPIによる企業評価

半分近く（43%）の企業が、2050年ま
でにGHG排出量を実質ゼロにするとい
う明確な意欲的目標を設定しており、順
調なスタートを切ったと思われます。しか
し、分析によると、セクターにとって最も
重要なスコープ 3の排出量を対象に含
めている企業ははるかに少なく、10%に
とどまりました。
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はじめに 1

企業の進捗レビュー

中期的ターゲット：2020年 3月、TPIによる企業評価

対象企業の 3分の 1以上（38%）が中期的ターゲットを設定して
おり、29%が自社の事業活動によって生じる排出量（スコープ
1および 2）の 95%以上を目標に含めています。重要なスコー
プ 3の排出量を含めた中期的ターゲットを設定している企業は
20分の 1（5%）にすぎません。

0

20

40

60

80

100

消費財
(14社 )

工業
(26社 )

採鉱・金属
(23社 )

石油・ガス
(39社 )

運輸
(26社 )

公益事業
(31社 )

合計

57%

43%

14%

46%

22% 22% 21%

13%

27%

55%

35%
38%

29%

23%

38%

8%

0% 0%

6%4% 5%

中期的ターゲット（2026年～ 2035年）を設定している企業

スコープ 1および 2の排出量の 95%以上を対象とする中期的ターゲットを設定している企業

最も重要なスコープ 3の排出量を対象とする中期的ターゲットを設定している企業

GHG排出量削減の中期的ターゲット（2026年～ 2035年）を設定している企業
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Climate Action 100+のガバナンス

付録

はじめに 1短期的ターゲット：2020年 3月、TPIによる企業評価

対象企業の半分以上（51%）が短期的な排出量削減ターゲット
を設定しています。3分の 1弱（31%）の企業が自社の事業活動
によって生じる排出量（スコープ 1および 2）の 95%以上を含め
たターゲットを設定していますが、重要なスコープ 3の排出量
をターゲットに含めている企業はやはり非常に少なく、4%にと
どまっています。 

企業の進捗レビュー

0
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57%

50%

14%

50%

39%

26%

38%

15%

81%

42%

23%

51%

35%
38%

8%
4%

0%

31%

4%
0% 0%

消費財
(14社 )

工業
(26社 )

採鉱・金属
(23社 )

石油・ガス
(39社 )

運輸
(26社 )

公益事業
(31社 )

合計

短期的ターゲット（2020年～ 2025年）を設定している企業

スコープ 1および 2の排出量の 95%以上を対象とする短期的ターゲットを設定している企業

最も重要なスコープ 3の排出量を対象とする短期的ターゲットを設定している企業

GHG排出量削減の短期的ターゲット（2020年～ 2025年）を設定している企業
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Climate Action 100+のガバナンス
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はじめに 1気候変動に関する取締役会のガバナンス： 
2020年 3月、TPIによる企業評価

対象企業の 4分の 3以上（78%）が、取締役会または取締役会
委員会が気候変動リスクの管理について監督を行っていること
の明確な証拠を開示しています。また、半分近く（45%）が、気
候変動リスクに対して責任を負う取締役会レベルの役職を設け
ています。

企業の進捗レビュー

0

20

40

60

80

100 93%

気候変動に関して取締役会レベルのガバナンスを開示している企業

50%

65%

31%

43% 44%
50%

52%

45%

61%

90%

77%
81%

78%

気候変動に対して責任を負う取締役会レベルの役職を設けている企業

消費財
(14社 )

工業
(26社 )

採鉱・金属
(23社 )

石油・ガス
(39社 )

運輸
(26社 )

公益事業
(31社 )

合計

取締役会が気候変動の監督を明確に実施している企業
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付録

はじめに 1

石油・ガスセクター

Climate Action 100+対象企
業リストに載っている 39社の石
油・ガス関連企業には、上流、中
流、下流の生産者が混在しており、
総合エネルギー会社も多数含まれ
ています。

スコープ 3の排出量も含めると、石油・
ガス業界は世界の排出量のおよそ 53%
を占めると推定されます。2このセクター
の最も重要な排出源は以下の通りです。

• エンドユーザーによる製品の使用、す
なわち、エネルギー、輸送、産業プロ
セスのための石油・ガスの燃焼。

• 抽出・採掘、フレアリング、通気孔や漏
れ口からの漏洩排出などの、上流での
排出。

• 輸送による中流での排出。 

• 石油・ガスから他の製品を製造する際
の電力使用などの下流での排出。

39社
対象企業 

1.9兆ドル
時価総額 1 

石油・ガスセクター

これらの企業は排出量が非常に多く、今
世紀半ばまでに脱炭素社会に移行する
ことを考えれば石油・ガス製品の需要見
通しは極めて不確実なため、移行リスク
が高いと投資家は見ています。投資家は
これらの企業に対し、2050年排出量実
質ゼロに沿った長期目標やターゲットを
策定することと、事業計画やガバナンス
体制、ポートフォリオ認可、戦略をこの包
括的目標に整合させることを求めていま
す。対象企業にはそれぞれ独自性がある
ため、投資家は当該企業が将来に向けて
どのように移行しようと考えているのか、
石油・ガスの探査・生産への今後の資本
支出をどのような前提に基づいて決定し
ているのか、把握するようにしています。
このセクターのもう 1つの大きな問題は、
気候関連のロビー活動です。石油・ガス
セクターを代表する業界団体は、カーボ
ンプライシングや排出権取引制度などの
環境規制に反対したり、業界にとって都
合のいいインセンティブを政府に求めた
りといった、問題の多いロビー活動を展
開してきた過去があります。投資家は、こ
うした矛盾は企業にとって大きなリスク
であると考えています。

1 提供元：Bloomberg、2020年 11月 30日現在
2 https://www.iea.org/reports/world-energy-outlook-2019
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はじめに 1

石油・ガスセクター

2020年は、以下のようにいくつかの企業で
Climate Action 100+の要請に応える進展
がありました。
• Repsolは、スコープ 1と 2に加え、自社
のスコープ 3排出量の一部を対象として、
2050年までに排出量実質ゼロを達成する
というコミットメントを発表しました。スコー
プ 3目標のコミットメントは、石油・ガス関
連企業としては初めてのことです。1

• BP、Shell、OMV AG、および Total2は、
スコープ 1と2の全体とスコープ3排出量の
一部を対象として、2050年までに排出量実
質ゼロを達成するというコミットメントを発
表しました。3

• ENEOSは、アジアの石油・ガス関連企業と
して初めて、2040年までに排出量を実質
ゼロにするという目標を掲げました。

• PetroChinaは、自社の気候方針をパリ協
定の目標に適合させる気候変動戦略を策定
し、2050年までに排出量を「ほぼゼロ」と
することを約束しました。

• Woodside Energy、ConocoPhillips、
Enbridgeは、2050年までに自社の事業
活動によって生じる排出量を実質ゼロにす
るというコミットメントを発表しました。

• Occidental Petroleumは、2040年まで
に自社の事業活動によって生じる排出量を実
質ゼロとする目標を掲げ、2050年までに同
社の製品の利用に関連する排出量を実質ゼ
ロにするという意欲的目標を表明しました。

1 石油・ガスセクターの排出量削減目標、実質ゼロ目標の対象範囲にはかなりばらつきがあります。目標の標準化をさらに進める必要があります。これは、イニシアチブの今後の優先事項となります。
2 Totalは、世界全体のスコープ 1と2を含めた排出量を 2050年までに実質ゼロ、ヨーロッパのスコープ 1、2、3を含めた排出量を 2050年までに実質ゼロ、さらに、世界全体のスコープ 3の排出量を、2030年までに 15%、2040年までに 35%削減とする中間目標を経て、2050年までに 60%削減することを表明しています。
3 各社の目標は対象範囲にばらつきがありますが、自社の排出量の全範囲を対象としているものはありません。

石油・ガスセクターの対象企業
BP
Canadian Natural 
Resources Limited
Chevron 
Corporation
China National 
Offshore Oil 
Corporation 
(CNOOC) Limited
China Petroleum 
& Chemical 
Corporation 
(Sinopec)
ConocoPhillips
Devon Energy 
Corporation
Ecopetrol Sa
Enbridge Inc.
ENEOSホールディン
グス株式会社
Eni SpA

Equinor
Exxon Mobil 
Corporation
Formosa 
Petrochemical
Gazprom
Imperial Oil
Kinder Morgan, Inc.
Lukoil OAO
Marathon 
Petroleum
Occidental 
Petroleum 
Corporation
Oil & Natural Gas
OMV AG
Origin Energy
PetroChina Co. Ltd
Petróleo Brasileiro 
SA - Petrobras

Phillips 66
PTT
Reliance Industries
Repsol
Rosneft Oil 
Company
Royal Dutch Shell
Santos Limited
Sasol Limited
SK Innovation Co 
Ltd
Suncor Energy Inc.
TC Energy
Total
Valero Energy 
Corporation
Woodside Energy
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石油・ガスセクター

Climate Action 100+ 
ネットゼロ企業ベンチマーク

TPIの提供による開示情報指標

ここでは、Climate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマークの一部の指標につい
て、セクターの取り組み状況を示すデータを見ていきます。

石油・ガスの対象企業の半分以上（54%）が、2050年までに排出量を実質ゼロにす
るという意欲的目標またはターゲットを設定しています。これは大きな前進です。しか
し、最終的な製品の利用から生じる最も重要な排出量の大部分を実質ゼロの目標に含
めている企業は、わずか 12%にすぎません。GHG排出量削減の中期的ターゲット、
短期的ターゲットを設定している企業は、長期目標より割合は少ないですが、それぞれ
21%、38%あります。しかし、最も重要なスコープ 3の排出量を含めた短期・中期的
ターゲットを設定している企業はありませんでした。 

ガバナンスに関しては、石油・ガスの対象企業の大部分（90%）が、気候変動リスクに
対して取締役会レベルの明確なガバナンスを実現しており、取締役会レベルで気候変
動に責任を負う役職を設けている企業も44%にのぼります。

90%
の企業が、気候変動リスクの 
管理を取締役会または取締役会
委員会が監督していることの 
証拠を提供しています

ベンチマーク指標 8.1 

短期的ターゲット
ベンチマーク指標 4.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための短期的（2020年～ 2025
年）なターゲットを設定している企業の割合。

中期的ターゲット
ベンチマーク指標 3.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための中期的（2026年～ 2035
年）なターゲットを設定している企業の割合。

2050年実質ゼロの野心的目標
ベンチマーク指標 1.1
明確に定義された排出スコープに関し、 
2050年までにGHG排出量を 100％削減 
する、実質ゼロターゲットまたは意欲的目標を 
設定している企業の割合。

これらの指標について、詳しくは企業の進捗レビューをご覧ください。

38% 21% 54%
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はじめに 1気候シナリオに整合しない認可済みプロジェクト

Carbon Trackerの分析によると、2019年に、上流の石油・ガ
ス対象企業の 4分の 3（76%）が、IEA B2DSに整合していない
と評価された従来型または非従来型の探査プロジェクトを認可し
ています。1 25社の計 194プロジェクトがこれに当たり、約 645億
ドルの資本支出に相当します。

減損会計における価格見通し

上流の資産の減損テストに用いられる将来の商品価格見通しは、
企業の今後の需要見通しの代用となる、投資家にとって重要な指
標です。  

2020年は、上流の石油・ガス対象企業 33社のうち 15社（45%）
が減損価格の見通しを公表しています（2019年は 14社で42%で
した）。そのうち、現状維持が最も割合が多く（対象企業の 21%）、
上昇が 18%、下降が 6%でした。残りの 55%は見通しを公表し
ていません。

資本支出の整合性

この指標は、上流の石油・ガス関連企業（33社）すべてを対象に、
2020年から 2030年までの未認可の石油・ガスプロジェクトと、
それに伴う2020年から 2040年の生産に対する、潜在的資本
支出が、IEA B2DSの需要抑制と整合しているかどうかを、IEA 
STEPS2で想定しているこれまで通りの事業アプローチと関連付
けて評価します。Carbon Trackerの評価では、上流の石油・ガ
ス対象企業の未認可の石油・ガスプロジェクトの資本支出のうち、
平均 32%が B2DSシナリオの需要抑制に整合し、残る 68%が
整合していませんでした。この数字は 2019年から変化していま
せん。

石油・ガスセクター

2019～ 2020年に対象企業で認可された従来型・非従来型の 
石油・ガスプロジェクトのうち、IEA B2DSに整合していない件数

企業が公表している減損会計における価格見通し―現状維持、 
下降、または上昇

石油・ガス対象企業の潜在的資本支出総額のうち IEA STEPS 
および IEA B2DSに整合している割合

194件
認可プロジェクトの数 
（25社の企業において） 

l  石油、ガス、および 
全体に関し、潜在的資本
支出総額（STEPSの 
上限以下）のうちB2DS 
および STEPSに整合 
している割合（%）

l  石油、ガスに関し、 
潜在的資本支出総額
（STEPSの上限以下）
のうち STEPSに整合し、
B2DSに整合していない
割合（%）

l 下降
l 現状維持
l 上昇
l 開示していない

6%

21%

18%

55%
32%

68%

1 国際エネルギー機関（IEA）の Beyond 2 Degrees Scenario（IEA B2DS）では、エネルギーセクターは
2060年までにカーボンニュートラルを実現し、2100年までに将来の気温上昇を 1.75℃以下に抑えるとし
ています。詳しくは、以下を参照してください。https://www.iea.org/reports/energy-technology-
perspectives-2017

2 Stated Policies Scenario（STEPS）の狙いは、既存の政策の枠組みや現時点での政策目標によって
2040年までのエネルギーセクターの方向性がどうなるかを明らかにすることです。詳しくは、以下を参照
してください。https://www.iea.org/reports/world-energy-model/stated-policies-scenario

Climate Action 100+ 
ネットゼロ企業ベンチマーク

資本配分指標
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6
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Climate Action 100+のガバナンス

付録

はじめに 1Repsol1は、マドリードに本社を
置くエネルギー企業です。上流か
ら下流までの石油・ガス事業、化
学、再生可能エネルギーなどの
エネルギーサービス事業を展開
しています。同社との Climate 
Action 100+エンゲージメント
は、BNP Paribas AM、EOS 
at Federated Hermes、UBS 
Asset Management が 主 導
し、IIGCCが取りまとめを行って
います。

2017年後半にイニシアチブが活動を開
始して以来、Climate Action 100+の
参加投資家と同社との間で建設的な話
し合いが続けられてきました。エンゲー
ジメントへの対応は、主に CEO、会長、
技術開発・リソース・サステナビリティの
担当取締役、および IR担当役員が行って
います。また、社内の気候変動スペシャ
リストや、サステナビリティを担当する他
の上級管理職も加わっています。

同社では、過去 1年間に 4件のエンゲー
ジメントが実施されました。また、石油・
ガスセクターの脱炭素化の手法や報告
の標準化を目指す IIGCC開催のラウン
ドテーブルにも2度参加しています。リー
ド投資家は、Repsolの 2020年の年
次総会にてステートメントを提出し、同
社の新しい実質ゼロコミットメントを歓
迎するとした上で、原油価格の現状や新
型コロナウイルス危機が同社の気候変
動戦略や低炭素ソリューションへの投資
に重大な影響を及ぼすかどうかを質問し
ました。CEOは、実質ゼロを目指しエ
ネルギー移行を牽引するという同社のコ
ミットメントを再確認し、年度後半には
詳細な戦略とロードマップを公表すると
確約しました。 

これまでの成果は以下の通りです。

• 2019年 12月、Repsolは石油・ガス
関連企業として初めて、生産するエネ
ルギーのスコープ 1と2に加えスコー
プ3の排出量も対象に実質ゼロにする
目標を表明し、脱炭素化の道筋を示す

ケーススタディ 

REPSOL

中間目標を発表しました。これにより、
気候アクションに対する業界のコミット
メントの基準が一段と上がりました。

• パリ協定の目標に沿ったシナリオに整
合する、新たな石油・ガスの価格シナ
リオを設定しました。

• TCFDの提言を組み込んだ開示を行
い、気候レポートの作成に引き続き取
り組んでいます。2018年と2019年の
統合マネジメントレポートでは、2040
年までの低炭素化への移行シナリオか
ら生じる短期、中期、長期のリスクと機
会について詳述しています。 

• 同社が参加する業界団体やイニシアチ
ブがパリ協定の目標や同社の気候変
動戦略に整合しているかどうか社内で
評価を行い、その結果を 2020年 5月
に公表しました。

2021年のエンゲージメントは、以下のよ
うなClimate Action 100+ベンチマー
クの主要項目を対象として実施する予定
です。

• 重要なスコープ3の排出量に関する評
価、コミットメントおよびアクション。

• 事業計画や資本配分との整合性、EU
タクソノミーとの一貫性などを含めた、
コミットメントの実現。

1  Repsolの戦略計画（2021～ 25年）は、このケーススタディが書かれた後、11月 26日に発表されました。

• パリ協定と整合する IEAの 1.5℃シ
ナリオについての検討。

• 中間目標と役員報酬との連動。

• 気候政策との大きなずれが見られ
る業界団体に対するアクション。
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Climate Action 100+のガバナンス

付録

はじめに 1PetroChina Co. Ltdは、中国
に本社を置く石油・ガス会社で、
上海証券取引所、香港証券取引
所、ニューヨーク証券取引所に上
場しています。Climate Action 
100+エンゲージメントは EOS 
at Federated Hermesが主導
し、2020年初めからは Fidelity 
Internationalも加わりました。 

リード投資家やその他の投資家は、
2020年の状況を踏まえつつ、本年同社
との正式な会合を 1回実施し、並行して
補助的な話し合いを何度か行いました。

本年は以下を優先事項として同社とのエ
ンゲージメントを実施しました。

• 気候変動ガバナンス。

• スコープ 1、2の排出量の開示。

• GHG排出量削減の意欲的目標の設
定。

2020年、PetroChinaでは以下の成果
が達成されました。

• 2019年の ESG報告書で、スコープ 1、
2の GHG排出量を初めて開示。

• 2050年までに、新エネルギー、再生
可能エネルギーの生産比率を最高レ
ベルまで高めることを表明。

• 新疆油田、長慶油田での CCUS実証
プロジェクトの進展。

2020 年 8 月、PetroChina は 2050
年までに炭素排出量をほぼゼロまで削
減することを表明し、地熱、風力、太陽
光の各プロジェクトと水素エネルギーの
パイロットプロジェクトへの投資計画を
発表しました。この計画に、2021年～
2025年は年間 4億～ 7億ドル、その後
は年間 14億ドルの資本支出を行います。
注目すべきは、これが中国の国有大企業
で初めてのほぼゼロ宣言であり、これに
続いて 2020年 9月、中国が 2060年
までにカーボンニュートラルを実現する
と表明したことです。 

2021年のエンゲージメントは、排出量
ほぼゼロへの移行計画をさらに明確化
することに重点が置かれる予定です。特
に、その計画を支える中期的な排出量削
減目標や、資本支出、脱炭素化の道筋
などに取り組んでいきます。また、リス
ク管理プロセスに気候変動を組み込む
ための取り組みとして、シナリオ分析の
実施や、報告とその土台となるプロセス
を TCFD提言に整合させることなどを
PetroChinaに促していきます。

ケーススタディ 

PETROCHINA CO. LTD  
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Climate Action 100+のガバナンス

付録

はじめに 1

採鉱・金属セクター 

Climate Action 100+対象企
業に選ばれている 23社の採鉱・
金属関連企業には、大手鉄鋼メー
カー、多角経営の採鉱会社の他、
金属事業を手掛ける企業が数社
含まれています。排出の状況も、
コモディティや製品ポートフォリオ
も、脱炭素化への課題も、企業に
よって大きく異なります。  

このセクターの最大の排出源は以下の通
りです。

• 一般炭および原料炭、石油、ガスなど
のエネルギー製品。2 

• 加工処理を必要とする鉱石（鉄鉱石か
ら鋼鉄、ボーキサイトからアルミニウム
など）。 

• 金属の加工処理などの工程で化石燃
料や電力などを使用することによるエ
ネルギー消費。

23社
対象企業 

採鉱・金属セクター
これらの企業は排出量が概して高いた
め、投資家は大きな移行リスクがあると
見ています。しかし、経済への影響や排
出量実質ゼロへの移行の面から、このセ
クターが極めて重要であることも認識し
ています。採鉱会社が作り出す素材は、
住宅、医療、インフラ、テクノロジーなど、
現代社会のありとあらゆる場面で利用さ
れています。一方、低炭素への移行に欠
かせないコモディティも提供しています。
電子部品に使われる銅、バッテリーに利
用されるリチウムなどです。

投資家はこれらの企業に対し、他のセク
ター同様、健全な気候ガバナンスの実
践、セクターの優良事例に倣った TCFD
開示、そしてスコープ 3の排出量を考慮
に入れた意欲的な排出量削減目標の設
定を求めています。多くの採鉱・金属会
社にとって、業界団体によるロビー活動
は依然として大きな課題です。このセク
ターを代表する団体の多くが、効果的な
気候政策に反対するロビー活動に関与
し、好ましくない影響を及ぼしてきた経
緯があるからです。 

1 提供元：Bloomberg、2020年 11月 30日現在
2 主たる事業が石油・ガスである企業については、石油・ガスセクターをご覧ください。 

6,660億ドル
時価総額 1 
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付録

はじめに 1

採鉱・金属セクター

また、これらの企業がどのような脱炭素
化の戦略を描いているかを知ることも、
世界中で投資家のエンゲージメントの
焦点となっています。その戦略は企業に
よって異なります。一つは、世界中でエ
ネルギー構成において一般炭の占める
割合が減少することが予想されるため、
一般炭の採鉱から脱却して多様化を図
ることです。もう一つは、金属の加工処
理からの排出量を削減あるいはなくすこ
とです。これは、電力供給源の脱炭素化
（再生可能エネルギーへの転換）と、主
要な金属の製造工程のゼロエミッション
化（原料炭の代わりに水素を利用するな
ど）によって実現します。また、投資家は
より広いバリューチェーンのリスクにも
関心を持っています。たとえば、世界に
向けたコモディティの出荷や輸送から生
じる排出などです。 

2020年は、以下のようにいくつかの対
象企業で投資家の期待に沿った進展が
見られました。

• スウェーデンの鉄鋼メーカー SSAB 
ABは、化石燃料を一切使用せず再生
可能電力と水素を利用して鉄鋼を製造
する世界初のパイロットプラントを稼
働開始しました。

• ArcelorMittalは、2030年までに
全排出量の 30%を削減する中間目標
を公表し、6月には初めての気候アク
ションレポートを発行しました。また、
2050年までに排出量を実質ゼロとす
る目標を発表しました。 

• Anglo Americanは、同社のロビー
活動をパリ協定に整合させることを表
明しました。その計画では、同社と業
界団体の方針姿勢の違いから生じるず
れについてエスカレーションを行いま
す。また、会費や加入の合理的な理由
など、同社の業界団体への加入状況を
公表します。また、2030年までに 8
カ所の拠点でカーボンニュートラルを
達成し、2040年までに自社の事業活
動によって生じる排出量を実質ゼロに
する意欲的目標を発表しました。

• Glencore plcは、2035年までにス
コープ 3の排出量を 30%削減する計
画案を発表しました。投資家は、スコー
プ 1と2を対象とした「パリ協定に整合
する」長期目標が本年中に発表される
ことを期待しています。 

• Rio Tintoは、資産ごとに排出量削減
目標の見直しを実施し、2020年の年
次報告書で公開しました。また、2050
年までにGHG排出量を実質ゼロとす
る計画を発表し、この新たな目標に向
けて 10億ドルの投資を行うことを表明
しました。 

• Teck Resources Limitedは、自社
の事業活動によって生じる（スコープ 1
および 2の）排出量を 2050年までに
実質ゼロとすることを表明し、2030年
までに原単位排出量を 33%削減する
目標を発表しました。また、気候変動
や環境への懸念を理由に、開発費 150
億ドルのアルバータ州オイルサンドプ
ロジェクトの申請を取り下げ、関連費用
の清算を行いました。

1 Southern Copperは Grupo Méxicoの子会社であるため、2020年に Climate Action 100+対象リストから除外されました。 
今後は Grupo Méxicoが Climate Action 100+のエンゲージメント対象となります。  

採鉱・金属セクターの対象企業
Aneka Tambang 
Tbk (ANTAM)
Anglo American
ArcelorMittal
BHP
Bluescope Steel 
Limited
Bumi Resources 
China Shenhua 
Energy
China Steel 
Corporation
Coal India

Glencore plc
日本製鉄株式会社
Norilsk Nickel
POSCO
Rio Tinto
Severstal 
South32
Southern Copper 
Corporation1

SSAB AB
Teck Resources 
Limited

thyssenkrupp AG
United Tractors
Vale
Vedanta Ltd 
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付録

はじめに 1Climate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマーク

TPIの提供による開示情報指標

ここでは、Climate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマークの一部の指標につい
て、セクターの取り組み状況を示すデータを見ていきます。 

採鉱・金属対象企業の 3分の 1弱（31%）が、2050年までに排出量を実質ゼロとする
目標を設定していますが、重要なスコープ 3の排出量を対象とした目標を設定している
企業はわずか 4%にすぎません。一部の企業は中期的ターゲット（22%）、短期的ター
ゲット（39%）を設定していますが、自社のスコープ 1、2の排出量のすべては含めてい
ない企業もあります。さらに、重要なスコープ 3排出量の大部分を対象に含めたター
ゲットを設定している企業となると、中期的ターゲットではゼロ、短期的ターゲットでは
20分の 1以下（4%）です。 

このセクターの対象企業の 3分の 2近く（61%）が明確なガバナンスの枠組みを整備し
ており、取締役会または取締役会委員会によって気候リスクの監督が行われています。
また、43%が気候リスクに責任を負う取締役会レベルの役職を設けています。 

採鉱・金属セクター

61%
の企業が、気候変動リスクの 
管理を取締役会または取締役会
委員会が監督していることの 
証拠を提供しています

ベンチマーク指標 8.1 

中期的ターゲット
ベンチマーク指標 3.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための中期的（2026年～ 2035
年）なターゲットを設定している企業の割合。

実質ゼロの野心的目標
ベンチマーク指標 1.1
明確に定義された排出スコープに関し、 
2050年までにGHG排出量を 100％削減 
する、実質ゼロターゲットまたは意欲的目標を 
設定している企業の割合。

22%39%

短期的ターゲット
ベンチマーク指標 4.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための短期的（2020年～ 2025
年）なターゲットを設定している企業の割合。

これらの指標について、詳しくは企業の進捗レビューをご覧ください。

31%
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Climate Action 100+のガバナンス

付録

はじめに 1BHPは、ロンドンとメルボルン
に本社を置く多角経営の採鉱
会社で、ロンドン証券取引所と
オーストラリア証券取引所に上場
しています。Climate Action 
100+エンゲージメントは、AMP 
CapitalとHSBC Global 
Asset Managementが共同で
主導し、BMO Global Asset 
Managementも協力しています。
また、IGCCと IIGCCが投資家
ネットワークとしてサポートを行っ
ています。

本年、投資家と同社との正式な会合は 5
回実施され、非公式な話し合いも多数行
われました。具体的なテーマについて議
論するラウンドテーブルも数回開かれま
した。

2020年は、特に以下を優先事項として
同社とのエンゲージメントを実施しまし
た。

• BHPが加盟する業界団体の方針につ
いての確認。

• スコープ 1、2排出量の中期目標の
策定。

• スコープ 3の排出量への取り組み。

• 気候変動と役員報酬の連動の強化お
よび明確化。

• 1.5℃シナリオを含めた、シナリオ分析
の更新。

• 株式持分に基づく排出量開示。

• 資本支出および 4億ドルの Climate 
Investment Program（CIP）。同社が
これらをパリ協定の目標にどのように
整合させようとしているかを把握する。

同社は 2020年 7月、以下の内容を含
む、業界団体に関する新たな方針を発表
しました。

• 所属している団体に関する最低限の基
準を作成することを約束。

• 業界の政策提言の責任配分のための
プロトコル。

• 政策提言の年間計画を事前に発行す
るよう団体に要望。

• 業界団体の方針とのずれへの対策とし
て、リアルタイムにエスカレーションす
るプロセスを策定。

• 加入する業界団体や自社の影響力に
関する情報開示の強化。

2020年 10月、同社が加入していた
業 界 団 体 Queensland Resources 
Councilが、クイーンズランド州で行わ
れた選挙で、同社の新しい方針に反して
有権者に直接的な働きかけを行ってい
たことが明らかになったため、同団体へ
の加入を一時的に停止しました。

また、2020年 9月には、以下の発表が
行われました。

• スコープ 3の排出量削減に向けた一
連のプロジェクトおよびマイルストー
ン。

• 輸送の電化と再生可能エネルギーの
利用の促進。 

• 同社のポートフォリオに 3通りの移行
シナリオを当てはめたシナリオ分析。こ
れにより、1.5℃のシナリオが最も収益
が高く、移行が遅れ破壊的な影響が出
るシナリオでは最も収益が低くなるこ
とが明らかになりました。 

• スコープ 1、2の排出量を 2030年ま
でに 30%削減する中期目標。 

• スコープ 3については、2030年を目
途に、技術や手法の開発を進めること
で製鋼の炭素排出原単位を 30%、輸
送の炭素排出原単位を 40%削減す
ることを目指します。また、BHPは 2
つの鉄鋼バリューチェーンパートナー

シップを結び、鉄鋼メーカー China 
BaowuとのMOUによるパートナー
シップに最大 3,500万ドルの出資を予
定しています。

• Cash and Deferred Plan（CDP）ス
コアカードと気候変動との関連付けを
強化し、自社の事業活動によって生じる
排出量の削減、および、スコープ 1、2、
3の排出量削減のための主な取り組み
やマイルストーンの達成に、10%の重
み付けを行います。

2021年のエンゲージメントでは、業界
団体との方針ずれに対する対策の具
体化を含む、同社の新しい業界団体ポ
リシーの実施状況のモニタリングと、
資本支出を含めた移行計画のさらな
る明確化、物理的リスクに関する報告
書の作成、スコープ 3の計画に関する
議論の継続などに注力する予定です。

ケーススタディ 

BHP  
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ケーススタディ 

ARCELORMITTAL   

ArcelorMittalは、ルクセンブル
クに本社を置く鉄鋼・採鉱会社で
す。同社とのエンゲージメントは、
Aegon、LAPFF、Rufferが主
導し、IIGCCが取りまとめを行っ
ています。

投資家はこれまでに、ArcelorMittalの
経営陣との会合を何度となく実施してき
ました。また、同社は鉄鋼セクターの脱
炭素化に関する IIGCC主催のラウンド
テーブルにも参加しています。同社はエ
ンゲージメントに積極的な姿勢で臨み、
迅速な対応を行っています。

これまでの成果は以下の通りです。

• 2020 年 10 月、ArcelorMittal は
2050年までにグループ全体でカーボ
ンニュートラルを達成するというコミッ
トメントを発表しました。これは、欧
州の事業で 2030年までに排出量を
30%削減し 2050年までにカーボン
ニュートラルを達成するという2019年
のコミットメントを拡大したものです。

• 2020年半ば、投資家からの意見を考
慮して、業界団体への加入とロビー活
動のレビューを更新し、発表しました。

• カーボンニュートラルな鉄鋼製造のた
めのさまざまな試験的技術の開発に取
り組みました。2020年からは、鉄鋼の
生産に再生可能エネルギーから作られ
る水素を利用します。

• Energy Transitions Commission
に参加し、実質ゼロへの道筋をつける
上での推進力となっています。

• 2019年にはシナリオ分析を含む気候
アクションレポートを初めて公開しま
した。

投資家は今後、ArcelorMittalに対して
以下の点についてエンゲージメントを実
施する予定です。

• 2020年 12月または 2021年 1月に
発行予定の 2回目の気候アクションレ
ポートで、2050年にカーボンニュート
ラルを達成するための方策がより具体
的に明らかになる見込みです。

• 自社の事業活動によって生じる排出
量を削減する計画について検討（パリ
協定の目標に整合する移行計画を含
む）。

• 気候変動リスクのガバナンスと会社の
移行計画。

• 温室効果ガス削減目標達成と役員報酬
との連動。

• TCFD提言に沿ったさらなる情報開
示。

投資家は今後も同社の移行計画に関す
るエンゲージメントを継続し、温室効果
ガス削減目標の達成状況をモニタリング
していきます。

写真： Massimo Todaro - stock.adobe.com
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はじめに 1Teck Resources Limited
（Teck）は、多角経営を行う 
カナダ最大の採鉱会社で、 
本社はブリティッシュコロンビア州
バンクーバーにあります。Teck
との Climate Action 100+
エンゲージメントは、British 
Columbia Investment 
Management Corporation
とShareholder Association 
for Research & Education
（SHARE）が協同で主導し、他に
3社の投資家が協力しています。  

Climate Action 100+の参加投資家
は、同社の上級管理職や社外取締役を交
えたグループ全体での会合を、イニシア
チブの活動開始以来 4回実施していま
す。また参加投資家は同社と個別にもや
りとりを重ね、期待事項の達成を促して
きました。

Teckとのエンゲージメントの優先事項
には以下が含まれます。

• 2020年以降の排出量削減目標を設
定するための情報提供とサポート。実
質ゼロの長期目標と中間マイルストー
ンを設定することを重視し、さらに一部
の採鉱事業についてはより意欲的な代
替エネルギー生産目標を掲げることを
求めました。

• 気候シナリオ分析の強化。Teckの既
存のエネルギーポートフォリオや、審
査中のオイルサンド採掘プロジェクト
Frontierと関連付けて、気候変動につ
いての詳しい分析を開示するよう求め
ました。 

• Teckが加入する業界団体の気候関連
ロビー活動の整合性評価。同社の気候
変動に関する立場と整合するかを評価
するよう提言しました。

• 気候戦略をサポートするための役員報
酬や報奨システムの重要性を強調。

これまでの成果は以下の通りです。

• Teckは 2018年 9月以来、北米の採
掘企業としては非常に珍しくTCFDの
賛同企業に名を連ねており、TCFD提
言に整合するレポートを 2度発行しま
した。 

• 2020年 2月、自社の事業活動によっ
て生じる（スコープ 1および 2の）排出
量を 2050年までに実質ゼロとするこ
とを表明し、2030年までに原単位排
出量を 33%削減する目標を発表しま
した。

• 2030年までの代替エネルギー生産目
標を前倒しで達成し、チリでの事業を
100%クリーンエネルギーとする目標
を設定しました。 

• 気候シナリオ開示の強化に加え、
2020年 2月、オイルサンドプロジェク
トFrontierの連邦政府への審査申請
を取り下げ、関連費用の清算を行った
ことを発表しました。

• 2020年 5月、コスト削減の一環とし
て、カナダの大手エネルギー業界団体
の会員資格更新を行わないことを発表
しました。これにより、気候関連のロ
ビー活動に対する投資家の懸念が大
きく改善されました。

これまでに築いてきた実りあるエンゲー
ジメントを土台として、今後は、スコー
プ３の排出量をある程度取り込んだター
ゲットを設定する機会や課題に取り組
み、従業員や役員に気候目標達成の動
機づけを行う方法をさらに評価すること
が、2021年の Teckとの対話に役立つ
と思われます。

ケーススタディ 

TECK RESOURCES LIMITED  
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公益事業セクター

Climate Action 100+対象企
業に選ばれている31社の電力・公
益事業関連企業は、電力会社とガ
ス発電会社で構成されています。

発電は世界の排出量の3分の 1弱を占め
ています 2が、これは電源構成における
化石燃料（石炭火力および天然ガス）の
割合が高いためです。電力・公益事業セ
クターとの Climate Action 100+エン
ゲージメントの主な取り組みは、ガスや
石炭などの排出量の多い発電方法から
再生可能エネルギーのようなゼロエミッ
ション技術への移行を促すことです。こ
のセクターの企業に対し、投資家は再生
可能エネルギー関連のプロジェクトや電
池式蓄電施設などのインフラへの投資
を増やすことと、2050年までに排出量
を実質ゼロとするための明確な道筋を
示すことを求めています。 

投資家は公益事業セクターとのエンゲー
ジメントを通して、投資判断や移行計画
がパリ協定の目標に整合しているか（た
とえば、化石燃料のインフラへの投資を
終了しているか、維持しているか、増加
しているかなど）を把握します。また、意

31社
対象企業 

1兆ドル
時価総額 1 

公益事業セクター

欲的な排出量削減目標を設定するよう
呼びかけてもいます。 

電力の生産と供給は厳しい規制の下で
行われるので、企業や業界団体による政
策立案者への働きかけは依然として重
要な問題です。投資家はまた、企業の移
行計画の内容にも強い関心を示してい
ます。石炭やガスによる火力発電所が今
後数十年の間に閉鎖されれば、そこで働
く人や地域に影響が及ぶからです。 

米国、アジアの一部およびオーストラリア
では以前から政策が課題となっています
が、このセクターでは本年、非常に大きな
動きがありました。米国で、電力・公益事
業会社 6社が 2050年までに排出量を
実質ゼロにすることを表明するという目
覚ましい進展が見られたのです。その 6
社とは、Dominion Energy, Inc.、Duke 
Energy Corporation、NRG Energy, 
Inc.、The Southern Company、WEC 
Energy Group, Inc.、Xcel Energy 
Inc.です。

1 提供元：Bloomberg、2020年 11月 30日現在
2 World Resources Institute Climate Data Explorer http://cait.wri.org/
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はじめに 1その他の企業も、次のようなコミットメン
トを行っています。

• AES Corporationは、2030年まで
に排出量を 70%削減することを表明
しました。 

• Vistra Energy Corp.は、2027年
までに米国中西部の石炭発電設備か
ら撤退することを表明し、2030年ま
でに排出量を 60%削減するという新
たなターゲットと、2050年までに実
質ゼロを目指すとする長期目標を発表
しました。 

• Duke Energy Corporation と
Dominion Energy, Inc.は、数十億
ドルを投じ何年も遅れていた天然ガ
スパイプラインプロジェクトAtlantic 
Cost Pipelineの中止を決定しまし
た。

• Dominion Energy, Inc.は、同社の
天然ガス資産の大部分を Berkshire 
Hathawayに売却すると発表し、「サ
ステナビリティ重視の公益事業会社」
へと脱却を図りました。

• オーストラリア最大の排出企業 AGL 
Energy Ltdは、2050年までに排出
量を実質ゼロとする新たな目標に役員
報酬を連動させました。 

• インド最大の電力会社 NTPC Ltdと、
同国最大の石油・ガス生産者ONGC
は、インドで再生可能エネルギーの
ジョイントベンチャーを設立することで
合意しました。これには、インド国内お
よび海外の洋上風力発電などの再生
可能発電資産が含まれます。

公益事業セクターの対象企業
AES Corporation

AGL Energy Ltd

American Electric 
Power Company, Inc.

Centrica

CEZ, A.S.

Dominion Energy, 
Inc.

Duke Energy 
Corporation

E.ON SE

EDF

Enel SpA

ENGIE

Eskom Holdings 
SOC Ltd

Exelon Corporation

FirstEnergy Corp.

Fortum Oyj

Naturgy Energy

Iberdrola, S.A.

Korea Electric Power 
Corp

National Grid PLC

NextEra Energy, Inc.

NRG Energy, Inc.

NTPC Ltd

PGE - Polska Grupa 
Energetyczna S.A. 

Power Assets 
Holdings Limited

PPL Corporation

RWE 
Aktiengesellschaft

SSE PLC

The Southern 
Company

Vistra Energy Corp.

WEC Energy Group, 
Inc.

Xcel Energy Inc.

公益事業セクター
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公益事業セクター

Climate Action 100+ 
ネットゼロ企業ベンチマーク

TPIの提供による開示情報指標

ここでは、Climate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマークの一部の指標につい
て、セクターの取り組み状況を示すデータを見ていきます。 

公益事業セクターの対象企業の 3分の 2以上（69%）が、排出量実質ゼロの意欲的目
標またはターゲットを掲げていますが、重要なスコープ 3の排出量を対象としている企
業は 8%にすぎません。1半分以上（55%）の企業がGHG削減の中期的ターゲットを設
定していますが、自社の事業活動によって生じる排出量（スコープ 1、2）の 95%以上
を対象に含めている企業は 35%だけで、最も重要なスコープ 3の排出量まで対象に
含めたターゲットを設定している企業はわずか 6%です。1 42%の企業がGHG排出量
削減の短期的ターゲットを設定していますが、スコープ 1、2の排出量の 95%以上を
対象に含めているのはそのうちの半分ほど（23%）にとどまっています。最も重要なス
コープ 3の排出量を含めた目標を掲げている企業は、短期的ターゲットではゼロ、中
期的ターゲットでも6%しかありません。5分の 4（81%）の企業で、取締役会レベル
が気候リスクの管理に責任を負っており、半数（52%）の企業がその監督を行う取締役
会レベルの役職を設け、開示しています。

81%
の企業が、気候変動リスクの管理を 
取締役会または取締役会委員会が 
監督していることの証拠を提供しています

ベンチマーク指標 8.1 

1 公益事業関連企業の最も重要なスコープ3の排出源は、顧客への天然ガス供給と電力調達です。Climate Action 100+
ネットゼロ企業ベンチマークによる、重要なスコープ 3排出量の全リストは、 
https://climateaction100.wpcomstaging.com/wp-content/uploads/2020/12/Climate-Action-100-
Benchmark-Indicators-December-2020-FINAL-1.pdf をご覧ください。

中期的ターゲット
ベンチマーク指標 3.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための中期的（2026年～ 2035
年）なターゲットを設定している企業の割合。

実質ゼロの野心的目標
ベンチマーク指標 1.1
明確に定義された排出スコープに関し、 
2050年までにGHG排出量を 100％削減 
する、実質ゼロターゲットまたは意欲的目標を 
設定している企業の割合。

42% 55%

短期的ターゲット
ベンチマーク指標 4.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための短期的（2020年～ 2025
年）なターゲットを設定している企業の割合。

これらの指標について、詳しくは企業の進捗レビューをご覧ください。

69%
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公益事業セクター

Carbon Tracker

今世紀半ばまでに世界の排出量実質ゼ
ロを達成するには、石炭火力発電とガス
火力発電の両方を段階的に廃止していく
必要があります。Carbon Trackerの
検証作業では、企業がこれらの発電源
の段階的廃止を適度なスピードで進め
ているかどうかを確認します。Carbon 
Trackerは、廃止の実際の状況と公表さ
れた内容の両方を調査します。廃止は企
業が排出量を削減するためにとるべき
極めて重要で現実的な手段だからです。
本モデルでは、全世界で稼働中、建設
中、計画中の石炭発電所のボイラーレ
ベルでの発電容量の 95%、天然ガス発
電所の発電容量の約 45%を追跡してい
ます。1

企業が共同でパリ協定の気温目標を達
成するには、石炭・天然ガス発電の廃止
スケジュールが重要です。それには次の
3つの理由があります。

1.   気候変動には、排出原単位よりも排出
絶対量が関係している。

2. 長期間の廃止スケジュールは、市場か
らの撤退費用を最小限に抑えられる
可能性が高い。 

3. 化石燃料からの撤退が行われないま
まクリーンエネルギーの容量が増加す
れば、今後の投資に悪影響を及ぼしか
ねない。 

パリ協定に整合するためには、企業は以
下のことを明らかにする必要があります。

1.石炭・天然ガス発電の廃止スケジュー
ルが、IEA B2DSや IEA Sustainable 
Development Scenario（SDS）2な
どの信頼できる気候シナリオに一致し
ている。

2.それぞれの石炭・天然ガス発電ユニッ
トごとに廃止期日が設定されている。

企業は以下の 4通りに分類されます。 

1. 全ユニットの廃止年が指定された完全
な廃止スケジュールが公表されてい
る。スケジュールはパリ協定の気温目
標に整合している。 

2.全ユニットの廃止年が指定された完
全な廃止スケジュールが公表されて
いる。ただしスケジュールはパリ協定
の気温目標に整合していない。

3.稼働中の発電所の一部の廃止年が指
定された、稼働中の発電設備の一部
についての部分的な廃止スケジュー
ルが公表されている。

4.情報が公開されていないか、または不
十分である。 

2020年の石炭・ガス火力発電所の
廃止状況

データからはある程度明るい兆しが見え
ます。IEA B2DSに整合する形で石炭
火力発電から完全撤退することを表明し
た企業は、昨年から倍増しました（2019
年は 13%、2020 年は 26%）。また、
部分的な廃止の表明を始めた企業も、
35%から48%に増えています。全体と
しては、調査対象の公益事業関連企業の
80%以上が石炭からの撤退計画を公表
しています。

Carbon Trackerは本年、ガス火力発電
所からの撤退についても調査を始めまし
た。Climate Action 100+対象企業の
うち、IEA B2DSシナリオに整合する形
での撤退を表明しているのは（ガスの発
電容量をまったく持たないケースも含め
て）3%にすぎません。

1 すべての前提やモデルの詳細については、Carbon Trackerの Powering down Coal（2018）および How to waste over half a trillion dollars（2020）を参照してください。 
石炭の発電容量については全世界を対象とした分析ですが、天然ガスは米国、EU、オーストラリア、インド、および韓国を対象としています。その他の国および地域は、2021年前半に追加される予定です。 

2 IEA Sustainable Development Scenario（SDS）は、エネルギーの転換によって持続可能な開発目標（SDGs）の 3つのエネルギー関連項目を達成することを目指すものです。 
SDSは、世界的な CO2排出量の実質マイナスに依存することなく、66%の確率で気温上昇を 1.8℃に抑えるシナリオです。これは、50%の確率で気温上昇を 1.65℃に抑えるのと同等です。

企業は、Carbon Tracker 
Initiative（CTI）による 
IEA B2DSシナリオの解釈に
沿って、2040年までに石炭 
火力発電所を全廃することを 
表明しているか。

企業は、CTIによる IEA B2DS
シナリオの解釈に沿って、2040
年までにガス火力発電所を全廃
することを表明しているか。

l  完全に廃止、B2DSに整合している
l  完全に廃止、B2DSに整合していない
l 一部廃止
l  公表なし /まったく不十分

l  完全に廃止、B2DSに整合している
l  完全に廃止、B2DSに整合していない
l 一部廃止
l  公表なし /まったく不十分

3%

2020

2019

13%

13%

35%

39%
26%

6%
48%

2020

19%

90%
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はじめに 1

公益事業セクター

2 Degree Investing Initiative（2DII）

2DIIは、企業情報・財務データ提供元 1の調査に基づき、公益事業関連企業の現在お
よび将来の資本ストックの評価を行います。また、それが気候変動シナリオと整合する
かどうかを評価します。このデータは、公益事業関連企業の実際の資本支出計画に基
づいています。したがって、これにより、企業の表明している意欲的目標やアクションが
ビジネスモデルの変革の取り組みを反映しているかどうかを評価することができます。  

2DIIによって提示された技術構成表は、エネルギー技術構成（再生可能、水力、原
子力、ガス、石油、石炭）に基づいて、現在および将来の発電設備容量の比率を IEA 
B2DSシナリオ（1.75℃未満）に照らし合わせ、公益事業関連企業を評価するものです。
これによると、B2DSで想定される市場では、2025年までに再生可能電力の設備容
量の割合が技術構成の 19%にまで増える計算になります。現行計画では 16%ですか
ら、発電の技術構成の変更をより迅速に進める必要があります。同時にガス発電と石
炭発電の設備容量も減らしていかなければなりません。良い兆しもあります。2番目の
表を見ると、対象企業の再生可能電力の設備容量が、2019年の 10%から 2020年
には 12%に増えていることがわかります。 

電力・公益事業セクターの対象企業の技術構成（再生可能、水力、原子力、 
ガス、石油、石炭）について、その計画比率と、1.75℃未満のシナリオ2を 
達成するために必要な比率 

2025年に必要な比率 2025年の計画比率

再生可能発電 19% 16%

ガス発電 26% 27%

石炭発電 24% 29%

水力発電 11% 11%

原子力発電 16% 14%

石油発電 3% 4%

1 2DIIはGlobalDataを使用して公益事業セクターの調
査を行っています。

2 IEAのSustainable Development Scenarioは、エ
ネルギーと持続可能な開発のための統合アプローチを
提供し、持続可能な開発目標のエネルギー関連の 3項
目を達成することに焦点を当てています。これは、2100
年までの世界の気温上昇をおよそ 1.75℃～ 2℃に抑え
るシナリオに整合しています。

3 この列は、石炭による発電容量を保有する企業のみを
評価対象としています。公益事業セクターの Climate 
Action 100+対象企業のうち 10%は石炭による発電
容量を保有していないということに留意してください。

電力・公益事業セクターの対象企業の 2019年、2020年の実際の技術構成 
（再生可能、水力、原子力、ガス、石油、石炭）

2019年の実際の比率 2020年の実際の比率

再生可能発電 10% 12%

ガス発電 32% 28%

石炭発電 29% 29%

水力発電 9% 11%

原子力発電 15% 17%

石油発電 5% 4%

3番目の表は、公益事業関連企業の再生可能発電と石炭発電の容量について、各 IEA
シナリオに整合している企業の割合を示しています。これを見ると、IEA B2DS、IEA 
Sustainable Development Scenario（SDS）2、（気温上昇が）SDSを上回るシナリ
オのそれぞれに、どれだけの割合の企業が整合しているかがわかります。この表から、
分析対象企業のうち IEA B2DSに整合する再生可能容量を保有しているのは 14%に
すぎないことが読み取れます。

公益事業関連企業の石炭・再生可能容量と気候シナリオの整合性
気候シナリオ 整合する再生可能容量を保有する

企業の割合
整合する石炭容量を保有する 
企業の割合 3

B2DS（1.75℃未満） 14% 15%

SDS（1.75℃～ 2℃） 3% 4%

SDSを上回る（2℃以上） 83% 81%

14%
の分析対象企業が、 
IEA B2DSに整合する 
再生可能エネルギー 
発電容量を保有 

12%
対象企業の再生可能 
エネルギー発電設備容量は、
2019年の 10%から、 
2020年は 12%に増加 

Climate Action 100+ 
ネットゼロ企業ベンチマーク
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はじめに 1WEC Energy Group, Inc.
（WEC）は、米国に本社を置く電
力・天然ガス会社です。Climate 
Action 100+エンゲージメント
は、UBS Asset Management
と Wespath Benefits and 
Investmentsが主導し、Ceres
がサポートを行っています。 

投資家はこの 1年間に同社とのグループ
会議を 1回実施しました。また、より意欲
的な長期目標を設定することを求める書
簡や、気候関連のロビー活動に関する投
資家からの期待事項をまとめた書簡を送
りました。さらに、オンラインで開催さ
れた年次総会で声明を発表しました。エ
ンゲージメントでは、中期・長期の目標
をより意欲的なものとすること、天然ガ
ス供給によるスコープ3排出量を目標に
含めること、TCFDに整合する健全な開
示、気候に関する責任ある政策関与の提
言などが焦点となりました。

この 1年間に、WECでは以下のような
成果が達成されました。

• 2020年 7月、WECはより意欲的な
中期・長期目標を発表しました。2030
年の CO2排出量削減目標を 40%か
ら 70%に引き上げ、さらに、80%と
していた 2050年の CO2排出量削減
目標を、実質的なカーボンニュートラ
ル発電の実現へと向上させました。

• WECは 2019 Corporate 
Responsibility Reportを発行しま
した。

今後のエンゲージメントでは、ベンチ
マーク評価、資本支出と目標との整合性
を明らかにすること、ポートフォリオに
おける天然ガスの位置付けの定義、州
や連邦政府レベルでの気候に関する責
任ある政策関与などが焦点となる見込み
です。

ケーススタディ 

WEC ENERGY GROUP, INC.  
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はじめに 1Korea Electric Power 
Corporation（KEPCO）は、 
韓国に本社を置く電力・公益 
事業会社で、韓国取引所と 
ニューヨーク証券取引所に上場
しています。Climate Action 
100+エンゲージメントは、APG 
Asset Managementと三井住
友トラスト・アセットマネジメントが
主導し、欧州の投資家グループが
参加しています。

投資家はこの 1年間に同社との正式な
グループ会議を 3回実施した他、何通
かの書簡のやり取りを行いました。ま
た、同社の最大の株主である韓国企画
財政部（Ministry of Economy and 
Finance）に向けて公式声明を出しま
した。

本年のエンゲージメントの優先事項は、
海外での石炭や化石燃料への投資を抑
制または停止するというKEPCOの計
画を前進させることでした。特に、同社
のインドネシアとベトナムの石炭発電プ
ロジェクト（インドネシアのジャワ 9、10

号およびベトナムのブンアン 2号）への
出資に対しては、投資家から憂慮する声
が相次ぎました。

幅広い投資家から同時に働きかけが行
われたことで海外や国内のメディアから
の注目も集まり、同社との間で続けら
れてきた話し合いは一層重要性を増し
ました。APG Asset Management、
Church Commissioners for England、
Legal and General Investment 
Management、三井住友トラスト・
アセットマネジメント、UBS Asset 
Managementの 5社は公式に懸念を
表明し、英国 Financial Times紙に本
年 2月、8月、10月の 3回取り上げられ
た他、地元韓国のメディア The Korean 
Herald紙やChosun Bizにも記事が掲
載されました。 

KEPCOとのグループエンゲージメント
会議では、他に以下のテーマが繰り返し
話し合われました。

• 排出量の内訳（親会社レベルでの排出
と独立系発電事業者からの排出）を細
かく分けた排出量削減目標の開示。

• 企業情報開示とTCFD提言との整合
に向けた取り組み。

• 韓国のNDCを上回る排出量削減目標
の設定。

国際社会から一斉に圧力を受けたこと
で、インドネシアとベトナムの海外石炭
火力発電所についての重要な決断が遅
れましたが、最終的に KEPCOはこれら
を承認しました。しかし、すぐその後に、
フィリピンと南アフリカにおける残り2つ
の石炭発電パイプラインプロジェクトに
ついては断念することを発表しました。

韓国内で、石炭からの脱却に関する議論
が非常に進展した 1年でした。KEPCO
の海外石炭プロジェクトが国会の質疑で
取り上げられた際には、投資家が何度も
言及されました。2020年 10月、韓国政
府はアジア地域として重要なアナウンス
の中で、2050年までに排出量実質ゼロ
を達成することを表明し、環境に配慮し
た成長のために 70億ドルを支出するこ
とを約束しました。すでに、石炭火力発
電所 30基を 2034年までに閉鎖し（う
ち 10基は 2022年まで）、原子力発電
を段階的に廃止し、2025年までに太陽
光・風力の発電設備を 3倍に増やすとす
る国家計画が発表されていましたが、先
の発表はこの勢いを引き継いだ形です。

KEPCOは韓国内の石炭火力発電所の
大多数を所有しているので、この計画に
よって同社のGHG排出量削減に非常に
大きな弾みがつくものと思われます。ま
た、最近日本で海外の石炭火力発電所へ
の融資基準が厳格化されたのに続いて、
韓国の国会でも、外国の石炭火力発電プ
ロジェクトの建設、運用、保守に関与す
ることを禁じる新たな法案の審議が行わ
れています。

2021年のエンゲージメントでは、政府
の指導に則った石炭発電所閉鎖のさら
なる具体化、海外の石炭発電所の廃止ス
ケジュール、企業情報開示とTCFD提言
を完全に整合させるコミットメントなど
に取り組む予定です。

ケーススタディ 
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はじめに 1NTPC Limited（NTPC）、Oil & 
Natural Gas Corp.（ONGC）、
Coal India Limited（CIL）の
3社は、株式の過半数をインド政
府が所有する国有企業で、本社
はインドにあります。NTPCは同
国最大の電力・公益事業会社であ
り、主な事業は石炭火力発電で
す。CILは世界最大の石炭生産会
社であり、ONGCはインド最大の
原油・天然ガス生産会社です。こ
れら 3社との Climate Action 
100+エンゲージメントは SBI 
Funds Management Private 
Limited が主導し、AIGCCと
PRIがサポートを行っています。 

2019年から積極的な働きかけを続けて
きた結果、投資家は 2020年、新型コ
ロナウイルスによる困難な状況にもかか
わらず、NTPCとの正式なエンゲージメ
ント会議を 3回実施することができまし
た。また、投資家は本年からONGC、CIL
とのエンゲージメントも開始し、各社とそ
れぞれ 1回ずつ会議を実施しました。

3社に対するエンゲージメントの優先事
項は、気候変動問題に対する経営陣の意
識向上、TCFD提言に基づく炭素排出
量開示の促進、そして、再生可能エネル
ギーの利用率を高めるための計画策定
です。インドでは、経済成長や、政府が
国民全体に電気が行き渡るよう農村部
の電化を進めていることなどに伴い、電
力需要が急速に増加することが予想さ
れています。こうした中で火力発電の削
減を図ることは難しく、再生可能エネル
ギーによる発電を早急に拡大するするこ
とが、国内の GHG排出量の急増を食い
止めるための鍵となります。

3社とのエンゲージメントでは、これまで
に以下の成果が達成されました。

• 気候関連の開示が大きく前進しまし
た。NTPCは、2020年前半に 2019
年のCDP気候変動レポートを公開し、
2020年 9月の統合レポートではス
コープ 3の排出量について開示しまし
た。また、2020年のレポートでは、
いくつかの観点で TCFDに沿った開
示も行いました。

• NTPCは 2020年 9月、原単位排出
量と再生可能エネルギーの 2022年・
2032年の目標を掲げた、新たなサス
テナビリティ戦略を発表しました。 

• NTPCは 2020年 3月、インド政府
から水力発電会社 2社を獲得し、再生
可能エネルギーの比率を高めました。

• NTPCとONGCは、2020年 5月、
新たな再生可能エネルギー事業に向
けたジョイントベンチャー設立の契約
を締結しました。

• CILは、炭鉱の効率改善のために多額
の投資を行っています。また、石炭か
らメタノールを生産する西ベンガルの
工場にも出資しています。

2021年の 3社とのエンゲージメントで
は、TCFD実施の進捗状況モニタリン
グ、再生可能エネルギーへの投資、公正
な移行の概念導入、意欲的な排出量削
減目標の設定などに力を入れる予定で
す。リード投資家は、インドの国有企業
との世界規模でのエンゲージメントを強
力に進めていくために、他地域の投資家
の参加も歓迎しています。

ケーススタディ 

インドの国有企業へのエンゲージメント
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工業セクター

対象企業に選ばれている26社の
工業関連企業は、セメント、重機、
建設資材、化学製品などの製造会
社です。

主な排出源は、以下のように会社や製品
によって千差万別です。 

• セメント製造では、セメントの主成分
であるクリンカーを生成するための化
学反応と熱が主な排出源です。

• 化学製品では、アンモニア製造や水蒸
気分解のようなエネルギーを大量に消
費する工程から排出が生じます。また、
大部分の化学製品の企業では、製品の
使用に伴う大量のスコープ 3排出量が
あります。

• 建設資材や重機の企業では、会社ご
とに異なる上流や下流での排出源が
あるのに加え、エネルギー使用による
スコープ 2排出量もかなり大量にあり
ます。

26社
対象企業 

9,560億ドル
時価総額1 

工業セクター

これらの企業の多くは排出量削減が困
難と考えられています。すぐに利用でき
るコスト効率のよい脱炭素化の選択肢
が今のところ存在しないためです。排出
量実質ゼロを達成するためには、排出
量の多いプロセス、特に、セメントでの
クリンカー製造や一部の化学製品製造
などで大掛かりな二酸化炭素回収・貯蔵
（CCS）が必要となるでしょう。エネル
ギー利用の多い他のセクター同様、再生
可能エネルギーへの転換によって世界
の電力供給網の脱炭素化を急速に進め
ることも、このセクターからの排出量を削
減するための鍵となります。

工業セクターの Climate Action 100+
対象企業へのエンゲージメントでは、投
資家は企業ごとに、製品や作業工程に
応じた異なる優先事項を設定しています
が、全体としては、排出量実質ゼロの目
標を掲げることと、今世紀半ばまでに脱
炭素化を達成するためのアプローチや
取り組みについて開示することを求めて
います。 

1 提供元：Bloomberg、2020年 11月 30日現在
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付録

はじめに 1たとえば多くの企業では、研究機関や業
界団体などセクター内のさまざまな組織
と連携しながら、脱炭素化のための選
択肢（CCSなど）を検討しています。ま
た、短期間で排出量削減目標を達成す
るために企業が講じる電力使用やエネ
ルギー効率面での対応策も、重要事項と
して注目されています。他のセクター同
様、取締役会レベルの強力な気候ガバナ
ンスの枠組みを構築することや、自社の
気候方針と加盟する業界団体の気候方
針とを整合させることも、重要な優先事
項です。これらの企業は、規制要件の増
加に伴う移行リスクも、操業している場
所に依存する物理的リスクも共に非常に
高いため、投資家は以前にも増してこれ
らの気候リスクを管理するための計画の
モデリング、評価、開示を企業に求めて
います。

本年は工業セクターの対象企業による注
目すべき企業コミットメントや成果が相
次ぎました。

• CEMEX S.A.B. de C.V.、CRH、ダ
イキン工業株式会社は、全スコープで
2050年までに排出量を実質ゼロにす
ることを表明しました。

• LafargeHolcim Ltd は、 ス コ ー
プ 1および 2の排出量を含む SBT
と、実質ゼロの意欲的目標を設定し
ました。実質ゼロの道筋に沿った中
間目標は Science-Based Targets 
initiative（SBTi）の認定を受け、建
材企業として世界で初めて「Business 
Ambition for 1.5℃」誓約に署名しま
した。

• Boral Limitedは、異常気象が同社
のグローバル事業に及ぼす影響を特
定するため、資産全体における物理的
リスクの分析を実施しました。

• Bayer AGは、2029年までに排出
量を 42%削減する SBTを設定しま
した。

• Cummins Inc.は、同社の事業全体
で 2050年までに排出量を実質ゼロ
にすることを表明し、2030年までに
GHG排出総量を 50%削減する SBT
（スコープ 1および 2）を発表しました。
さらに、新たに販売する製品からの排
出量を 2030年までに 25%削減する
SBTも設定しました。 

1 2020年 9月に分割されるまでは、Siemens AGが Climate Action 100+対象企業でした。 
今後は Siemens Energyが対象企業となります。

工業セクターの対象企業
Adbri Ltd
Anhui Conch 
Cement Company 
Limited
BASF SE
Bayer AG
Boral Limited
Caterpillar Inc.
CEMEX S.A.B. de 
C.V.
CRH
Cummins Inc.
ダイキン工業株式会社
Dangote Cement 
Plc
Dow Inc
General Electric 
Company
HeidelbergCement 

AG
株式会社日立製作所
Hon Hai Precision 
Industry
Koninklijke Philips 
NV
LafargeHolcim Ltd
L'Air Liquide
LyondellBasell 
Industries Cl A
Martin Marietta 
Materials, Inc.
パナソニック株式会社
Saint Gobain
Siemens Energy1

東レ株式会社
Trane Technologies 
PLC

工業セクター
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はじめに 1

工業セクター

Climate Action 100+ 
ネットゼロ企業ベンチマーク

TPIの提供による開示情報指標

ここでは、Climate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマークの一部の指標につい
て、セクターの取り組み状況を示すデータを見ていきます。 

工業セクターの対象企業の 3分の 1以上（38%）が、2050年までに排出量実質ゼロの
意欲的目標またはターゲットを設定していますが、最も重要なスコープ3の排出量を対
象に含めている企業は 8%にすぎません。半分近く（46%）の企業が中期的な排出量
削減ターゲットを、半分（50%）の企業が短期的ターゲットを設定していますが、自社
の事業活動によって生じる排出量の95%以上を対象とする目標を設定している企業は
それよりやや少なく、中期的ターゲット・短期的ターゲットともに 38%にとどまっていま
す。最も重要なスコープ3の排出量を含めた中期的ターゲットを設定している企業はわ
ずか 8%で、短期的ターゲットでも同様です。3分の 2近く（65%）の企業が気候変動
に対して取締役会レベルで明確な責任を負うことを開示しており、3分の 1近く（31%）
の企業が気候リスクの管理に責任を負う取締役会レベルの役職を設けています。

65%
の企業が、気候変動リスクの管理を
取締役会または取締役会委員会が
監督していることの証拠を提供して
います

ベンチマーク指標 8.1 

中期的ターゲット
ベンチマーク指標 3.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための中期的（2026年～ 2035
年）なターゲットを設定している企業の割合。

実質ゼロの野心的目標
ベンチマーク指標 1.1
明確に定義された排出スコープに関し、 
2050年までにGHG排出量を 100％削減 
する、実質ゼロターゲットまたは意欲的目標を 
設定している企業の割合。

38%46%50%

短期的ターゲット
ベンチマーク指標 4.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための短期的（2020年～ 2025
年）なターゲットを設定している企業の割合。

これらの指標について、詳しくは企業の進捗レビューをご覧ください。
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はじめに 1Cumminsは、エンジン、発電
機、産業機械の製造会社で、本
社は米国インディアナ州コロンバ
スにあります。Cumminsとの
Climate Action 100+エンゲー
ジメントは、Wespath Benefits 
and Investments と AGF 
Investmentsが協同で主導し、
他にも7社の投資家が協力してい
ます。

Climate Action 100+の参加投資家
は、この進捗報告書の対象期間に同社と
の会合を 2回実施しました。

本年は以下を優先事項として同社とのエ
ンゲージメントを実施しました。

• Cumminsの新しい「Planet 2050」
戦略や、同社が実施しているサステナ
ビリティへの取り組みに対し、情報提供
やサポートを行う。 

• 異なる事業部門ごとに排出量実質ゼロ
への移行戦略を明確化する。

• 気候変動への取り組み状況評価と役員
報酬との連動について検討を促す。

• 気候関連のロビー活動の実施状況を
評価し、自社の気候方針と加盟する業
界団体のロビー活動との整合性を確
保するよう求める。

これまでの成果は以下の通りです。

• 2019年 11月、Cumminsは、2050
年までに自社の事業活動によって生じ
る排出を実質ゼロにすることを目指す
サステナビリティ戦略「Planet 2050」
を発表しました。この戦略には、2030
年に向けた以下の中間目標が含まれ
ています。 

- 自社の設備および事業から生じる
GHG排出総量を50%削減（SBT）。 

- 新たに販売する製品から生じるライ
フタイムGHG排出総量を25%削減
（SBT）。

- 顧客との連携により、使用中の製品
から排出されるGHGを 5,500万ト
ン削減。

リード投資家は、Cumminsとのエン
ゲージメントは非常に建設的であり、気
候変動のリスクと機会への取り組みにお
いて同社がセクターを牽引する存在にな
りつつあると考えています。  

2021年のエンゲージメントの主な焦点
は、2050年までに排出量を実質ゼロと
する目標を達成するために Cummins
が行う取り組みについて、より詳しい報
告を行うよう促すことです（製品構成の
変更や、低炭素技術の研究開発への投
資など）。また、参加投資家は引き続き、
気候変動への取り組み状況評価と役員
報酬とを連動させることを提言していき
ます。さらに、新しく発表されたClimate 
Action 100+ネットゼロ企業ベンチ
マークの関連する項目について会合を
開催することを予定しています。たとえば
同社の「Planet 2050」戦略に公正な移
行の考え方を導入することなどが話し合
われる予定です。

ケーススタディ 

CUMMINS INC.  
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はじめに 1CEMEX S.A.B. de C.V. 
（CEMEX）はセメント製造と 
建材の会社で、本社はメキシコに
あります。CEMEXとのClimate 
Action 100+エンゲージメントは
Wells Fargo Asset 
Managementが主導し、
Universities Superannuation 
Scheme（USS）とAlfore XXI 
Banorte（メキシコ最大級の年金
基金）がサポートを行っています。

Climate Action 100+の参加投資家
は、この進捗報告書の対象期間に同社
との会合を 2回実施しました。2度目の
会合では、エンゲージメントグループが
期待事項を詳しく記した書簡に焦点を当
て、CEMEXがどれだけ期待に沿ってい
るか相対的評価を行い、さらなる明確化
とコミットメントとを求めました。 

本年は以下を優先事項として同社とのエ
ンゲージメントを実施しました。

• CEMEXの新しい2030年GHG削減
目標をサポートし、2030年と2050
年の間の中間マイルストーン設定や、
目標達成のための研究開発投資など
についてさらに具体化するよう求めま
した。 

• 目標設定プロセスの中で、IEAの 2℃
シナリオ（2DS）よりも厳しい中心シナ
リオを検討することと、それが同社の
排出量削減目標に与える影響について
分析を行うことを提案しました。

• 同社ではすでに取締役会レベルの強
力な気候リスク監督を行っているの
で、そのことをはっきり示す開示をさら
に行うことと、気候変動への取り組み状
況と役員報酬の連動について、より詳
細に算式を示すことを促しました。

• 同社のスコープ 3排出量とサプライ
チェーン管理について詳細な情報を開
示するよう求めました。 

• 単独でのTCFDレポートを発行するこ
とを提言しました。

これまでの成果は以下の通りです。

• 2020年 2月、CEMEXは 2050年
までに CO2実質ゼロのコンクリートを
提供することを表明しました。また、科
学的根拠に基づく手法によって、2030
年目標の引き上げを行いました。具体
的には、2030年までに実質 CO2排
出量を 1990年比で 35%削減する目
標を設定し、2030年までに30%削減
としていた 2019年の目標から 5%の
上方修正となりました。 

• 新しいGHG削減目標を、CEOおよび
トップマネジメントの変動報酬制度に
連動させました。 

• 2019 Integrated Reportで、TCFD
の枠組みに沿った報告を行い、TCFDの
賛同企業に名を連ねました。TCFDの
賛同企業はメキシコではまだ 8社にす
ぎず、世界の建設セクターではわずか
10社にとどまっています（2020年3月
現在）。

2021 年のエンゲージメントでは、
CEMEXに対し必要に応じて気候関連
の開示をさらに進めるよう引き続き求め
ていくことと、2050年排出量実質ゼロ
の意欲的目標を達成するための計画に
ついて議論を発展させることが主な焦点
となる見込みです。

ケーススタディ 

CEMEX S.A.B. DE C.V.  

写真： Björn Wylezich - stock.adobe.com
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はじめに 1

運輸セクター

Climate Action 100+対象リス
トには 26社の運輸関連企業が名
を連ねています。この中には自動
車メーカーやトラックメーカー、航
空宇宙メーカー、航空会社、海運
会社などが含まれています。    

車両メーカー（自動車およびトラック）と
航空機メーカーの最も重要な排出源は、
その製品で燃料が使用されることによ
る、下流での排出（スコープ 3）です。こ
れらの企業は次の 10年で、車両や航空
機の効率を高め、電化やゼロエミッショ
ン技術に移行していく必要があります。 

航空会社、海運会社の最も重要な排出源
は、輸送の際の燃料使用です。これらの
企業は一般に「排出量削減が困難」と考
えられています。すぐに利用できるコスト
効率のよい脱炭素化の技術が存在しな
いためです。海運業では、船舶の効率向
上とゼロエミッション技術の採用に加え、
高度なバイオ燃料を使用すれば、大きく
排出を削減できる可能性があります。

26社
対象企業 

1.3兆ドル
時価総額 1 

運輸セクター

航空会社や航空宇宙メーカーとのエン
ゲージメントでは、投資家は物理リスク
や風評リスクに加え、規制強化やカーボ
ンプライシングなどの移行リスクに企業
がどのように対処しようとしているかを
把握します。さらに、移行に際してカー
ボンオフセットや機材のアップグレード
をどのように行うかについて、またこれ
と並行して研究開発への投資、低炭素燃
料や代替推進技術の商用化をどのよう
に進めるかについても明らかにしていき
ます。とりわけ航空会社にとって、物理
的リスクは重要な課題です。空港や飛行
パターン、その他の会社資産に影響を及
ぼしかねない異常気象が、気候変動に
よって増加しているからです。新型コロナ
ウイルスによって、航空会社や航空宇宙
メーカーは特に大きな打撃を受けまし
たが、このセクターからの GHG排出が
もたらす長期的影響は重要であり、投資
家はこれらの問題への対処を引き続き
求めていく考えです。 

1 提供元：Bloomberg、2020年 11月 30日現在
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はじめに 1自動車メーカーとのエンゲージメントで
は、投資家は 2050年か、あるいはそ
れより早い段階でバリューチェーン全体
の排出量を実質ゼロとすることと、中期
的にはゼロエミッション車の生産を増や
すことを求めています。製品ライフサイク
ルが平均 15年であることを考えると、自
動車メーカーはゼロエミッション車の開
発をさらに早める必要があります。カリ
フォルニア州では 2035年というコミッ
トメントが出されています。短期的な目
標としては、科学的根拠に基づく目標の
設定、電化の推進や内燃エンジン（ICE）
の改良への投資、役員報酬と気候目標と
の連動、パリ協定に整合するロビー活動
（企業が加入している業界団体によるも
のも含む）などがあります。

本年特に目立った成果は以下の通りで
す。

• Qantas Airways Limitedは、2019
年 10月、航空会社としては世界で初
めて、2050年までに排出量を実質ゼ
ロとすることを表明しました。また、持
続可能な航空燃料に 5,000万ドルの
投資を行うことと、オフセットプログラ
ムを 2倍に増やすことを明らかにしま
した。

• Delta Air Lines, Inc.は、カーボン
ニュートラルを実現し 2020年 3月以
降の全排出量をオフセットすること、こ
の目標達成のために 10億ドルを投資
することを発表しました。

• Rolls-Royceは、2030年までに自
社の事業活動によって生じる排出量を
実質ゼロにし（科学的根拠に基づく目
標）、2050年までに同社が事業を展
開する業界で排出量実質ゼロを達成
するために主導的な役割を果たすとす
るコミットメントを発表しました。これ
らの目標を達成するため、中間目標を
含めたロードマップを 2020年末まで
に公開する予定です。 

• 2020年 10月、American Airlines 
Group Inc.は ESGレポートを発行
し、2050年までに排出量を実質ゼロ
とすることを正式に表明しました。ま
た、このレポートには初めて TCFDイ
ンデックスが含まれています。

運輸セクターの対象企業
A.P. Moller - Maersk
Air France KLM S.A.
Airbus Group
American Airlines 
Group Inc.
Bayerische 
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Aktiengesellschaft 
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はじめに 1

運輸セクター

Climate Action 100+ 
ネットゼロ企業ベンチマーク

TPIの提供による開示情報指標

ここでは、Climate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマークの一部の指標につい
て、セクターの取り組み状況を示すデータを見ていきます。  

運輸セクターの対象企業の 3分の 1以上（38%）が、2050年までに排出量実質ゼロ
のターゲットまたは意欲的目標を設定しており、19%が重要なスコープ 3の排出量を
対象とする目標を設定しています。4分の 1以上（27%）の企業が中期的ターゲットを、
5分の 4（81%）の企業が短期的ターゲットを設定しています。しかし、他のセクター同
様、スコープ 1と2の全排出量を対象とするターゲットを設定している企業はわずかです
（中期的ターゲットでは 23%、短期的ターゲットでは 35%の企業）。最も重要なスコー
プ 3の排出量を含めた中期的ターゲットがある企業は 20分の 1にも満たず（4%）、短
期的ターゲットに至ってはゼロです。 

5分の 4近く（77%）の企業で、取締役会または取締役会委員会が明確に気候リスクの
監督を行っており、半数（50%）の企業が気候リスクの管理に責任を負う取締役会レベ
ルの役職を設けています。

77%
の企業が、気候変動リスクの管理を
取締役会または取締役会委員会が
監督していることの証拠を提供して
います 
ベンチマーク指標 8.1 

中期的ターゲット
ベンチマーク指標 3.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための中期的（2026年～ 2035
年）なターゲットを設定している企業の割合。

実質ゼロの野心的目標
ベンチマーク指標 1.1
明確に定義された排出スコープに関し、 
2050年までにGHG排出量を 100％削減 
する、実質ゼロターゲットまたは意欲的目標を 
設定している企業の割合。

81% 27%

短期的ターゲット
ベンチマーク指標 4.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための短期的（2020年～ 2025
年）なターゲットを設定している企業の割合。

これらの指標について、詳しくは企業の進捗レビューをご覧ください。

38%
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はじめに 12 Degree Investing Initiative（2DII）

2DIIは、企業情報・財務データ提供元の調査に基づき、自動車メーカーの現在および将来の技術構成（電気自動車、ハイ
ブリッド車、エンジン車の割合）の評価を行います。また、それが気候変動シナリオと整合するかどうかを評価します。この
データは、自動車メーカーの実際の生産計画に基づいています。したがって、これにより、自動車メーカーの表明している
意欲的目標が、車両生産の低炭素化に向けた資本支出面での取り組み（現時点で判明しているもの）を反映しているかどう
かを評価することができます。

下の図は自動車メーカーの技術構成を示しており、メーカーの生産計画を IEA B2DSシナリオに照らし合わせて評価する
ものです。データによれば、IEA B2DSシナリオに沿った生産を行えば、2025年までに電気自動車の割合が自動車セク
ターの技術構成の 9%にまで増える計算になります。ところが評価対象企業はこのシナリオに沿っておらず、2025年まで
に各社が計画している電気自動車の生産割合は全体の 4%にすぎません。B2DSシナリオに整合するためには、評価対象
の自動車メーカーは電気自動車を 2倍以上に、ハイブリッド車を 3倍近くまで増やす生産計画が必要となります。

下の図は、自動車メーカーの電気自動車生産について、各 IEAシナリオに整合してい
る企業の割合を示しています。これを見ると、IEA B2DS、IEA SDS、IDA SDSを上
回るシナリオ2のそれぞれに、どれだけの割合の企業が整合しているかがわかります。 

1 2DIIは AutoForecast Solutionsのデータを使用して自動車セクターの調査を行っています。
2 2DIIの「SDSを上回るシナリオ」は、気温上昇が 2℃を超える気候シナリオに整合することを意味しています。

運輸セクター IEAの B2DSシナリオに整合するためには、評価対象の 
自動車メーカーは電気自動車を 2倍以上に、ハイブリッド車を
3倍近くまで増やす生産計画が必要となります。

自動車セクターの対象企業のシナリオとの整合性

l  Beyond 2 Degrees Scenario 
（1.75℃未満）
l  Sustainable Development Scenario 
（1.75℃～ 2℃）
l  Sustainable Development Scenario
を上回る（2℃以上）

29%

7%

64%自動車セクターの対象企業の車両タイプについて、 
その計画比率と 1.75℃未満のシナリオ1を達成するために
必要な比率

自動車セクターの対象企業の、2019年、 
2020年の実際の車両タイプ比率

2025年に必要な比率 2025年の計画比率 2019年の実際の比率 2020年の実際の比率

69% 87% 95% 92%

22%

8% 4% 6%9% 4% 1% 2%

l  電気自動車   l ハイブリッド車   l エンジン車

Climate Action 100+ 
ネットゼロ企業ベンチマーク

資本配分指標
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はじめに 1Qantasはオーストラリア最大の
航空会社（保有機数ベース）で、本
社はシドニーにあります。Climate 
Action 100+エンゲージメント
は AustralianSuperが主導し、
IGCCがサポートを行っています。 

以下を優先事項としてQantasとのエン
ゲージメントを実施しています。 

• 脱炭素化に向けた長期計画と、それに
関連する投資や活動（オフセットプログ
ラムなど）。

• 燃料効率や機材のアップグレードに関
連する短期・中期の目標。

• 移行リスクや物理リスクが財務に及ぼ
す影響を明らかにするためのシナリオ
分析の実施。

2019年後半、Qantasは以下のように、
重要なコミットメントをいくつも発表しま
した。

• 2050年までに排出量を実質ゼロとす
る目標（航空会社としては世界で 2例
目）。

• 排出量を現在（2019年）のレベルに抑
えることを表明。

• オフセットプログラムを事実上 2倍に
拡張。

• 次の 10年間に、持続可能なバイオ
ジェット燃料に 5,000万ドルを投資。

また、Qantasは 2020年、ボーイング
747型機の退役を決めました。ボーイン
グ 747型機は同サイズの他機と比べて
効率が 20%劣っていました。さらに同
社は、航空連合 oneworldに加盟する
大手航空会社 12社との共同コミットメン
トに署名しました。このコミットメントは、
2050年までに連合全体で排出量実質
ゼロを目指すもので、航空連合では他に
類を見ません。 

2020 年、 新型コロナウイルスが
Qantasに大きな試練をもたらしまし
た。広い範囲で州境が閉鎖され、オース
トリア政府もパンデミックへの対処とし
て事実上の国境閉鎖に踏み切ったため
です。そのため、2020年は、Climate 
Action 100+の目標に向けた進展が当
初の計画よりも少なくなりました。しかし
ながら、2021年、2022年には通常の
エンゲージメントを再開できるものと思
われます。今後 2年間のエンゲージメン
トでは、a)バイオ燃料への投資計画を
進めるための関係者との協調、b)シナリ
オ分析の強化、c)ビジネス戦略と気候目
標・資本投資との連携、などが主な優先
事項となります。 

ケーススタディ 

QANTAS AIRWAYS LIMITED  

写真： Steve Mann - stock.adobe.com
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ケーススタディ 

ROLLS ROYCE  

Rolls-Royceは、民間航空宇
宙、パワーシステム、防衛航空機
などを手掛ける会社で、本社は英
国にあります。Rolls-Royceとの
Climate Action 100+エンゲー
ジメントは EOS at Federated 
Hermesが主導し、他に 7社の投
資家が協力しています。

新型コロナウイルスの感染拡大はエン
ゲージメントにも影響を及ぼしました。
特に、同社のエンジンを使用した航空機
の飛行時間の減少は、大幅な収益減をも
たらしました。Rolls-Royceは、株主割
当増資、社債発行、新たなタームローン
などの資本増強パッケージによって、新
たな資金調達を行おうとしています。 

同社とのエンゲージメントは 2017年か
ら継続しており、社内の専門家、上級管
理職、取締役議長の同席の下、建設的な
話し合いを進めてきました。この 1年は3
回の会合が開かれ、そのうち 1回は生産
施設を訪問して別の社内専門家との会
議も行いました。2020年の年次総会で

は、リード投資家が同社の 2050年排出
量実質ゼロの目標に歓迎の弁を述べた
上で、エンゲージメントの優先事項に関
連した質問を行いました。CEOは、同
社が事業を展開するセクターで2050年
までに排出量実質ゼロを達成するため
に、主導的な役割を果たしていくとする
コミットメントを繰り返し述べ、特に航空
業界にとってはこれこそがコロナ後の復
活の鍵であるとの信念を強調しました。

本年は以下を優先事項として同社とのエ
ンゲージメントを実施しました。

1.   スコープ 3の排出量を含み、2050年
までに排出量実質ゼロの目標と整合
する、新たな中間目標を設定するよう
促す。

2.  気候関連シナリオ分析を実施・開示し、
事業計画に組み込むことを求める。

3.   気候変動関連の財務情報開示を強化
するよう求める。

4.   気候変動への取り組み状況評価と役
員報酬との連動について検討を求め
る。

これまでの成果は以下の通りです。

• Rolls-Royceは、報告の改善に継続
して取り組み、2020年前半に公開さ
れた 2019 Annual ReportでTCFD
の提言に沿った報告を行いました。 

• 2020年 6月、自社の事業活動と設
備から生じる排出量を 2030年までに
実質ゼロにし（科学的根拠に基づく目
標）、2050年までに同社が事業を展
開するセクターで実質ゼロを達成する
ために主導的な役割を果たすとするコ
ミットメントを発表しました。そして、こ
の新たな目標を達成するため、以下の
対策を進めることを表明しました。

- 燃料業界と連携し、低炭素な代替燃
料の供給を増やす。

- 画期的な新技術（電動技術やハイブ
リッド技術、小型モジュール原子炉な
ど）の開発・配備を急ぐ。

- 低炭素エネルギーの利用増につな
がる技術を生み出す（マイクログリッ
ドなど）。

- 自社の事業を 100%再生可能エネ
ルギーで賄う。

- 有価金属の閉ループ製造技術を導入
する。

2021年のエンゲージメントでは、排出量
実質ゼロ目標および中間目標を達成する
ための計画の評価（特に、コロナ後の航
空業界の復活を考慮）、気候関連シナリオ
と目標の事業計画への統合、気候関連の
開示の強化、役員報酬と実質ゼロへの道
筋の連携、直接的・間接的な政策提言の
ガバナンスなどを取り上げる予定です。

写真：Steve Mann - 
stock.adobe.com
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はじめに 1Ford Motor Company（Ford）
は、米国に本社を置く世界的な
自動車メーカーです。Climate 
Action 100+エンゲージメント
は、New York City Office of 
the ComptrollerとNew York 
State Common Retirement 
Fundが主導し、Ceresがサポー
トを行っています。

この 1年間に、投資家は同社との会合を
6回以上実施しました。そのうち 1回は、
Ceresの主催によるラウンドテーブルで
す。また、ロビー活動に関する情報開示
を求める株主決議の提案を行った他、気
候関連のロビー活動に関する投資家か
らの期待事項をまとめた書簡を送りまし
た。本年は以下を優先事項として同社と
のエンゲージメントを実施しました。

• 長期の意欲的目標の上方修正。

• ロビー活動および責任ある政策関与。

• 信頼性の高いシナリオ分析。

この 1年間に、Fordでは以下のような
成果が達成されました。

• 2020年 6月、Fordは 2050年まで
にカーボンニュートラルを達成する目
標を設定しました。

• 2020年 8月、カリフォルニア州との
和解合意書（カリフォルニア協定）に署
名し、トランプ政権の排ガス規制よりも
厳しい基準に従うことに同意しました。 

• 2020年 9月、新たなカリフォルニア
広告キャンペーンで、カリフォルニア
州の排ガス基準への支持を打ち出し、
トランプ政権側につくシボレー（GM）、
ジープ（FCA）、トヨタなどのライバル
を非難しました。 

• 国 連 の「Business Ambition for 
1.5℃」に署名し、スコープ 1、2、3の
排出量を対象とする科学的根拠に基づ
く目標（SBT)をを設定することを表明
しました。 

2021年のエンゲージメントでは、主に気
候関連のロビー活動と、それに関連した
情報開示について議論を進めます。この
中には、2025年以降の自動車排ガス基
準の策定や、トランプ政権の基準の修正
において、建設的な役割を果たしていく
ことも含まれています。また、投資家は、
SBT設定の進捗状況もモニタリングして
いく予定です。

ケーススタディ 

FORD MOTOR COMPANY  
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消費財セクター

Climate Action 100+対象企
業に選ばれている 14社の消費財
関連企業には、小売業者、食品飲
料メーカー、消費財メーカー、製
紙会社が含まれています。

これらの企業の最も重要な排出源は、事
業構成にもよりますが、主に以下のもの
が挙げられます。

• 原材料の購入や小売店で販売される
商品から生じるサプライチェーン（ス
コープ 3）の排出量。これには、農業
からの排出量、工業からの排出量、森
林伐採、その他の土地利用の変化によ
る排出量、廃棄物からの排出量が含ま
れます。

• 直接または間接（サプライチェーン経
由）の、輸送による排出量。

• 売場面積の大きい企業による電力から
の排出量。

14社
対象企業 

1.9兆ドル
時価総額 1 

消費財セクター
これらの企業とのエンゲージメントで、
投資家はスコープ 3の排出量を含む
2050年排出量実質ゼロの目標を設定
することを求めています。このセクターの
対象企業の多くは、大量の生産物を農業
や林業のサプライチェーンから調達して
います。そのため、投資家は企業がそれ
らのリスクにどのように対処しようとして
いるかを把握するようにしています。さ
らに、これらのサプライチェーンの大部
分は気候変動による物理的リスクにさら
されています。したがって、投資家は企
業にそうしたバリューチェーンも含めた
物理的リスクのシナリオ分析を行うよう
求めています。また、このセクターでは、
面積の広い小売店や施設などで大量の
電力を使用する企業があり、電力購買契
約などの再生可能エネルギー調達計画
によって電力利用の脱炭素化を図ること
も重要な優先課題です。

1 提供元：Bloomberg、2020年 11月 30日現在
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はじめに 1以下のように、本年は多くの企業で
Climate Action 100+の目標達成に向
けた目覚ましい進展がありました。

• Coca-Cola Companyは、GHG排
出量（スコープ 1、2、3）を、2030年ま
でに 2015年比で 25%削減する SBT
を発表しました。 

• Colgate-Palmolive Companyは、
2040年までに排出量を実質ゼロとす
るコミットメントを含む、新たなサステ
ナビリティ目標を発表しました。

• Danone S.A.は、自社の事業活動と
バリューチェーン全体で、自社の気候
目標を 1.5℃の地球温暖化の道筋に整
合させることを表明しました。 

• PepsiCo, Inc.は、2020年末まで
に米国での事業活動を 100%再生エ
ネルギーで賄うことを表明し、国連の
Business Ambition for 1.5℃コミッ
トメントに署名しました。

• Unilever PLCは、2039年までに自
社の全製品からの排出量を実質ゼロと
することを表明しました。 

• Walmart, Inc.は、2040年までに
GHG排出量（スコープ 1、2）を実質ゼ
ロとする新たな目標を発表しました。ま
た、その一環として、2030年までに
5,000万エーカー（約 20万平方キロ
メートル）の土地と 100万平方マイル
（約 259万平方キロメートル）の海を
保護、管理、また復元することを表明
しました。

• Woolworths Group Limited は、
2050年までに排出量を実質ゼロとす
ることを表明し、2030年までに自社
の事業活動によって生じる排出総量を
2015年比で 63%、スコープ 3からの
排出量を 19%削減する、SBTを設定
しました。

消費財セクターの対象企業
Bunge Limited
Coca-Cola Company
Colgate-Palmolive Company
Danone S.A.
International Paper Company
Nestlé
PepsiCo, Inc.
Procter & Gamble Company
Suzano S.A.
Unilever PLC
Walmart, Inc.
Wesfarmers
Weyerhaeuser Company
Woolworths Group Limited

消費財セクター
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消費財セクター

Climate Action 100+ 
ネットゼロ企業ベンチマーク

TPIの提供による開示情報指標

ここでは、Climate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマークの一部の指標につい
て、セクターの取り組み状況を示すデータを見ていきます。 

消費財セクターの対象企業の 3分の 1弱（31%）が、排出量実質ゼロのターゲットまた
は意欲的目標を設定しており、12%が最も重要なスコープ 3の排出量を含めた目標を
設定しています。半分以上（57%）の企業が短期・中期の排出量削減ターゲットを設定
しています。しかし、実質ゼロ目標と同様、最も重要なスコープ 3の排出量を含めてい
る企業は少なく、短期的ターゲット・中期的ターゲットとも、14%にとどまっています。
ほぼすべて（93%）の企業が、取締役会または取締役会委員会による気候変動リスクの
明確な監督を行っており、半数の企業が気候リスクの管理に責任を負う取締役会メン
バーを具体的に指名しています。

93%
の企業が、気候変動リスクの管理を
取締役会または取締役会委員会が
監督していることの証拠を提供して
います

ベンチマーク指標 8.1 

中期的ターゲット
ベンチマーク指標 3.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための中期的（2026年～ 2035
年）なターゲットを設定している企業の割合。

実質ゼロの野心的目標
ベンチマーク指標 1.1
明確に定義された排出スコープに関し、 
2050年までにGHG排出量を 100％削減 
する、実質ゼロターゲットまたは意欲的目標を 
設定している企業の割合。

57% 57%

短期的ターゲット
ベンチマーク指標 4.1
明確に定義された排出スコープに関し、GHG
排出量削減のための短期的（2020年～ 2025
年）なターゲットを設定している企業の割合。

これらの指標について、詳しくは企業の進捗レビューをご覧ください。

31%
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ケーススタディ 

UNILEVER PLC  

Unileverは消費財を扱う 
多国籍企業で、本社は英国の 
ロンドンにあります。Unileverと
の Climate Action 100+エン
ゲージメントはCCLAが主導し、 
他に 6社の投資家が協力して
います。2020年 9月までは、 
APG Asset Managementが 
グループを主導していました。 
また、Majedie Asset 
ManagementもClimate 
Action 100+の一員として 
個別にUnileverへのエンゲージ
メントを実施しています。

Climate Action 100+のエンゲージメ
ントグループの参加投資家は、この進捗
報告書の対象期間にUnileverとの会合
を3回実施しました。そのうち、Unilever
の Reporting and Sustainability 部
門の担当者が参加した会合では、セク
ターを超えた変化を作り出す戦略の策
定に、同社と投資家とが協力して取り組
みました。 

本年は以下を優先事項として同社とのエ
ンゲージメントを実施しました。

• UnileverのTCFDレポートの拡充（使
用したメトリクスなど）。

• 気候関連リスク・機会の管理における
同社の先進的な取り組みの拡大・支
持・促進。

• 気候変動への同社の取り組みを社外
に広げ、セクターの変化につなげる。

これまでの成果は以下の通りです。

• Unileverは 2030年までにスコープ
1、2の排出量を 100%削減するとい
う、すでに設定済みの SBTに加え、
2039年までに全製品からの排出量実
質ゼロを達成するというコミットメント
を 2020年 6月に発表しました。ス
コープ 3目標の達成のため、SBTを
設定したサプライヤーとの取引を優先
する考えを示しました。また、将来的
に全製品でカーボンフットプリント表
示を行います。

• 2023年までに、全製品を生分解可能
とし、サプライチェーンでの森林破壊
をゼロとする目標を掲げました。デジタ
ル技術の導入によってサプライチェー
ンのトレーサビリティと透明性を向上
させ、全サプライヤーに環境再生型農
業規範（Regenerative Agriculture 
Code）を新たに適用することを表明し
ています。

• 新たに Climate & Nature Fund（気
候 &自然基金）を創設し、10億ユーロ
の投資を行うことを発表しました。この
基金は、今後 10年にわたり、景観回
復、森林再生、炭素隔離、野生生物保
護、水の保全などのプロジェクトに活用
されます。

• 年次報告書で TCFD提言に則った報
告を行い、さらに TCFDの賛同企業に
も名を連ねています。

2021年のエンゲージメントの主な焦点
は、これまでに引き続き、同社の先駆的
な取り組みから知見を得てセクター全体
にプラスの影響を広げていくことです。た
とえば、セクターの脱炭素化戦略に関す
るClimate Action 100+の今後のワー
クストリームで、時代の先を行く同社の取
り組みを重点的に紹介するのも一つの
方法だと考えています。また、エンゲー
ジメントグループは、Unileverの CFO
を交えた会合を確保し、必要に応じて気
候変動関連の情報開示を一層進めるよ
う働きかけていきます。

写真： JHVEPhoto - stock.adobe.com
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進捗状況
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エンゲージメントの報告 

Climate Action 100+エンゲージメントは

160社 32
市場を対象に、 
5つの地域ワーキング 
グループで実施

4
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アジアワーキンググループは、
AIGCCとPRIが共同で運営して
います。アジアの多種多様な対象
企業 32社へのエンゲージメント
に関心を持つ、アジア、ヨーロッ
パ、オーストラリア、米国の投資家
で構成されています。

2020年の戦略的活動

本年、ワーキンググループは以下の活動
を実施しました。

• 同グループの戦略的諮問機関である
Asia Advisory Groupを拡大し、メ
ンバーにアジアの投資家を増やしま
した。

• ウェビナーとワークショップを開催し
ました。アジアの自動車関連企業、
電力・公益事業関連企業の進捗状
況（Carbon Tracker Initiative）、
日本の業界団体におけるロビー活動
（InfluenceMap）、アジア市場にお
けるエンゲージメントツールとエスカ
レーションに関する戦略セッションな
どのテーマで実施しました。 

• 北京で対面によるワークショップを開
催しました。投資家エンゲージメント
の戦略と優良事例、分析、セクター間
の協力促進などのテーマを取り上げま
した。

• ワーキンググループの定期ミーティン
グを開催しました。

2020年のアジアでは、多くの企業で
経営陣とのエンゲージメントが行われた
り、投資家と企業との話し合いから排出

量実質ゼロのコミットメントが多数生ま
れたりするなど、有意義な成果が得られ
ました。情報開示も、TCFDへの整合を
含めて急速な進展が見られ、今後さらに
進むものと期待されます。地域の事情や
文化に詳しいアジアの投資家とエンゲー
ジメント経験の豊富な国際的投資家とを
組み合わせるアジアワーキンググループ
のエンゲージメント手法が、引き続き功
を奏した形です。新型コロナウイルスの
影響で会議をオンラインに移行すること
になり、対面で会議を行うことが多いア
ジアのエンゲージメントは苦労を強いら
れましたが、多くのエンゲージメントはデ
ジタルプラットフォームを利用して再開
し、より多くの欧米の投資家の参加を可
能にしました。

アジアでは課題もまた大きく複雑です。
多くの市場では、政府のエネルギー政策
やパリ協定に基づくNDCが企業の気候
リスク管理や排出量削減目標に及ぼす
影響が大きく、意欲的な目標の設定が妨
げられてしまう場合があります。たとえば
中国の企業、特に国有企業（SOE）はより
政策主導の傾向が強く、規制がない限り
変化を起こそうという意識が生まれませ
ん。しかし注目すべきことに、2020年 9
月、中国政府が 2060年までに実質ゼロ

を達成するという国家目標を発表し、す
ぐに後を追うように日本と韓国が 2050
年までに実質ゼロのコミットメントを正
式に表明しました。アジアでこうした発表
が相次いだことは、企業とのエンゲージ
メントに多くの機会をもたらし、企業がよ
り意欲的な目標を掲げるための起爆剤
になると思われます。これまで化石燃料
に依存するエネルギー政策がとられてい
た国では、そのことが企業の脱炭素化計
画の足かせとなっていました。 

日本や韓国の金融グループでは新規の
石炭事業への融資を行わないとする動
きが広がりましたが、各政府の発表はそ
ういった最近の傾向に沿ったもので、す
でにアジアの主要な市場では石炭火力
発電の短期・中期の資金調達オプション
が変化しています。今投資家が果たすべ
き役割は、企業がこれらの政策にどのよ
うに対応しようとしているのかを見守り、
毎年のエンゲージメントでその成果を確
認することです。

2021年の優先事項としては、各国の政
策立案者とのエンゲージメント、現地の
投資家の参加促進、さらに、排出量実質
ゼロ目標を掲げる企業の脱炭素化計画
の詳細の把握といったことに引き続き取
り組んでいきます。

AIGCC-PRIアジアワーキンググループの
進捗状況

2020年のアジアでは、 
多くの企業で経営陣との
エンゲージメントが行われ
たり、投資家と企業との 
話し合いから排出量実質
ゼロのコミットメントが 
多数生まれたりするなど、
有意義な成果が得られ 
ました。
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2020年、アジアでClimate Action 100+を支援してくだ
さったAsia Advisory Groupの皆様に感謝いたします。

Amar Gill, Managing Director and Head of Investment 
Stewardship for Asia Pacific, BlackRock

Anne Simpson, Managing Investment Director, Board 
Governance & Sustainability, CalPERS

Ben Pincombe, Head of Stewardship,  
Climate Change, PRI

Crystal Geng, Head of Group ESG,  
Ping An Insurance (Group) Company of China

小森博司、市場運用部次長、スチュワードシップ推進課長、 
年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）

Srinivas Jain, Executive Director & Chief of Strategy, 
Digital & Technology, SBI Funds Management Private 
Limited

Rebecca Mikula-Wright, Executive Director, AIGCC

Richard Pan, Managing Director, Head of QFII 
Investment, Head of International Business,  
China Asset Management Co Ltd.

川添誠司、シニアスチュワードシップオフィサー、 
三井住友トラスト・アセットマネジメント

Sophia Cheung, CIO, Cathay Financial Holdings

AIGCC-PRIアジアワーキンググループの進捗状況

AIGCC-PRIワーキンググループの 
エンゲージメント対象企業
各市場の対象企業

10

7
3

3

3

5 1

日本 韓国

台湾 
中国 

インドネシア 

タイ インド 

各セクターの対象企業 

5
運輸

9
石油・ガス

6
工業

3
電力・公益
事業

9
採鉱・金属
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Ceres北米ワーキンググループの 
進捗状況

Ceres北米ワーキンググループ
は、対象企業 32社のエンゲージ
メントを行っています。参加投資家
は広範囲にわたっていますが、最
も多いのは米国、カナダ、ヨーロッ
パ、アジアです。

2020年、ワーキンググループは以下の
活動を実施しました。

• 石油・ガス精製、石油・ガス中流部門、
電力、運輸を対象とする 4つのセク
ターのワーキンググループを新たに発
足させました。 

• 投資家にセクターやエンゲージメント
の進捗状況を提供する隔月のニュース
レターを発刊しました。

• Climate Action 100+がフラグをた
てた 10件の株主決議に関し、投票を
促すためのロードショーを行うなど、投
資家のエスカレーション戦略をサポー
トしました。 

Climate Action 100+エンゲージメ
ントは逆境の中での実施となりました。
2020年、米国では経済、社会、政治
が激変し、新型コロナウイルス感染症の
猛威にも見舞われました。規制やロック
ダウンによって、企業も投資家も大きな
経済的打撃を受けました。さらに、北米
では気候変動の物理的影響が露わにな
りました。米国西部、メキシコ、カナダ
で発生した山火事は数百万エーカーの
土地を焼き尽くし、猛烈な勢力だった大
西洋のハリケーンシーズンでは、米国で
名前が付けられたハリケーンの上陸数
の記録が塗り替えられました。 

そうした中でも、投資家は気候変動によ
るシステミックリスクに対処するよう企業
に求め続けました。新型コロナウイルス
の影響で遅れが生じたケースもありまし
たが、多くのエンゲージメントはオンライ
ンで再開されました。一部、対面での年
次総会が開かれず、投資家が予定してい
た声明の発表ができなかったケースも
あります。前年同様、Climate Action 
100+を通じた投資家のエンゲージメン
トを拒む企業に対して、株主決議の申し
立てが行われました。 

本年は電力・公益事業セクターで大部
分の企業が排出量実質ゼロの目標を掲
げるという目覚ましい進展が見られまし
た。また、より意欲的な排出量削減中間
目標を掲げて脱炭素化計画を前進させ
た企業も多数にのぼりました。さらに、石
油・ガスセクターでも、多くの企業が自社
の長期脱炭素化計画に整合しない資産
の評価損計上に踏み切り、新たに再生可
能エネルギーやカーボンオフセットへの
投資を表明しました。

本年は電力・公益事業セクターで大部分の 
企業が排出量実質ゼロの目標を掲げるという 
目覚ましい進展が見られました。 
また、より意欲的な排出量削減中間目標を 
掲げて脱炭素化計画を前進させた企業も 
多数にのぼりました。
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米国でのエンゲージメントにとっては政
治情勢も難敵でした。連邦政府（トランプ
政権）が主導する規制緩和で、発電所か
らの二酸化炭素排出規制を始めとする
多くの気候政策や環境政策が撤廃され
ました。規制が緩和されたにもかかわら
ず、電力・公益事業セクターの石炭離れ
はますます加速しています。これは、再生
可能エネルギーを含めた低炭素燃料が
経済的に優れているためです。トランプ
政権は、自動車やトラックの GHG排出
量削減のための施策も廃止しました。燃
費とGHG排出量に関する新たな基準が
導入されましたが、それまでは燃費と排
出量を2025年までに毎年約5%ずつ改
善するように求められていたのが、新た
な基準では年 1.5%という最低限のレベ
ルまで大幅に引き下げられたのです。さ
らに、トランプ政権は州がこれより厳しい
基準を設定できる権限も剥奪しました。

Ceres北米ワーキンググループの 
エンゲージメント対象企業
各市場の対象企業

27
米国 

5
カナダ 

各セクターの対象企業

3
運輸

14
石油・ガス 

5
その他

10
電力・公益事業 

11月には、2020年米国大統領選挙で
ジョー・バイデンとカマラ・ハリスが勝利
しました。新政権は米国の気候政策をが
らりと変えるでしょう。バイデン政権下で
米国はパリ協定に復帰し、2035年まで
に全米で 100%クリーンエネルギーを達
成する目標を掲げると見られています。
また、バイデン政権は、トランプ政権に
よる環境・気候規制緩和の多くを撤回し、
2050年ネットゼロに移行することを目
指して 2兆ドルという巨額の投資を行う
意向を示しています。 

Climate Action 100+のエンゲージメ
ントグループの投資家は、米国の気候
政策の転換がもたらすであろう機運に乗
じ、国内の対象企業にさらなる意欲的な
取り組みを促していきます。

Ceresの 
セクター専門家

北米で Ceresが主導するエン
ゲージメントを支援するCeres
のセクター専門家の皆様に感謝
いたします。

Andrew Logan, Senior 
Director, 石油・ガス

Dan Bakal, Senior Director, 
電力

Dan Seligman, Director,  
エネルギー効率

Carol Lee Rawn, Senior 
Director, 運輸

Meryl Richards, Ph.D., 
Director, 食品・林業

Tracey Cameron, Senior 
Manager, 企業気候エンゲージ
メント

Ceres北米ワーキンググループの進捗状況
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IGCCオーストラレーシアワーキンググループの 
進捗状況

IGCCオーストラレーシアワーキン
ググループは、オーストラリア、ヨー
ロッパ、アジアの 60社強の投資
家で構成されています。オーストラ
リア証券取引所（ASX）に上場す
る企業 13社を対象にエンゲージ
メントを行っています。 

この報告書の対象期間に、ワーキンググ
ループは以下の活動を実施しました。

• 物理リスクと移行リスクをテーマに、投
資家によるラウンドテーブルを 2回実
施しました。

• ウェビナーを開催しました。テーマは、
SBT、地域の石油・ガスセクターの移行
の道筋、Carbon Tracker Initiative、
InfluenceMap、Transition Pathway 
Initiativeが発行したレポートの概要
説明です。

• オーストラレーシア地域の石油・ガス
ワーキンググループを発足させまし
た。特にガス関連の問題に取り組み
ます。

• 隔月でワーキンググループの定期ミー
ティングを実施しました。また、2020
年 2月にはメルボルンで対面でのプラ
ンニングデーを開催しました。

この地域の対象企業の半分以上（62%）
が 2050年までに排出量を実質ゼロに
するターゲットまたは意欲的目標をすで
に発表しており、全企業が TCFDの提言
に沿った報告を行っています。また、多
くの企業が業界団体への参加状況につ
いて、社内の気候方針との整合性評価と
あわせて開示しています。SBTiの認定
を受けた、SBTを設定済みの対象企業
も 2社あります。 

長期的に脱炭素化を目指す流れには明
るい見通しが感じられるものの、オースト
ラレーシア地域の対象企業は現時点で
はまだ目標のスコープが明確でなく、特
にスコープ3の重要な排出源を対象とし
ているかどうかがはっきりしていません。
また、問題のある気候関連ロビー活動
を行っている業界団体への支持を続け
ている企業もあり、エスカレーションの
表明や脱退の計画も示されていません。
オーストラリアの投資家が注視している
のは、オーストラリアの輸出品目と電源
構成における天然ガスの役割です。その
背景には、2020年にこのセクターで資
産の評価損計上が相次ぎ、世界的にガス
の需要力学が変化したことや、再生可能
エネルギーや電池などの代替製品の経
済性が向上していることなどがあります。

他の地域同様、新型コロナウイルスの影
響も深刻です。オーストラリアでは広い
範囲で州境・国境閉鎖とロックダウンが
実施されたため企業も優先順位を変更
せざるを得ず、エンゲージメントはさら
に厳しいものとなりました。化石燃料関
連のロビー活動が増加し、加えてオース
トラリア連邦政府が「ガス燃焼による回
復」を打ち出したことも、オーストラリア
の天然ガスの役割を見直すエンゲージ
メントに影を落としました。投資家は気
候変動を企業の重要な優先事項とする
考えに変わりはなく、2021年も引き続き
目標の引き上げを求めていきます。 

エンゲージメントの次のフェーズでは、
2050年排出量実質ゼロの道筋に沿っ
た短期・中期・長期の目標の設定をさら
に呼びかけていきます。企業とのエン
ゲージメントでは、セクターの脱炭素化
戦略（資本支出計画を含む）の詳細、ス
コープ 3の排出量、物理的リスク評価、
業界団体関連の開示や方針などの把握
にも重点的に取り組む予定です。

IGCCオーストラレーシアワーキング 
グループのエンゲージメント対象企業 *

各セクターの対象企業

1
運輸

3
石油・ガス

2
工業

1
電力・ 
公益事業

2
消費財

4
採鉱・金属

*  このうち 2社は IIGCCヨーロッパワーキンググループのエンゲージメント対象にも
なっています。
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Climate Action 100+のガバナンス

付録

IIGCCヨーロッパワーキンググ
ループは、ヨーロッパの 15カ国
46社とエンゲージメントを行って
います。

この報告書の対象期間に、ワーキンググ
ループは以下の活動を実施しました。

• 企業と投資家のラウンドテーブルを実
施しました。鉄鋼セクターの脱炭素化、
石油・ガスセクターの実質ゼロ基準、
自然に基づく解決策（Nature-based 
Solutions）、大型車両の脱炭素化、
CCS、水素をテーマとして取り上げま
した。

• 石油・ガス、採鉱、電力、セメント、化
学の各セクターを対象に、セクターの
進捗状況と戦略について話し合うミー
ティングを四半期ごとに開催しました。

• IIGCCの Corporateチームにさらに
助言を行うため、投資家で構成される
Advisory Groupを発足させました。

IIGCCヨーロッパワーキンググループの
進捗状況

IIGCCヨーロッパワーキンググループ
のエンゲージメント対象企業の半数近く
が、2050年までに排出量を実質ゼロと
する目標を設定しています。目標の具体
性や対象とする範囲にはばらつきがあり
ますが、意欲的に脱炭素化を目指す流れ
ができており、明るい見通しが感じられ
ます。また、スコープ３が重要とみられ
る場合に、これを対象としたターゲットを
掲げる企業も増えました。SBTを設定し
ている企業も増加し、気候関連のロビー
活動に関する企業情報開示も進展して
います。

他の地域同様、ヨーロッパでも国有企
業へのエンゲージメントは難航していま
す。また、ヨーロッパワーキンググルー
プはさまざまな異なる法制度の下でエ
ンゲージメントを行っているため、株主
の権利を行使する際に複雑さが生じる
場合があります。
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IIGCCヨーロッパワーキンググループの
エンゲージメント対象企業

各市場の対象企業 各セクターの対象企業

7
運輸  

10
石油・ガス 

13
電力・公益事業 

9
採鉱・金属

8
工業

4
建設資材

*このうち 2社は IGCCオーストラレーシアワーキンググループのエンゲージメント対象にもなっています。

IIGCCヨーロッパワーキンググループの進捗状況

IIGCCヨーロッパ 
ワーキンググループの 
エンゲージメント対象 
企業の半数近くが、
2050年までに排出量を
実質ゼロとする目標を
設定しています。

2021年は以下の活動を予定していま
す。

• 石油・ガス、公益事業、鉄鋼、トラッ
ク・自動車セクターを対象に、排出量
実質ゼロの基準を作成します。

• 投資家向けに、成果達成のためのさ
まざまなエンゲージメント手法やエン
ゲージメントのエスカレーションに関
するガイダンスを作成します。

• Climate Action 100+ネットゼロ企
業ベンチマークに基づく企業エンゲー
ジメントを進め、ベンチマークに沿っ
た開示へのコミットメントを増やして
いきます。 7*

英国

3
スペイン 

2
スウェーデン 

1
スイス 

7
フランス 

9

ドイツ 
1

アイルランド 
3

オランダ

1

オーストリア 

1
チェコ 
共和国 

1
フィンランド 

3
イタリア 

1
ノルウェー 

1

ルクセンブルク 5
ロシア 
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付録

PRIグローバルワーキンググルー
プには 16カ国 39社の対象企業
が含まれています。投資家はさま
ざまな地域の企業とエンゲージメ
ントを行いますが、最も多いのは
ヨーロッパと米国です。 

本年、PRIグローバルワーキンググルー
プは以下の活動を実施しました。

• これまで、セクター別（航空、食品飲
料、林業）の小規模なワーキンググルー
プで、リード投資家同士で経験や優良
事例などの情報交換を行ってきました
が、それをさらに推し進めました。

• 国有の石油・ガス企業へのエンゲージ
メントを担当するリード投資家のワー
キンググループを新たに発足させま
した。

• 航空、石油・ガス、パルプ・製紙・木材
の各セクターで、脱炭素化戦略に関す
る投資家のウェビナーを開催しました。

• ワーキンググループ内で、企業のエン
ゲージメントを行っている全投資家を
対象としたウェビナーを四半期ごとに
実施しました。

PRIグローバルワーキンググループの 
進捗状況

• 航空宇宙セクター向けに気候変動
に関する投資家の要望をまとめた初
の 声 明 書 Investor Expectations 
Statement on Climate Change 
for Air l ines and Aerospace 
Companiesを出しました。当初の段
階で機関投資家 122社（運用資産総額
約 6兆ドル）が署名しました。

• 中南米およびメキシコで参加投資家を
募るウェビナーを 2回開催しました。

PRIグローバルワーキンググループのエ
ンゲージメント対象企業は本年、意味の
ある成果を上げましたが、その状況はさ
まざまです。これまでに 17社以上の企
業が、ある程度の範囲で 2050年まで
に（あるいはそれより早く）排出量を実質
ゼロとすることを表明しています。また、
TCFD提言に沿った開示や、気候ガバナ
ンスへのコミットメントを行う企業も増
加しています。特筆すべきは、中南米・メ
キシコの対象企業が当初困難に見舞わ
れながらも、本年大きな成果を挙げたこ
とです。この地域では現在、8社とのエ
ンゲージメントが進行中です（PEMEX、
Grupo México、Grupo Argos S.A、
CEMEX、Ecopetrol、Vale、Suzano、
Petrobras）。また、中南米・メキシコ
では新たに 3社の投資家が加わりまし
た。現地の情報が得られやすくなり、エ
ンゲージメントのキャパシティも上がり
ました。

PRIグローバルワーキング
グループのエンゲージ 
メント対象企業は本年、 
意味のある成果を上げ 
ましたが、その状況は 
さまざまです。これまでに
17社以上の企業が、 
ある程度の範囲で2050年
までに（あるいはそれより
早く）排出量を実質ゼロと
することを表明しています。
また、TCFD提言に沿った
開示や、気候ガバナンスへ
のコミットメントも増加して 
います。
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PRIグローバルワーキンググループの 
エンゲージメント対象企業

2
英国

1
スイス 

2
フランス 

2
南アフリカ 

1

ドイツ 
1

ポーランド 

1
カナダ 

1
メキシコ 

1
アイルランド 

3
ブラジル 

19
米国 

1

コロンビア 

1
デンマーク 

1
ナイジェリア 

2
 オランダ 

各市場の対象企業

PRIグローバルワーキンググループの進捗状況

3
石油・ガス 

5
電力・公益事業 

9
消費財

3
採鉱・金属

9
工業

10
運輸

各セクターの対象企業 

このグループは対象地域がグローバル
であるため、エンゲージメントか直面す
る課題も様々です。国有企業のエンゲー
ジメントでは、投資家は依然として苦戦
を強いられています。また、すでにコ
ミットメントを出していても、それ以上
に強固で意欲的な目標とすることが必要
です。また、新型コロナウイルスの感染
拡大で、特に観光・旅行業界が大きなダ
メージを受けているため、航空会社との
エンゲージメントは一層困難を極めてい
ます。

本グループは 2021年、こういった業界
の企業（特に航空会社）とのエンゲージ
メントに立ちはだかる難題に対処するた
め、追加の指針を提供・策定することに
力を入れます。また、Climate Action 
100+ネットゼロ企業ベンチマークを活
用し、より意欲的な新たなコミットメント
を示すよう企業に働きかけていきます。
さらに、立ち上げに時間やリソースがか
かっている一部のエンゲージメントの迅
速化にも取り組んでいきます。
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2050年排出量実質ゼロに向けた取り組み

地球温暖化を 1.5℃未満に抑え、
気候変動が人間社会や自然界に
与える最悪の破壊的影響を防ぐに
は、今世紀半ばまでに世界中で
GHG排出量を実質ゼロにする必
要があることが、気候科学から明
らかになっています。

これらのコミットメントは、以下のような
重要な理由から、投資家にとって大きな
意味を持ちます。 

• 長期にわたって市場や政策に対する
シグナルとなる。

• 規制の不確実性が低下する。

• 収益性と競争力が向上する。 

• パートナーシップやイノベーションの
機会が生まれる。 

• 企業が気候リスクに取り組んでいるこ
とを投資家が確信できる。

投資家が企業と協力して取り組むべき課
題は数多くあります。第一に、実質ゼロ
の目標を設定するための、セクターごと
の明確な基準の必要性です。たとえば、
石油・ガスセクターの実質ゼロ目標の多
くは、セクターにとって最も重要な排出
源である、企業の製品からのスコープ 3
の排出量を含んでいません。製品の最終
的な利用まではコントロールできないと
主張する企業もありますが、グローバル
コミュニティが低炭素に向けて移行する
中では、バリューチェーンリスクが高くな
ります。 

また、投資家は長期目標以上のものを
期待しています。意欲的な排出量削減の
マイルストーンを設定し、2020年から
2050年までの道筋を明確に示す中間
目標を設定することを企業に求めていま
す（IPCC SR1.5に沿って 2030年まで
に排出量を 45%削減するなど）。

投資家は、多くの企業にとって排出量実
質ゼロへの移行は根底からの変革を要
するものであることを意識しています。た
とえば、化石燃料の企業が再生可能エネ
ルギーや二酸化炭素回収・貯留（CCS）

の専門企業に生まれ変わるといったケー
スすら考えられます。そうなると、事業所
の閉鎖や人材の変更、新たな投資、従
業員向けのスキルセットや研修の新設な
ど、後から数多くの影響が出てくることに
なるでしょう。投資家は、企業がそうした
変革をどのような計画に基づいて行い、
地域や従業員にもたらされる影響にどの
ように対処しようとしているのかを把握
したいと考えています。 

最後に、投資家は企業が現在および将
来の資本投資を長期的な脱炭素化目標
に整合させることを求めています。多く
の企業は長期の炭素集約型プロジェクト
（化石燃料など）への投資を未だに続け
ています。企業と投資家にとって、これは
中長期的な座礁資産リスクとなるおそれ
があります。企業が将来的な排出量実質
ゼロに向けて事業や投資を行っているか
どうかを評価するには、企業がどのシナ
リオや手法に基づき、どのように資本配
分を行っているかを把握することが重要
です。
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排出量実質ゼロ目標をゆるぎないものにするために 
投資家が期待していることは？

一部のセクターについては、排出量実質ゼロ目標に対する明確で具体的な
基準の作成が進められていますが、一般に投資家は以下のことを求めてい
ます。

• 排出量実質ゼロ目標の期限が明確であること（2050年またはそれより早
く、など）。

• スコープと対象範囲が明確であること（スコープ 1と2の排出量の 95%以
上）。

• 重要なスコープ 3の排出量が範囲に含まれていること。 

• 実質ゼロへの大まかな道筋に沿った、科学的根拠に基づく短期・中期の排
出量削減目標。

• 目標達成のためにどのような企業変革が必要かが明確にされていること。
例：人材または事業構造の変更、取締役会または役員に必要な新たなスキ
ルセット、事業所や生産ラインの変更または閉鎖予定（エンジン車の生産終
了時期、鉱山や石炭火力発電所の閉鎖など）。

• 企業の変革に影響を受ける従業員や地域のための移行計画。

• 現在および将来の資本支出の評価。その判断に用いた、土台となる商品価
格の見通し、モデル、手法、気候シナリオなどを含めること。

2050年排出量実質ゼロに向けた取り組み

投資家は、スコープ 1、 
2の排出量を対象とし、 
重要なスコープ 3の 
排出量も対象に含めた
排出量実質ゼロ目標を
求めています。

排出量実質ゼロ目標を掲げた対象企業
A.P.Moller - Maersk
AGL Energy Ltd
American Airlines Group Inc.
Anglo American
ArcelorMittal
Bayer AG
Bayerische Motoren Werke 
Aktiengesellschaft BMW
BHP
BP
CEMEX S.A.B. de C.V.
Centrica
Colgate-Palmolive Company
ConocoPhillips
CRH
Cummins Inc.
ダイキン工業株式会社
Daimler AG
Danone S.A.
Delta Air Lines, Inc.
Dominion Energy, Inc.
Dow Inc
Duke Energy Corporation
E.ON SE
EDF
Enel SpA
ENEOSホールディングス株式会社
Ford Motor Company
General Electric Company
本田技研工業株式会社
Iberdrola, S.A.
Koninklijke Philips NV
National Grid PLC
Naturgy Energy

Nestlé
NRG Energy, Inc.
OMV AG
パナソニック株式会社
PGE - Polska Grupa 
Energetyczna S.A. 
Procter & Gamble Company
Qantas Airways Limited
Repsol
Rio Tinto
Rolls-Royce
Royal Dutch Shell
RWE Aktiengesellschaft
Saint Gobain
Santos Limited
Siemens Energy
South32
SSE PLC
Teck Resources Limited
The Southern Company
thyssenkrupp AG
Total
トヨタ自動車株式会社
Trane Technologies PLC
Unilever PLC
Vale
Volkswagen AG
Volvo
Walmart, Inc.
WEC Energy Group, Inc.
Woodside Energy
Woolworths Group Limited
Xcel Energy Inc.

最近発表された 
実質ゼロ目標

以下の企業は、まだイニシアチブの
評価を受けていませんが、新たな
実質ゼロ目標を発表しました。

• Enbridge Inc

• Imperial Oil

• Hon Hai Precision Industry 
Co.
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付録

パリ協定に沿った気候政策をめぐ
る激しい闘いは 2020年も続きま
した。新型コロナウイルスの感染
拡大がそれに拍車をかけました。 

化石燃料のバリューチェーンセクターに
連なる業界各社は、新型コロナ危機に乗
じて金融支援やプロジェクトの認可を得
ようとし、世界的に規制を緩和しようと考
えています。このような動きは気候変動
緩和の努力に長期にわたって影を落と
すおそれがあります。一方、組織化には
なかなか至りませんが、より幅広い企業
連合が「クリーンリカバリー」の名の下に
結束しています。

InfluenceMapのプラットフォームは、
このような刻々と変化する状況を追跡し
ています。科学的根拠に基づく、パリ協
定に沿った方針を基準として、企業や業
界団体の気候変動関連のロビー活動を
詳細に評価しています。現在は 300社
近くの企業と 150の業界団体が評価対
象となっています。

2020年の業界団体ロビー活動

意欲的な気候政策を支持する企業は増
加傾向が続いています（InfluenceMap
の分析対象となっている Climate 
Action 100+対象企業の 75%が支持
を明確にしています）。しかし、それらの
企業を代表する業界団体は、依然として
問題のある気候関連ロビー活動を行っ
ています。同じClimate Action 100+
対象企業の 80%が、パリ協定に沿った
気候政策に反対する業界団体に今も参
加しているのです。

こういった状況は、業界団体の監査を実
施する Climate Action 100+対象企
業が増えていることに見られるように、投
資家のエンゲージメントによって好まし
い方向へ変わり始めています。株主から
の圧力で、企業もこの問題にしっかりと
向き合うようになりました。その好例が、
BHPとOriginが業界団体からの一時
的な脱退を最近決意したことです。脱退
に至った理由は、加入していた業界団体
Queensland Resources Councilが、
クイーンズランド州の選挙で有権者に向
けてある政党に反対するキャンペーンを
展開していたことでした。かつては気候
変動政策に反対の立場を取っていた強

力な業界団体の中にも、改革の兆しが見
え始めています。

確かな歩みとは裏腹に、2020年はファ
クトチェックの必要性も浮き彫りになり
ました。近頃は盛んに企業も業界団体
も情報開示やプレスリリース発表、高レ
ベルのコミットメントなどを行うように
なりましたが、それらの発言と実際の活
動内容とが整合しているかどうかを確か
めなければなりません。表向きは立派
ですが、そうした高レベルの発言とは
かけ離れた詳細な規制へのロビー活動
を業界団体が着々と進めているケース
が、InfluenceMapの徹底した評価に
よって次々と明らかになっています（US 
Chamber of Commerce（全米商工会
議所）、Minerals Council of Australia
（オーストラリア鉱業協会）など）。  

ヨーロッパでは、投資家の強い働きかけ
で Climate Action 100+対象企業の
多くが気候関連ロビー活動のガバナンス
や情報開示を強化しており、2020年は
さらに意欲的な方針を打ち出す動きが
見られ、その動向は注目に値します。しか
し他の地域では状況がまったく異なりま

す。たとえばオーストラリアでは、パリ協
定に沿った気候政策に反対する業界の
ロビイストが気候政策にとてつもない影
響を及ぼしていることが InfluenceMap
の分析 1によって最近明らかになってお
り、新型コロナウイルスからの回復策で
も未だに化石燃料に注目が集まってい
ます。

業界が気候政策に絶大な影響力を持っ
ているのは日本でも同じですが、日本で
は、国が新たに打ち出した 2050年実質
ゼロ目標の観点から、今後の道筋を示す
「エネルギー基本計画」の見直しが行わ
れています。日本での Climate Action 
100+エンゲージメントでは現在、2020
年 8月に公開された InfluenceMapの
分析が利用されています。日本では、投
資家は企業だけでなく業界団体とも直接
気候に関するエンゲージメントを行って
います。

（上記のコメンタリーは InfluenceMap
のEdward Collins氏によって寄稿され
たものです。）

1 オーストラリアの業界団体とカーボンポリシー・フットプリントに関する InfluenceMapのレポートhttps://influencemap.org/report/Australian-Industry-Groups-And-their-Carbon-Policy-Footprint-
c0f1578c92f9c6782614da1b5a5ce94fを参照。

それらの企業を代表する 
業界団体は、依然として 
問題のある気候関連ロビー
活動を行っています。 
同じ Climate Action 100+ 
対象企業の 80%が、 
パリ協定に沿った気候政策
に反対する業界団体に 
今も参加しているのです。

CLIMATE ACTION 100+  2020年 進捗報告書
78

https://www.theguardian.com/australia-news/2020/oct/07/bhp-suspends-membership-of-queensland-resources-council-over-vote-greens-last-campaign
https://www.theguardian.com/australia-news/2020/oct/07/bhp-suspends-membership-of-queensland-resources-council-over-vote-greens-last-campaign
https://www.businessroundtable.org/climate
https://influencemap.org/influencer/US-Chamber-of-Commerce/projectlink/US-Chamber-of-Commerce-In-Climate-Change
https://influencemap.org/influencer/US-Chamber-of-Commerce/projectlink/US-Chamber-of-Commerce-In-Climate-Change
https://influencemap.org/influencer/US-Chamber-of-Commerce/projectlink/US-Chamber-of-Commerce-In-Climate-Change
https://influencemap.org/influencer/Minerals-Council-of-Australia-MCA/projectlink/Minerals-Council-of-Australia-MCA-In-Climate-Change
https://influencemap.org/influencer/Minerals-Council-of-Australia-MCA/projectlink/Minerals-Council-of-Australia-MCA-In-Climate-Change
https://influencemap.org/presentation/Japanese-Industry-Groups-and-Climate-Policy-899704d005cb96359cc5b5e2a9b18a84
https://influencemap.org/presentation/Japanese-Industry-Groups-and-Climate-Policy-899704d005cb96359cc5b5e2a9b18a84
https://influencemap.org/report/Australian-Industry-Groups-And-their-Carbon-Policy-Footprint-c0f1578c92f9c6782614da1b5a5ce94f
https://influencemap.org/report/Australian-Industry-Groups-And-their-Carbon-Policy-Footprint-c0f1578c92f9c6782614da1b5a5ce94f


2

3

5

1

4地域ごとの進捗状況

2050年排出量実質ゼロに向けた取り組み 

2020年の業界団体ロビー活動

公正な移行 

2020年の主な課題

6

7

進捗状況の評価方法

企業の進捗状況

はじめに

Climate Action 100+のガバナンス

付録

低炭素経済への移行は迅速であ
ると同時に公正でもなければなら
ないという考えから、2015年のパ
リ協定には公正な移行の必要性
が盛り込まれました。公正な移行
では、従業員と周辺コミュニティに
与えるプラスの影響とマイナスの
影響を考慮します。また、公正な
移行はエネルギーの移行と生態系
の移行の両方に関連しています。

公正な移行は企業や投資家にとって極
めて重要です。なぜなら、気候変動へ
の取り組みの遅れがもたらすシステミッ
クリスクに結びついているからです。こ
れは企業の直面する移行リスクにつなが
ります。たとえば、従業員に関連するリ
スクや、ソーシャルライセンスや法的な
ライセンスにまつわるリスクの一因とな
るのです。1新たに公開された Climate 
Action 100+ネットゼロ企業ベンチ
マークでは、公正な移行が対象企業に大
きなリスクと機会をもたらすという認識
に基づき、低炭素ビジネスモデルへの移

公正な移行

行が従業員や周辺コミュニティに与える
影響を対象企業が開示しているかどうか
を評価します。2提案された評価基準に
は、たとえば以下のような項目が含まれ
ています。

• 企業は、低炭素への移行戦略・計画の
予想される影響を評価するために従業
員、コミュニティ、およびその他の関
係者（NGO、労働組合、自治体の関係
者など）と対話していることを開示して
いる。

• 企業は、影響の及ぶ従業員およびコ
ミュニティからの具体的な提案を組み
込んだ低炭素移行戦略と計画を策定
し、開示している。

現在、Climate Action 100+ ネット
ゼロ企業ベンチマークに公正な移行の
指標を組み込むための取り組みを進め
ており、これにはイニシアチブの参加
投資家の他に、London School of 
Economics、Harvard Kennedy 
School、International Trade Union 
Confederation（国際労働組合総連合）
の協力を得ています。

排出量実質ゼロ経済に移行すれば、経
済的機会を手にする上での公平性が高
まり、企業と投資家双方の社会的リスク
が減少し、炭素依存経済がもたらす健康
への悪影響が軽減されるという機会が生
まれます。 

公正な移行に関連して投資家が企業に
期待するリスクと機会は、セクターや地
域によって異なります。たとえば、以下の
ような例が考えられます。

• 石炭火力発電所を運営する電力・公益
事業会社の従業員は、発電所の恒久的
な閉鎖によって大きなダメージを受け
るため、新しい機会を得るための再教
育や早期退職制度などが必要となるか
もしれません。

• 石油・ガス会社や採鉱会社は、新興経
済国で多くの生産設備を稼働させてい
ます。それらの設備が閉鎖されると、
従業員や地域のコミュニティ（先住民コ
ミュニティを含む）に影響が及びます。

• 自動車メーカーが電気自動車の製造
施設をエンジン車の組み立て工場とは
違う場所に移転すれば、その事業に雇
用面や税収面で依存していたコミュニ
ティに影響が及びます。

• 食品や消費財の企業は、気候の物理的
影響が原因で移行するケースが考えら
れます。たとえば、気候変動によって
降水量が変化したり砂漠化が進行した
りすれば、その地域でそれまで育って
いた作物が育たなくなる可能性がある
からです。 

公正な移行は 
なぜ重要なのでしょうか？

Grantham Research Institute 
on Climate Change and the 
Environmentの所長で経済学者
の Nicholas Stern氏は次のよう
に語っています。

「私たちは、公正な移行をインク
ルーシブで持続可能な成長の新た
なストーリーの一部だと考えるべき
です。これは、力強いイノベーショ
ンと成長を伴う非常に魅力的な経
済モデルであり、効果的かつ永続的
な方法で貧困を克服することがで
きます。しかし、そのためには、現
在の市場経済の中で、より良い方法
で変化のプロセスに取り組むこと
が求められます。テクノロジー、経
済構造、都市、国際分業など、さま
ざまな分野の移行を複数で計画し
ていく必要があります。そして、気
候変動という差し迫った問題に対
処するというのなら、意思決定のス
ピードをもっと上げなければなりま
せん。」

1 Robins and Ridge (2019) “Why a just transition is crucial for effective climate action” https://www.unpri.org/download?ac=7092
2 公正な移行に関する評価指標は 2022年のベンチマークに組み込まれる予定ですが、2021年の最初の企業評価には含まれません。
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公正な移行

公正な移行の問題を進展させるために 
投資家は何をしているでしょうか？

• 運用資産総額 10兆円以上の投資家は、気候変動に関する公正な移行を支持
する投資家の声明書、Investor Statement of Commitment to Support 
a Just Transition on Climate Changeに署名しています。 

• Interfaith Center on Corporate Responsibility（ICCR）が公開している
Investor Expectations on the Just Transition（公正な移行に関する投資家
の期待）には、投資家が電力企業に対し、配分の問題（特に、立場の弱い従業員や
コミュニティへの影響）を考慮するよう働きかけを行っているとの記述があります。

• Climate Action 100+の参加投資家 Presbyterian Church U.S.A.は、イ
ニシアチブが情報提供するエンゲージメントのフレームワークや基準を用い
て、これまで置き去りにされてきたコミュニティに企業が与える影響を評価して
います。エンゲージメントの一環として、同基金のResponsible Investment 
Committeeは、Marathon Petroleumのデトロイト製油所のケースのよう
に、企業による汚染や工場拡張などの影響を受けている住民と直接対話を行っ
ています。 

• PRIは 2018年、投資家が公正な移行の問題に取り組むための手引きとなる報
告書、Climate Change and the Just Transition: A Guide to Investor 
Actionを公開しました。公正な移行の手法について国際的な見地から考察した
り、投資家との幅広い議論の結果を生かしたりすることで、個別の機関でも共同
のイニシアチブでも、どちらでも適用できるフレームワークを提供しています。

• Ceresは、新しい報告書、Practices for Just, Equitable and Sustainable 
Development of Clean Energy Resources（クリーンエネルギー資源の
公正・公平・持続可能な開発の実践）を公開しました。

• IGCCは 2017年、公正な移行への投資に関する報告書、Coal Carbon and 
the Community: Investing in a Just Transitionを公開しました。最新の
報告書は 2021年前半に公開される予定です。  

• PRIは公正な移行のワーキンググループを発足させました。このグループは、
Ircantecの Laetitia Tankwe（Climate Action 100+の議長代理）が招集
します。

企業は公正な移行を求める声にどのように応えて
いるでしょうか？

世界には、従業員やコミュニティのための公正な移行の計画
を発表している企業が何社かあります。その一部をご紹介し
ます。

• Xcel Energyは、2019年にミネソタ州の石炭火力発電
所 3基の閉鎖を発表しましたが、同時に従業員や地元のコ
ミュニティのための計画も発表しました。それまでに、労
働者の団体や組合、規制当局など、主な関係者との話し合
いを続けてきました。計画では、一部の従業員は早期退職
し、他は新規に開設されるデータセンターでの新たな業務
に移ることになっています。 

• AGL Energyは、オーストラリアのハンター・バレーにあ
るリデル発電所を、7年の予告期間をもって閉鎖すること
を発表しました。同時に、公正な移行の原則を明確に示し
た移行計画を公表しました。これには、経済への影響、雇
用、技能の適応といった内容が含まれています。地元の組
織 Hunter Energy Transition Allianceの協力により、
現在の敷地は別の目的で再利用する予定です。敷地や周辺
コミュニティの明確な移行計画を作成するため、コミュニ
ティや関係者との協議を進めています。

• Vistra Energyは、米国中西部の石炭火力発電所の閉鎖
について事前通知を行いました。移行計画が確実に実施さ
れるよう、閉鎖までの期間を利用して、影響を受けるコミュ
ニティや従業員との協議を行う予定です。どのように実施さ
れるかについてはまだ発表されていません。

企業が公正な移行の評価や取り組みに向けて一歩踏み出し
たことには期待が持てます。しかし、まだやるべきことは山積
しています。投資家は、企業が移行期間を通してこの問題に
最優先で取り組むよう、エンゲージメントを続けていきます。 
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Climate Action 100+
のガバナンス

イニシアチブの運営を担うのは
グローバルな運営委員会です。
運営委員会は、5つの投資家
ネットワークの CEOと、各投資
家ネットワークの対象地域を 
代表する5名の参加投資家で構
成されています。

6
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イニシアチブのガバナンス体制 

Climate Action 100+は参加
投資家が主導し、5つの投資家
ネットワーク（AIGCC、Ceres、
IGCC、IIGCC、PRI）が取りまと
めを行っています。イニシアチブの
運営を担うのはグローバルな運営
委員会です。運営委員会は、5つ
の投資家ネットワークの CEOと、
各投資家ネットワークの対象地域
を代表する 5名の参加投資家で
構成されています。

イニシアチブの運営をサポートするた
め、プロジェクト単位のワーキンググルー
プが常置されています。これらのワーキ
ンググループが主な活動を進め、戦略
的プロジェクトの取りまとめを行います。
ワーキンググループの任務は、Climate 
Action 100+のイニシアチブ全体に関
わる事柄が確実に遂行されるようにす
ることです。ワーキンググループは 5つ
の投資家ネットワークのスタッフと運営
委員会の委員で構成されています。本
年は、Governance Working Group
（ガバナンス）、Fundraising Working 
Group（資金調達）、Communications 
Working Group（広報）、Engagement 
Coordination Working Group（エン
ゲージメントの取りまとめ）、Strategic 
Projects Working Group（戦略計画）
の 5つのワーキンググループが活動しま
した。企業エンゲージメントは、投資家
ネットワークのスタッフ間で定期的に連
絡を取り合うことによって全体としての取
りまとめが行われています。 

2020年、イニシアチブでは以下の活動
を実施しました。

• Climate Action 100+ネットゼロ企
業ベンチマークを開発しリリースしま
した。これにより、企業の取り組みがイ
ニシアチブの目標とパリ協定の両方に
整合しているかどうかを評価します。

• 参加投資家のリソース専用ページを
含む、新しいウェブサイトを作成しま
した。

• 投資家のエクスペリエンスを向上さ
せ、参加投資家へのサポートを強
化するための手引書（Signatory 
Handbook）を発行しました。

• 主な関係者（気候 NGO、気候問題の
専門機関、気候・経済の研究機関、金
融規制機関など）と交流する機会を増
やし、コミュニケーションと透明性を強
化しました。

Climate Action 100+に 
参加している投資家の数は？

参加投資家の運用資産総額は52兆
ドルにのぼります。イニシアチブは
設立以来 143%成長しています。

イニシアチブでは引き続き新しい参
加投資家を受け入れています。注目
すべきは、資産運用会社トップ 20
のうち 3社（Blackrock、Invesco、
State Street Global Asset 
Management）がイニシアチブに
加わったことです。

投資家の参加形態は？

Climate Action 100+ の一般参加者
（「Participant」）は、少なくとも 1つのエ
ンゲージメントグループに入り、企業エン
ゲージメントに積極的に貢献することが求
められます。サポーター（「Supporter」）
は必ずアセット・オーナーでなければなら
ず（資産運用会社は一般参加者としての加
入しか認められません）、委託先の資金運
用会社に、サポーターのためにイニシアチ
ブに加わってエンゲージメントを行うよう
働きかけることが求められます。

• 267の参加投資家が資産運用会社

• 273の参加投資家がアセット・オーナー

• 15の参加投資家はエンゲージメント・
サービスプロバイダーで、正式に資産
を委託されているか、通常企業と直接
エンゲージメントを行っているかのど
ちらか（または両方）です。1

1 多くの参加投資家はアセット・オーナー、資産運用会社、サービスプロバイダーを兼ねているため、複数のカテゴリー
に含まれています。 

545
の投資家が参加 
（2020年 11月 30日現在）

65%
の参加投資家は一般参加者
（「Participant」）、35%はサポーター
（「Supporter」）

イニシアチブには
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フラグ付きの株主決議とは？

株主決議が以下に該当すると考えられ
る場合、イニシアチブによってフラグ
が付加される場合があります。

• Climate Action 100+の目標に整
合しており、イニシアチブの目標の
少なくとも 1つに直接関わるもので
ある。

• 経営側への要求が、合理的で、大き
な負担にならないと考えられる形で
表現されている。

• その決議に影響を受ける企業に対し
てClimate Action 100+の協働エ
ンゲージメントグループが示してい
る既存のエンゲージメント戦略を補
完するものである。

投資家の情報交換と進捗報告 

この 1 年間に Climate Action 100+
はグローバルなウェビナーを 2度開催し
（2019年 12月と2020年 7月）、参加
投資家に向けて企業エンゲージメントの
進捗状況の報告やイニシアチブ全体で
の情報共有などを行いました。どちらの
ウェビナーでも、投資家によるエンゲー
ジメントの事例報告と、投資家ネット
ワークのスタッフによるイニシアチブの
進捗状況の報告が行われました。また、
イニシアチブでは手引書（Signatory 
Handbook）を発行し、投資家のオン
ボーディングプロセスをさまざまな点で
向上させました。

取りまとめを担当する投資家ネットワー
クのスタッフで構成されるグローバルな
ワーキンググループとは別に、地域の
ワーキンググループも多数存在します。
こちらはセクターを対象とし、投資家が
主導します。地域のワーキンググループ
ではフォーラムを開催し、エンゲージメ
ントの進捗状況やセクターの動向、先
進事例などについて情報交換を行ってい
ます。地域のワーキンググループやセク
ターグループの進捗状況について、詳し
くは 66ページをご覧ください。

Climate Action 100+と 
株主決議

Climate Action 100+イニシアチブ
に参加するすべての投資家は、自身の
責任で投票の判断を行います。これに
は事前の声明や投票要請も含まれます。
Climate Action 100+の投資家ネット
ワークが議決権行使について指示をした
り、ブロック・ボーティングを促したりす
ることはありません。 

2020年、イニシアチブは参加投資家
が提案し、Climate Action 100+ の
企業エンゲージメントの目標に整合する
株主決議にフラグを付加するプロセスを
策定しました。フラグ付きの株主決議は
Climate Action 100+のウェブサイト
に掲載され、その内容を参加投資家が参
照することができます。 

NGOなどの外部の組織から気候関連の
重要な株主決議の申し立てが行われた
場合も、重要かつ適切であると判断され
れば、投資家や取りまとめを担当する投
資家ネットワークが情報をワーキンググ
ループに共有します（ただしフラグは付
加されません）。

イニシアチブのガバナンス体制 

Climate Action 100+から 
政策立案者や規制当局への 
働きかけ

投資家は、グローバル経済や投資ポー
トフォリオの気候リスクに対処するには
グローバルな変革が必要であり、それ
には政府や政策立案者がどのような手
を打つかが重要であると考えています。
Investor Agendaや、国連が招集する
Net-Zero Asset Owner Allianceな
どの投資家イニシアチブも、これらの問
題に正面から取り組んでいます。

イニシアチブのエンゲージメントを受け
る多くの企業にとって、政策決定が移行
を推進する上での鍵となります。投資家
は今後も引き続き以下のような提言を
行っていきます。

• カーボンプライシングなどの、適切か
つ効果的な気候政策。

• 気候リスクや会計に関する企業の情報
開示に関する法令。 

• 低炭素や排出量実質ゼロへの投資を
促進する政策枠組み。

この 1年間に Climate 
Action 100+は 
グローバルなウェビナー
を2度開催し（2019年 12
月と2020年 7月）、 
参加投資家に向けて 
企業エンゲージメントの
進捗状況の報告や 
イニシアチブ全体での 
情報共有などを 
行いました。
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イニシアチブのガバナンス体制 

The Climate Action 100+の 
グローバルな運営委員会 

運営委員会の議長および副議長の役目は、6カ月ごとに異なる地
域の投資家ネットワークが持ち回りで担当します。投資家の代表が
議長を務め、同じ地域の投資家ネットワークの CEOが副議長を務
めます。 

2020年、運営委員会のメンバーが 1名交代しました。2020年
4月に Emily Chewが委員を辞任したことによるものです。アジ
アの投資家代表の後任には、三井住友トラスト・アセットマネジメ
ントの川添誠司が就任しました。 

2019年 10月～ 2020年 3月 

Emily Chew, Manulife Investment Management（当時）

Rebecca Mikula-Wright, Asia Investor Group on Climate 
Change 

2020年 4月～ 2020年 9月  

Andrew Gray, AustralianSuper

Emma Herd, Investor Group on Climate Change 

2020年 10月～（2021年 3月） 

Laetitia Tankwe, Irantec

Fiona Reyonds, PRI 
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Climate Action 100+ 
対象リストの更新 

Climate Action 100+運営委員会は、
2020年、対象企業リストを慎重に見直
し、当初の選択基準に従って限定的な変
更を行うことを検討しました。その結果、
2社が対象リストから外れ、9社が新た
に追加されました。したがって実質 7社
の増加となります。  

企業の削除は、重要なコーポレートアク
ションなど、企業に大きな変化があり、そ
の企業に対するClimate Action 100+
エンゲージメントの今後の可能性が著し
く変化した場合のみ検討されます。 

この基準に基づき、以下の 2社が削除さ
れました。

Wesfarmers  同社は、保有する 
大手スーパーマーケット
チェーン資産とすべての
石炭資産を分離し、 
2017年 12月に最初に 
対象リストに加えられた 
時点とは大きく異なる 
企業になりました。

Southern 
Copper 
Corporation 

親会社（Grupo México）
が対象リストに追加される
ことになり、そちらと入れ
替わりで削除されました。

また、いくつかの企業の追加も行われ
ました。これらの企業はすべて、当初の
Climate Action 100+対象リスト選定
基準に基づいて評価されました。すなわ
ち、排出量が極めて多い企業であるか、
より幅広いクリーンエネルギー経済への
移行を推進する重要な機会を有する企
業であることです。参加投資家は、これ
らの企業すべてに対するエンゲージメン
トをすでに開始しています。 

企業名  国  セクター 

Incitec Pivot オーストラリア 工業 

Saudi Arabian Oil 
Company（Aramco） 

サウジアラビア  石油・ガス 

Ultratech Cement  インド  工業 

Grupo Argos S.A.  コロンビア  工業 

Grupo México  メキシコ  金属・採鉱 

Orica  オーストラリア  工業 

Oil Search  パプアニューギ ニア / 
オーストラリア 

石油・ガス 

Petróleos Mexicanos  
- PEMEX

メキシコ 石油・ガス

Uniper  ドイツ  公益事業 

本報告書に記載されている企業の進捗情報やその他の最新情報に、これらの企業は含
まれていません。

イニシアチブのガバナンス体制 

エンゲージメントチームの 
効果的なサポート

Climate Action 100+では個々の企
業エンゲージメントチームを投資家が主
導しますが、取りまとめを担当する投資
家ネットワークも以下の方法によってサ
ポートしています。

• エンゲージメントグループ。

• 新しい投資家のオンボーディング。

• エンゲージメントの優先事項をサポー
トするため、投資家や外部の専門家を
加える。

• 特定のテーマに関するウェビナーやセ
クター別のワーキンググループ。 

• エンゲージメントを進展させるための
地域横断的な会合。 

リード投資家と、個別にエンゲージメン
トを行う投資家は、年に 2回のエンゲー
ジメント調査で、それぞれのエンゲージ
メント目標を、取りまとめを担当する投
資家ネットワークに報告することになっ
ています。投資家はこの作業を通して最
近の進捗状況をまとめ、向こう 1年間の
エンゲージメントの計画と優先事項を整
理することで、強力で協調した取り組み
を確実に行うことができるのです。 

2020年リード投資家不在の企業

取りまとめを担当する投資家ネットワークの役割の 1つは、対象企業ごとにリー
ド投資家を指名してエンゲージメントグループを編成することです。 

イニシアチブのほとんどの企業エンゲージメントではエンゲージメントグループ
が編成されていますが、一部、まだリード投資家が指名されていないケースが
あります。新興市場に本社がある企業の場合、エンゲージメントを主導する投資
家がなかなか見つからないためです。市場によっては ESGエンゲージメントが
始まって日が浅い、あるいは十分確立されていないという場合もありますし、文
化や言語、現地の市場に関する十分なスキルや知識をエンゲージメントに提供
できる現地の投資家が少ないということも、理由として考えられます。 

2020年は、Climate Action 100+対象企業のうち、ANTAM、United 
Tractors、ESKOM Holdings SOC Limitedの 3社がリード投資家不在のた
め正式なエンゲージメントを実施できませんでした。
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付録

Climate Action 100+ 対象企
業では、脱炭素化への意欲を高め、
2050年までに排出量を実質ゼロ
とする目標を掲げる企業が増えて
います。しかし、企業の取り組みと
目標との間には、容易に解消され
ない大きなギャップがあります。

イニシアチブの目標を達成するには、ど
の企業も多くの事業の中核部分を変革
する必要があります。 

イニシアチブの次のフェーズでは、参加
投資家は取りまとめを担当する投資家
ネットワークのサポートを受けながら、気
候変動への企業の取り組みを前進させ
るためのさまざまな戦略的優先事項に
力を入れる予定です。2021年は世界全
体で以下の優先事項に取り組みます。 

1. Climate Action 100+ネットゼロ
企業ベンチマークに基づく企業エン
ゲージメント 

2021年前半、新しいベンチマーク指標
による各企業の評価が初めて公開され
る予定です。2021年は、個々の指標に対
する企業の取り組みに焦点を当ててエン
ゲージメントを行います。また引き続き
重要な関係者と協力しながらベンチマー
クの改善を図り、少しずつ優良事例を反
映させていきます。

2021年の優先事項

2. 世界的なセクター別脱炭素化戦略

イニシアチブは、今世紀半ばまでに脱炭
素化を実現するための各セクターの道
筋をテーマに、一連のグローバルポジ
ションペーパーの作成に取り組んでいま
す。業界、セクターや気候の専門家、投
資家から情報の提供を受け、世界的レベ
ルで公開される予定です。また、地域の
ワーキンググループのレベルでも、セク
ターの道筋に関して一段と強力なリサー
チが発揮される予定です。 

3.  責任ある気候変動関連 
ロビー活動のための新しい基準

業界団体のロビー活動に対する投資家
の期待事項は、ここ数年で飛躍的に進化
しました。投資家の間では、投資先の企
業が資金を提供する業界団体が問題あ
る気候関連ロビー活動を続けているた
めに、投資家が直面する気候変動による
システミックリスクが一層早まっていると
いう見方が広がっています。経済を滞り
なくスムーズに排出量実質ゼロに移行さ
せるための政策を、そのようなロビー活
動が妨げているのです。投資家は、企業
がパリ協定に整合するロビー活動（たと
えば市場原理に基づくカーボンプライシ
ングメカニズムのような効果的な気候方
針を前進させる、前向きなロビー活動）
のための新たな基準を採用することを望
んでいます。 

また、AP7、BNP Paribas Asset 
Management、Church of England 
Pensions Boardが招集するプロジェ
クトもこの問題に取り組んでいます。こ
のプロジェクトは、責任ある気候変動関
連ロビー活動の手引きとなる枠組みの
開発を目指しており、Climate Action 
100+の 5つの投資家ネットワークと
InfluenceMapからも助言を受けてい
ます。

その他の優先事項

各地域のエンゲージメントワーキンググ
ループには、他にも実施を予定してい
る優先事項があります。アジア、中南
米・メキシコ、アフリカでは、企業エン
ゲージメントのため現地の投資家をさら
に増やす必要があります。これらの市場
でのエンゲージメントの大半は、ガバナ
ンスの問題や、気候リスクの開示の問題
（TCFD提言に則った報告など）が中心
となります。現地の市場の投資家は気候
に関するエンゲージメントの経験・スキ
ルのレベルがさまざまで、独自の文化
規範を持ち、気候変動に関する政策環
境にも違いがありますが、それを認識し
た上で各投資家ネットワークもそれぞれ
の地域のキャパシティを広げていく計画
です。

COP26に向けて

2021年の国連気候変動会議（通称 COP26）は、国連気候変動枠組条約
（UNFCCC）に基づく26回目の会議です。2020年は新型コロナウイルスの
感染拡大の影響で延期となり、2021年 11月 1日から 12日までスコットランドの
グラスゴーで開催される予定となっています。

COP26は、パリ協定で定められた仕組みに従って国別約束草案（NDC）の見
直しと再提出を行う重要なマイルストーンに位置付けられています。パリ協定で
は、全参加国が 5年ごとにNDCの目標を引き上げることが求められています。
残念ながら、気候問題への取り組みにとって極めて重要な 10年の始まりである
2020年の COP26は延期され、あと 1年待つことになりました。 

Climate Action 100+の参加投資家にとって、気候政策環境は極めて重要で
す。政府は、気候ソリューションに多くの民間資本が流入するために、気候ファ
イナンスのための適切で一貫性のある政策環境を整える必要があります。また、
企業や投資家は、排出量削減目標の設定や自発的な気候関連開示の改善、気候
ソリューションへの投資などを通じて、政府に向けて明確なマーケットシグナル
を発信する役目を担っているとイニシアチブは認識しています。 

2020年 11月、Climate Action 100+は Race to Zeroキャンペーンの対話
イベントに参加しました。このイベントでは、2021年の COP26に向けてさら
に意欲を高めていくことの必要性について、投資家やビジネスリーダーの間で活
発な議論が行われました。
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はじめに

本報告書で使用するClimate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマーク指標

開示情報指標 指標番号 セクター 対象企業数 調査提供元 評価実施時期

当該企業は、明確に定義されたスコープの排出に関し、2050年までに自社の GHG排出量を 100%削減する実質ゼロ目標を設定して
いるか。

1.1 全セクター 160 TPI 2020年 11月

当該企業の GHG排出量実質ゼロ目標は、その企業のセクターにとって最も重要なスコープ 3の排出カテゴリー（該当する場合）を対象と
しているか。

1.1b 全セクター 160 TPI 2020年 11月

当該企業は、自社の GHG排出削減に向けた長期的（2036年～ 2050年）ターゲットを設定しているか。 2.1 全セクター 160 TPI 2020年 3月

当該企業は、このターゲットがスコープ 1および 2の排出量全体の 95%以上を対象とすることを明示しているか。 2.2a 全セクター 160 TPI 2020年 3月

長期的（2036年～ 2050年）GHG削減ターゲットは、最も重要なスコープ 3の排出量（該当する場合）を対象としているか。 2.2b 全セクター 160 TPI 2020年 3月

当該企業は、明確に定義されたスコープの排出に関し、自社の GHG排出削減に向けた中期的（2026年～ 2035年）ターゲットを設定
しているか。

3.1 全セクター 160 TPI 2020年 3月

当該企業は、このターゲットがスコープ 1および 2の排出量全体の 95%以上を対象とすることを明示しているか。 3.2a 全セクター 160 TPI 2020年 3月

中期的（2026年～ 2035年）GHG削減ターゲットは、最も重要なスコープ 3の排出量（該当する場合）を対象としているか。 3.2b 全セクター 160 TPI 2020年 3月

当該企業は、明確に定義されたスコープの排出に関し、自社の GHG排出削減に向けた短期的（2020年～ 2025年）ターゲットを設定
しているか。

4.1 全セクター 160 TPI 2020年 3月

当該企業は、このターゲットがスコープ 1および 2の排出量全体の 95%以上を対象とすることを明示しているか。 4.2a 全セクター 160 TPI 2020年 3月

短期的（2020年～ 2025年）GHG削減ターゲットは、最も重要なスコープ 3の排出量（該当する場合）を対象としているか。 4.2b 全セクター 160 TPI 2020年 3月

当該企業は、気候変動リスクの管理に対して、取締役会または取締役会委員会が監督を行っている証拠を提供しているか。 8.1a 全セクター 160 TPI 2020年 3月

当該企業は、気候変動に対して責任を負う取締役会レベルの役職を設けていることの証拠を提出しているか。 8.1b 全セクター 160 TPI 2020年 3月

A：本報告書で使用するデータ指標 
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はじめに

本報告書で使用するClimate Action 100+ネットゼロ企業ベンチマーク指標（続き）

資本配分指標 セクター 対象企業数 調査提供元 評価実施時期

2019年～ 2020年に対象企業で認可された従来型・非従来型の石油・ガスプロジェクトのうち、IEA B2DSに整合していないものが何件あるか。 上流の石油・ガス 33 Carbon Tracker 2020年 8月

当該企業が減損会計における価格の見通しを公表している場合、現状維持、下降、上昇のいずれか。 上流の石油・ガス 33 Carbon Tracker 2020年 8月

石油、ガスに関し、潜在的資本支出総額（STEPSの上限以下）のうち、STEPSに整合し、B2DSに整合していないのは何%か。 上流の石油・ガス 33 Carbon Tracker 2020年 8月

石油、ガス、および全体に関し、潜在的資本支出総額（STEPSの上限以下）のうち、B2DSおよび STEPSに整合しているのは何%か。 上流の石油・ガス 33 Carbon Tracker 2020年 8月

当該企業は、CTIによる IEA B2DSシナリオの解釈に沿って、2040年までに石炭火力発電所を全廃することを表明しているか。 
公益事業（石炭・ 
ガス発電資産）

31 Carbon Tracker 2020年 8月

当該企業は、CTIによる IEA B2DSシナリオの解釈に沿って、2040年までにガス火力発電所を全廃することを表明しているか。 
公益事業（石炭・ 
ガス発電資産）

31 Carbon Tracker 2020年 8月

当該企業の資本ストックは気候シナリオと整合しているか。 
自動車 
公益事業

14（自動車） 
31（公益事業）

2 Degree 
Investing 
Initiative 

2020年 8月

当該企業が計画している 2023年までの技術構成は気候シナリオと整合しているか。
自動車 
公益事業

31（公益事業） 
14（自動車）

2 Degree 
Investing 
Initiative

2020年 8月

A： 本報告書で使用するデータ指標 
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はじめに2 Degree Investing Initiative

2 Degree Investing Initiative（2DII）
は、金融市場や法令をパリ協定の目標
に整合させるための活動を行っている
国際的な非営利のシンクタンクです。

パリ、ニューヨーク、ベルリン、ロンド
ンのオフィスでグローバルな活動を展開
し、金融市場の気候メトリクスに関する
世界最大の調査プロジェクトを取りまと
めています。組織の独立性と、活動に対
する知的誠実性を確保するため、マルチ
ステークホルダーによるガバナンスと資
金構造を採用し、金融機関、規制当局、
政策立案者、大学、NGOなど多様な組
織から人材を集めています。

2DIIは Climate Action 100+に、そ
の設立当初から協力しており、主要セク
ターの企業に移行に関するデータや知
見、専門的見解などを提供しています。 

InfluenceMap 

InfluenceMapは、投資家を始めとす
る関係者からの要望の高まりを受け、
2015年末、パリ協定採択の直前に、企
業気候関連ロビー活動プラットフォーム
を立ち上げました。 

客観的で革新的な、データに基づくアプ
ローチによって、InfluenceMapは気候
変動対策の進展を阻むシステミックな
障壁を特定します。InfluenceMapの
分析は、気候変動対策のために必要な
政策に企業がどれだけ影響を与えてい
るかを、新しい測定アプローチによって
明確にします。そのため、企業のカーボ
ンポリシー・フットプリントという概念を
導入しています。

InfluenceMapが提供する情報は、投
資家が Climate Action 100+などで
企業の評価やエンゲージメントを行う
際に主な手段として使われており、世界
中で 1,000を超えるメディアで取り上げ
られています。また、数多くのNGOキャ
ンペーンに情報を提供しており、企業部
門が気候方針にさらに前向きに取り組
むのに役立っています。

Carbon Tracker Initiative

Carbon Trackerは独立系の金融シン
クタンクで、エネルギーの移行が資本市
場と、高コストで炭素排出量の多い化石
燃料への投資に与える影響を詳しく分析
しています。

金融市場、エネルギー、法律のエキス
パートからなるチームは、低炭素化への
道をたどる投資家にとってのリスクと機
会を示すため、先進的な業界データベー
スを使って画期的な調査をしています。 

「カーボンバブル」「燃やせない炭素」
「座礁資産」といった語彙を金融や環
境の辞書に定着させたのは Carbon 
Trackerです。 

Carbon Trackerは Climate Action 
100+に、その設立当初から協力してお
り、主要セクターの企業に移行に関する
データや知見、専門的見解などを提供し
ています。 

Transition Pathways Initiative

Transition Pathway Initiative（TPI）
は、アセット・オーナーが主導し、資産
運用会社が支援するグローバルイニシ
アチブです。TPIは、気候変動に対する
取り組みを支援しており、低炭素経済へ
の移行に対する企業の準備状況を評価
するための知見やデータを提供してい
ます。投資家はこれを無料で利用するこ
とができます。 

TPI は、Chronos Sustainability、
London School of Economics の
Grantham Research Institute、
FTSE Russellの協力の下、Climate 
Action 100+ネットゼロ企業ベンチ
マークへのデータ提供を行う機関に任
命されました。

B： TECHNICAL ADVISORY GROUP
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C：謝辞 

Climate Action 100+運営委
員会は、本年のClimate Action 
100+の活動にご支援をいただ
いた、以下の主要関係者、個人、
組織の皆様に心より感謝申し上げ
ます。

CLIMATE ACTION 100+ 
参加投資家の皆様 

イニシアチブを支え、企業とのエンゲー
ジメントを主導し、イニシアチブの目標
を進めるためのさまざまなワーキンググ
ループ、イベント、プロジェクトに参加し
てくださった、Climate Action 100+
参加投資家の皆様に感謝申し上げます。 

Technical Advisory Groupと
データパートナーの皆様

本報告書のためにデータ、知見、解説
をご提供いただき、イニシアチブによる
エンゲージメントを継続的にサポートし
てくださった、Climate Action 100+ 
Technical Advisory Groupとその他
のデータパートナーの皆様に感謝申し上
げます。Technical Advisory Group
は、Carbon Tracker Initiative（CTI）、
CDP、InfluenceMap（IM）、Transition 
Pathway Initiative（TPI）、2 Degree 
Investing Initiative（2DII）で構成さ
れています。また、Climate Action 
100+ネットゼロ企業ベンチマークの開
発で主要な役割を果たしてくださった
Chronos Sustainability、London 
School of EconomicsのGrantham 
Research Institute、FTSE Russellの
皆様にも感謝申し上げます。

報告書作成者

本報告書の作成は、IGCC の Laura 
Hillisが主導しました。また、Rebecca 
Mikula Wright（AIGCC）、Rebecca 
Ho�man（Ceres）、Tom Fern（IIGCC）
の 3名がプロジェクトチームとしてサ
ポートしました。解説およびレビューは、
Valerie KwanとYong Por（AIGCC）、
Morgan LaManna と Cynth ia 
McHale（Ceres）、Kate Simmondsと
Tom Arup（IGCC）、Lucia Graham 
Wood（IIGCC）、Marshall Geck と
Ben Pincombe（PRI）が担当しまし
た。本報告書のデザインおよび制作は
BWDstrategic.comが行いました。
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